
令和４年度 第１回 中部ブロック発注者協議会 幹事会 
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「中部ブロック発注者協議会」規約 
 
（設置） 
第１条 ｢公共工事の品質確保の促進に関する法律(以下｢品確法｣という)(平成17年法律第18号)」

第 7 条第 3 項及び第 21 条第 4 項に基づき中部ブロック発注者協議会（以下「協議会」とい
う）を設置する。 

 
（目的） 
第２条  協議会は、国、特殊法人等及び地方公共団体等の各発注者が、公共工事の品質確保の促

進に向けた取組み等について情報交換を行うなどの連携や、発注関係事務を適切に実施す
ることができる者の活用及び発注者の支援等により、発注者間の協力体制を強化するとと
もに地域を支える建設生産システムの向上に関する各種施策の推進・強化を図り、もって
中部ブロックにおける公共工事の品質確保の促進に寄与することを目的とする。 

 
（事務） 
第３条 協議会は、次の事項について連絡調整を行うとともに、取り組みの強化を図る。 
     一 品確法に示された公共工事の品質確保の促進に関する施策について 
     二 地域を支える建設生産システム向上のための具体的な施策について 
    三 発注者に対する支援施策について 
     四 その他前条の目的を達成するために必要な事項 
 
（委員） 
第４条 協議会は別紙１に掲げる委員をもって構成する。 
 
（会長及び副会長） 
第５条 協議会に会長を置き、国土交通省中部地方整備局長がこれにあたる。 
     ２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。 
     ３ 協議会に副会長を置き、農林水産省東海農政局長がこれにあたる。 
     ４ 副会長は会長に事故がある時は、その職務を代理する。 
 
（会議） 
第６条 協議会の会議は、会長が招集する。 
     ２ 協議会の会議は、会長が議長を務める。 
     ３ 委員は、指名した者を代理として会議に出席させることができる。 
     ４ 会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を求めることがで 
          きる。 
 
（幹事会） 
第７条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置く。 
     併せて各県地域における取り組みの円滑化を図るものとする。 
     ２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する。 
     ３ 幹事会に幹事長を置き、国土交通省中部地方整備局企画部長がこれにあたる。 
     ４ 幹事会に副幹事長を置き、農林水産省東海農政局農村振興部長がこれにあたる。 
            

資料１ 
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（部会） 
第８条 全ての市町村が各施策を推進・強化するため、静岡県、岐阜県、愛知県、三重県の各県に

部会を設置する。 
 
（庶務） 
第９条 協議会の庶務は、中部地方整備局が関係機関の協力を得て処理する。 
 
（雑則） 
第１０条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 
 
 
附 則 この規約は、平成 20 年 11 月 18 日から施行する。 
    この規約は、平成 24 年 5 月 16 日から施行する。 
        この規約は、平成 25 年 1 月 21 日から施行する。 
        この規約は、平成 26 年 10 月 31 日から施行する。 

この規約は、平成 28 年 2 月 29 日から施行する。 
この規約は、平成 29 年 9 月 28 日から施行する。 
この規約は、平成 30 年 2 月 27 日から施行する。 
この規約は、平成 30 年 7 月 27 日から施行する。 
この規約は、令和元年 7 月 25 日から施行する。 
この規約は、令和２年 ６月 19 日から施行する。 
この規約は、令和３年 ７月 30 日から施行する。 
この規約は、令和４年 ６月 24 日から施行する。 
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別紙１ 
第４条関係（委員） 
 
 会  長  国土交通省 中部地方整備局長 
 副 会 長  農林水産省 東海農政局長 
 委  員  警察庁 中部管区警察局 総務監察・広域調整部長        
       警察庁 中部管区警察学校長 
       財務省 東海財務局 総務部次長 
              財務省 名古屋税関 総務部長 
              国税庁 名古屋国税局 総務部次長 
       厚生労働省 東海北陸厚生局長 
       厚生労働省 岐阜労働局長 
       厚生労働省 静岡労働局長 
       厚生労働省 愛知労働局長 
       厚生労働省 三重労働局長 
       林野庁 中部森林管理局長 
       経済産業省 中部経済産業局 総務企画部長 
       国土交通省 中部運輸局長 
       海上保安庁 第四管区海上保安本部 総務部長 
              環境省 中部地方環境事務所長 
         岐阜県 副知事 
              静岡県 副知事 
       愛知県 副知事 
       三重県 副知事 
       静岡市 副市長 
       浜松市 副市長 
       名古屋市 副市長 
       岐阜県部会で決定する者 
       静岡県部会で決定する者 
       愛知県部会で決定する者 
       三重県部会で決定する者 
       中日本高速道路株式会社 名古屋支社長 
              (独)都市再生機構 中部支社長 
             （国）日本原子力研究開発機構 核燃料・バックエンド研究開発部門 
                      東濃地科学センター 所長 
       (独)水資源機構 中部支社長 
              静岡県道路公社 理事長 
              愛知県道路公社 理事長 
       名古屋高速道路公社 理事長 
              名古屋港管理組合 副管理者 
       四日市港管理組合 副管理者 
       日本下水道事業団 東海総合事務所長 
 
オブザーバー 法務省名古屋法務局 
              名古屋高等裁判所 
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別紙２ 
第７条関係（幹事） 
                        
 幹 事 長  国土交通省 中部地方整備局 企画部長 
 副幹事長  農林水産省 東海農政局 農村振興部長 
 幹  事  警察庁 中部管区警察局 総務監察・広域調整部 会計課長 
       警察庁 中部管区警察学校 庶務部長 
       財務省 東海財務局 会計課長 
              財務省 名古屋税関 会計課長 
              国税庁 名古屋国税局 総務部 営繕監理官 
       厚生労働省 東海北陸厚生局 総務課長 
       厚生労働省 岐阜労働局 総務部長 
       厚生労働省 静岡労働局 総務部長 
       厚生労働省 愛知労働局 総務部長 
       厚生労働省 三重労働局 総務部長 
       林野庁 中部森林管理局 総務企画部長 
       経済産業省 中部経済産業局 総務企画部 会計課長 
       国土交通省 中部地方整備局 総務部長 
       国土交通省 中部地方整備局 営繕部長 
       国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部長 
       国土交通省 中部運輸局 総務部長 
       海上保安庁 第四管区海上保安本部 経理課長 
              環境省 中部地方環境事務所 統括自然保護企画官 
       岐阜県 県土整備部長 
       静岡県 交通基盤部長 
       愛知県 建設局長 
              愛知県 農林基盤局長 
       三重県 県土整備部理事 
          三重県 農林水産部長 
       静岡市 建設局長 
       浜松市 財務部長 
       名古屋市 財政局 契約監理監 
       岐阜県部会で決定する者 
       静岡県部会で決定する者 
       愛知県部会で決定する者 
       三重県部会で決定する者 
       中日本高速道路株式会社 名古屋支社 環境・技術管理部長 
          (独)都市再生機構 中部支社 住宅経営部次長 
        （国）日本原子力研究開発機構 核燃料・バックエンド研究開発部門 
                     東濃地科学センター 総務共生課長 

       (独)水資源機構 中部支社 事業部長 
              静岡県道路公社 道路部長 
              愛知県道路公社 事業部長 
       名古屋高速道路公社 総務部長 
              名古屋港管理組合 建設部長 建設部担当部長（技術調整担当） 
       四日市港管理組合 経営企画部理事 
       日本下水道事業団 東海総合事務所 施工管理課長 
 
オブザーバー 法務省名古屋法務局 
              名古屋高等裁判所  
       国土交通省 中部地方整備局 建政部 



中部ブロック発注者協議会
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中部ブロック発注者協議会

① 令和３年度取組結果の総括

1



１．評価指標について

2

中部ブロック発注者協議会

○各機関の取組状況を自己評価指標の「実績」･「目標」を確認
○取組状況は運用指針に基づき、毎年調査し、結果を取りまとめ
て公表
○各県部会・推進会議においては取組促進に向けた検討を進める
○取り組むにあたって課題・問題等がある場合は相談窓口に問い
合わせ

○全国統一指標は、国土交通省ＨＰで各機関の取組状況を表形式
及び地図ベースで地域単位・県単位にとりまとめて公表。

自己評価指標

全国統一指標

公表資料
●新・全国統一指標の決定（Ｒ２．５月）

https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_000693.html
●新・全国統一指標の目標値の決定（Ｒ３．１月）

https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_000761.html



指 標

① 最新の積算基準の適用状況等

②
低入札価格調査基準価格及び最低制限
価格の設定

③ 平準化率

④ 適正な工期設定

⑤ 週休２日工事の実施状況

⑥ 設計変更ガイドラインの策定・活用状況

⑦ 建設ＩＣＴの導入状況

⑧ 受発注者間の工事情報の共有状況

⑨ 総合評価落札方式の導入状況

指 標

① 最新の積算基準の適用状況等

②
低入札価格調査基準価格及び最低制限
価格の設定

③ 平準化率

④ 適正な履行期間の設定

⑤ 設計変更ガイドラインの策定・活用状況

⑥ 総合評価落札方式の導入状況

【工事】

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

１．評価指標について
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中部ブロック発注者協議会

【業務】

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

※赤字は全国統一指標



No 新・全国統一指標
中部
ブロック

県域

岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

工
事

②
低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定
（ダンピング対策）

－
（0.73）
1.00

（0.84）
1.00

（0.89）
1.00

（0.95）
1.00

③
地域平準化率
（施工時期の平準化）

（0.67）
0.80

（0.77）
0.80

（0.60）
0.80

（0.66）
0.80

（0.61）
0.80

⑤
週休２日工事の実施状況
（適正な工期設定）

（0.43）
0.70

（0.67）
0.70

（0.03）
0.70

（0.65）
0.70

（0.22）
0.70

業
務

②
低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定
（ダンピング対策）

－
（1.00）
1.00

（0.94）
1.00

（0.94）
1.00

（0.81）
1.00

③
地域平準化率
（履行期限の分散）

（0.48）
0.40

（0.41）
0.40

（0.51）
0.40

（0.43）
0.40

（0.46）
0.40

２．目標値について

【新・全国統一指標】 目標値 上段：令和元年度の実績値
下段：令和６年度の目標値

4～6月基の工事平均稼働件数
年度の工事平均稼働件数

週休２日対象工事件数（公告等）
全工事件数（公告等）

設定した入札件数
年度の発注工事件数

設定した入札件数
年度の発注工事件数

第４四半期[1～3月]に完了する業務件数
年度の業務稼働件数

中部ブロック発注者協議会
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２．目標値について 中部ブロック発注者協議会

◆自己評価指標［工事・業務］ 目標値の設定 ［Ｒ１→Ｒ６］

１

６

４

８

７

９
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２．目標値について 中部ブロック発注者協議会

◆自己評価指標［工事・業務］ 目標値の設定 ［Ｒ１→Ｒ６］

５

４

１

６

6

※最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領を整備

※工期設定の基準の策定（中央建設業審議会の基準適用）

※本格導入、一部施行



３．年度別達成目標の設定について 中部ブロック発注者協議会

◆全国統一指標 年度別達成目標の設定 ［Ｒ３→Ｒ６］

地域平準化率（件数）＝（4～6月期の工事平均稼働件数）／（年度の工事平均稼働件数）

・集計対象工事：「一般財団法人日本建設情報総合センターコリンズ・テクリスセンター」に登録されている工事（契約金額５００万円以上の工
事、稼働件数は当該月に工期が含まれるもの）
・地域ブロック単位：地域ブロック管内の国（国土交通省以外含む）、都道府県、政令市、市区町村発注の集計対象工事を足し合わせて算出
・県 域 単 位 ：各都道府県管内の都道府県、政令市、市区町村発注の集計対象工事を足し合わせて算出
※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経済産業省、財務省、独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる。

【工事①】 地域平準化率　※必ず実施すべき事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック 0.67 0.65 0.69 0.73 0.76 0.80

県域単位
Ｒ１

（基準値）
Ｒ２

（実績値）
Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

（目標値）
岐阜県 0.77 0.68 0.71 0.74 0.77 0.80
静岡県 0.60 0.64 0.68 0.72 0.76 0.80
愛知県 0.66 0.60 0.65 0.70 0.75 0.80
三重県 0.61 0.63 0.67 0.71 0.76 0.80
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３．年度別達成目標の設定について 中部ブロック発注者協議会

◆全国統一指標 年度別達成目標の設定 ［Ｒ３→Ｒ６］

週休２日対象工事の実施状況 ＝ 週休２日対象工事件数（公告等）／ 全工事件数（公告等）

・週休２日対象工事件数：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等により、現場閉所・交替制を問わずに4週8休以上の
確保を促進するための工事のうち、対象期間中に公告等の発注手続きを行った件数。
・対象期間：当該年度（４月１日～３月３１日）とする。
・地域ブロック単位：地域ブロック管内の国等、都道府県、政令市発注の対象工事を足し合わせて算出
・県 域 単 位 ：各都道府県管内の都道府県、政令市発注の対象工事を足し合わせて算出

【工事②】 週休２日対象工事の実施状況　※必ず実施すべき事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック 0.43 0.66 0.67 0.68 0.69 0.70

県域単位
Ｒ１

（基準値）
Ｒ２

（実績値）
Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

（目標値）
岐阜県 0.67 0.82 0.7 0.70 0.70 0.70
静岡県 0.03 0.61 0.63 0.65 0.68 0.70
愛知県 0.65 0.65 0.66 0.68 0.69 0.70
三重県 0.22 0.52 0.57 0.61 0.66 0.70
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３．年度別達成目標の設定について 中部ブロック発注者協議会

◆全国統一指標 年度別達成目標の設定 ［Ｒ３→Ｒ６］

実施率（件数）＝
（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数）／（年度の発注工事件数）

・「入札契約適正化法等に基づく実施状況調査」データを活用
※年度の発注件数は、随意契約を除く発注件数

・※県域単位：各都道府県管内の都道府県、市区町村発注の全ての工事を足し合わせて算出

【工事③】 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況　※必ず実施すべき事項
県域単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

岐阜県 0.73 0.64 0.73 0.82 0.91 1.00
静岡県 0.84 0.94 0.95 0.97 0.98 1.00
愛知県 0.89 0.89 0.92 0.94 0.97 1.00
三重県 0.95 0.95 0.96 0.98 0.99 1.00
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３．年度別達成目標の設定について 中部ブロック発注者協議会

◆全国統一指標 年度別達成目標の設定 ［Ｒ３→Ｒ６］

地域平準化率（件数）＝第４四半期[1～3月]に完了する業務件数／年度の業務稼働件数

・集計対象工事：測量・地質調査・調査設計・発注者支援業務は、「一般財団法人日本建設情報総合センター」のテクリスに登録された業務（ 1
件当たり100万円以上）、稼働件数は当該年度に稼働した業務（繰越、翌債等次年度にも渡る業務含）
・地域ブロック単位：地域ブロック管内の国（国土交通省以外含む）、都道府県、政令市発注の集計対象業務を足し合わせて算出
・県 域 単 位 ：各都道府県管内の都道府県、政令市発注の集計対象業務を足し合わせて算出
※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経済産業省、財務省、独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる。

【業務①】 地域平準化率　※必ず実施すべき事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック 0.48 0.44 0.43 0.42 0.41 0.40

県域単位
Ｒ１

（基準値）
Ｒ２

（実績値）
Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

（目標値）
岐阜県 0.41 0.39 0.40 0.40 0.40 0.40
静岡県 0.51 0.44 0.43 0.42 0.41 0.40
愛知県 0.43 0.42 0.41 0.41 0.40 0.40
三重県 0.46 0.35 0.40 0.40 0.40 0.40
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３．年度別達成目標の設定について 中部ブロック発注者協議会

◆全国統一指標 年度別達成目標の設定 ［Ｒ３→Ｒ６］

実施率（件数）＝
（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数）／（年度の発注業務件数）

・「入札契約適正化法等に基づく実施状況調査」データを活用
※年度の発注件数は、随意契約を除く発注件数

・※県域単位：各都道府県管内の都道府県、政令市発注の対象業務を足し合わせて算出

【業務②】 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況　※必ず実施すべき事項
Ｒ１

（基準値）
Ｒ２

（実績値）
Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

（目標値）
岐阜県 1.00 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00
静岡県 0.94 0.95 0.96 0.98 0.99 1.00
愛知県 0.94 0.87 0.90 0.93 0.97 1.00
三重県 0.81 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
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３．年度別達成目標の設定について 中部ブロック発注者協議会

◆自己評価指標 年度別達成目標の設定 ［Ｒ３→Ｒ６］

※最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領を整備し活用している割合

※工期の設定基準を整備している割合

※設計変更ガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を実施している割合

【工事④】 最新の積算基準の適用状況　※必ず実施すべき事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック 29% 38% 54% 69% 85% 100%

【工事⑤】 適正な工期の設定　※必ず実施すべき事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック － 47% 60% 73% 87% 100%

【工事⑥】 設計変更ガイドラインの策定・活用　※必ず実施すべき事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック 68% 79% 84% 89% 95% 100%
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３．年度別達成目標の設定について 中部ブロック発注者協議会

◆自己評価指標 年度別達成目標の設定 ［Ｒ３→Ｒ６］

【工事⑦】 建設ＩＣＴの導入状況　※実施に努める事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック 3% 10% 33% 55% 78% 100%

【工事⑧】 受発注者間の工事情報の共有状況（ＡＳＰ）　※実施に努める事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック 0% 7% 30% 53% 77% 100%

【工事⑨】 総合評価落札方式の導入状況　※実施に努める事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック 86% 75% 81% 87% 94% 100%

※導入及び試行導入している割合

※本格導入及び一部導入している割合

※実施及び一部実施している割合
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３．年度別達成目標の設定について 中部ブロック発注者協議会

◆自己評価指標 年度別達成目標の設定 ［Ｒ３→Ｒ６］

※最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領を整備し活用している割合

※履行期間の設定基準を整備している割合

※設計変更ガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を実施している割合

※本格導入及び一部導入している割合

【業務③】 最新の積算基準の適用状況　※必ず実施すべき事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック － 92% 94% 96% 98% 100%

【業務④】 適正な履行期間の設定　※必ず実施すべき事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック － 24% 43% 62% 81% 100%

【業務⑤】 設計変更ガイドラインの策定・活用　※必ず実施すべき事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック － 46% 59% 73% 86% 100%

【業務⑥】 総合評価落札方式の導入状況　※実施に努める事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック － 21% 40% 60% 80% 100%
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【工事①】 最新の積算基準の適用状況

◇ 予定価格の適正な設定に向けた取組

■ ｃ その他

■ ｂ 最新の積算基
準を適用
（基準範囲外の
要領は整備無し）

■ ａ 最新の積算基
準を適用、かつ、
基準範囲外の要領
を整備済み

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

【工事①】 最新の積算基準の適用状況 ※必ず実施すべき事項
中部ブロック

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

目標値 29% 38% 54% 69% 85% 100%
実績値 29% 38% 57% 69% 85% 100%

○ ほぼ全ての発注者で最新の基準を適用している。
（令和３年度のその他の１％は特殊な工事で見積りで予定価格を算出したものである）
○ 令和３年度の実績値は目標値を上回っている。

※表は組織数の割合
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【工事②】 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定

◇ 低入札工事は、標準工事に比べ、工事成績評定点が低くなる傾向であり、品質確保とダンピング対策のため、低入札調査
基準価格制度の導入と最新の調査基準価格への見直しを図る取組

■ ｄ 制度未導入
■ ｂ、ｃ 旧モデル等を適用 （準用、一部導入を含む）
■ ａ 最新モデルを適用 （準用を含む）

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

◎全国統一的指標

実施率（件数）＝
（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数）／（年度の発注工事件数）

・「入札契約適正化法等に基づく実施状況調査」データを活用
※年度の発注件数は、随意契約を除く発注件数

・※県域単位：各都道府県管内の都道府県、市区町村発注の全ての工事を足し合わせて算出

中部ブロック
Ｒ１

基準値
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

目標値
母数

（工事件数）
実績値 0.89 1.00 33,272件

中部地整 1.00 1.00 845件

県域単位
Ｒ１

基準値
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

目標値
母数

（工事件数）
岐阜県 目標値 0.73 0.64 0.73 0.82 0.91 1.00

（県市町村）実績値 0.73 0.64 0.75 6,969件
（県）実績値 1.00 1,784件

（市町村）実績値 0.67 5,185件
静岡県 目標値 0.84 0.94 0.95 0.97 0.98 1.00

（県市町）実績値 0.84 0.94 0.94 7,398件
（県政令市）実績値 1.00 4,187件

（市町）実績値 0.86 3,211件
愛知県 目標値 0.89 0.89 0.92 0.94 0.97 1.00

（県市町村）実績値 0.89 0.89 0.92 12,587件
（県政令市）実績値 1.00 5,462件

（市町村）実績値 0.88 6,993件
三重県 目標値 0.95 0.95 0.96 0.98 0.99 1.00

（県市町）実績値 0.95 0.95 0.96 4,560件
（県）実績値 1.00 1,203件

（市町）実績値 0.94 3,357件

○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、前年度から９％改善（５３％→６２％）しており、 年々制度未導入の組織は確実に減
少している状況である。
○ 令和３年度の各県（県市町村）の実績値は目標値を概ね上回っているが、市町村の実施率が低い。

※表は工事件数の割合
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◇ 工事量を平準化し、効率的な人員配置、機材配置等を行い、経営環境の改善を図る取組。
◇ 平準化率（稼働件数 α ） ： 年度の４～６月期の平均稼働件数／年度の平均稼働件数

稼働件数 ： 当該月に工期が含まれる工事の件数

○ 令和２年と令和３年の比較で、中部ブロックの実績として、０．８以上の組織数は横ばい。
○ 令和３年度の実績値は目標値と同等か下回る。特に市町村の平準化率が低い。

中部ブロック
Ｒ１

基準値
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

目標値
目標値 0.67 0.65 0.69 0.73 0.76 0.80
実績値 0.67 0.65 0.68

中部地整 0.78 0.85 0.94

県域単位
Ｒ１

基準値
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

目標値
岐阜県 目標値 0.77 0.68 0.71 0.74 0.77 0.80

（県市町村）実績値 0.77 0.68 0.74
（県）実績値 0.89

（市町村）実績値 0.59
静岡県 目標値 0.60 0.64 0.68 0.72 0.76 0.80

（県市町）実績値 0.60 0.64 0.66
（県政令市）実績値 0.69

（市町）実績値 0.63
愛知県 目標値 0.66 0.60 0.65 0.70 0.75 0.80

（県市町村）実績値 0.66 0.60 0.61
（県政令市）実績値 0.69

（市町村）実績値 0.57
三重県 目標値 0.61 0.63 0.67 0.71 0.76 0.80

（県市町）実績値 0.61 0.63 0.61
（県）実績値 0.73

（市町）実績値 0.53

【工事③】 平準化率（稼働件数：工事）

■ ｅ ０．６未満
■ ｄ ０．６～０．７
■ ｃ ０．７～０．８
■ ｂ ０．８～０．９
■ ａ ０．９以上

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

◎全国統一的指標

地域平準化率（件数）＝（4～6月期の工事平均稼働件数）／（年度の工事平均稼働件数）

・集計対象工事：「一般財団法人日本建設情報総合センターコリンズ・テクリスセンター」に登録されている工事（契約金額５００万円以上
の工事、稼働件数は当該月に工期が含まれるもの）
・地域ブロック単位：地域ブロック管内の国（国土交通省以外含む）、都道府県、政令市、市区町村発注の集計対象工事を足し合わせて算出
・県 域 単 位 ：各都道府県管内の都道府県、政令市、市区町村発注の集計対象工事を足し合わせて算出
※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経済産業省、財務省、独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる。

※表は工事件数から算出
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中部地方における公共事業工事の平準化状況（中部ブロック発注者協議会）

稼

働

件

数

平準化率（稼働件数） α ： 年度の４～６月期の平均稼働件数 ／ 年度の平均稼働件数
※稼働件数 ： 当該月に工期が含まれる工事の件数

平準化率（稼働金額） β ： 年度の４～６月期の平均稼働金額 ／ 年度の平均稼働金額
※稼働金額 ： 契約金額を工期月数で除した金額を足し合わせたもの

稼

働

金

額

α=0.68 β=0.78中部ブロック発注者協議会

※CORINS登録データ（500万円以上の工事）より該当工事を抽出し集計

自己評価における令和３年度の平準化の状況 中部ブロック発注者協議会
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（１）中部地方における公共事業工事の平準化状況（組織別）

稼

働

件

数

（
件
）

平準化率（稼働件数） α ： 年度の４～６月期の平均稼働件数 ／ 年度の平均稼働件数
※稼働件数 ： 当該月に工期が含まれる工事の件数

平準化率（稼働金額） β ： 年度の４～６月期の平均稼働金額 ／ 年度の平均稼働金額
※稼働金額 ： 契約金額を工期月数で除した金額を足し合わせたもの

※CORINS登録データ（500万円以上の工事）より該当工事を抽出し集計
※『国』は、農水省・防衛省・独立行政法人など。『その他』は、NEXCO・JR・公益法人など。

自己評価における令和３年度の平準化の状況

α=0.92 β=0.94稼

働

金

額

（
百
万
円
）

国等 中部地整 α=0.94 β=0.96

県 政令市

α=0.75 β=0.76

β=0.78α=0.71

市町村 α=0.54 β=0.64

中部ブロック発注者協議会
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（１）岐阜県における公共事業工事の平準化状況

岐阜県岐阜県全体

岐阜県の市町村

平準化率（稼働件数） α ： 年度の４～６月期の平均稼働件数 ／ 年度の平均稼働件数
※稼働件数 ： 当該月に工期が含まれる工事の件数

平準化率（稼働金額） β ： 年度の４～６月期の平均稼働金額 ／ 年度の平均稼働金額
※稼働金額 ： 契約金額を工期月数で除した金額を足し合わせたもの

稼

働

件

数

（
件
）

稼

働

金

額

（
百
万
円
）

α=0.74 β=0.77

α=0.59 β=0.66

α=0.89 β=0.86

自己評価における令和３年度の平準化の状況

※CORINS登録データ（500万円以上の工事）より該当工事を抽出し集計
※全体は、県・市町村
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（１）静岡県における公共事業工事の平準化状況

静岡県静岡県全体

静岡市・浜松市 静岡県の市町村

α=0.66 β=0.72

α=0.77 β=0.81

α=0.69 β=0.72

α=0.63 β=0.72

自己評価における令和３年度の平準化の状況

※CORINS登録データ（500万円以上の工事）より該当工事を抽出し集計
※全体は、県・政令市・市町村
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平準化率（稼働件数） α ： 年度の４～６月期の平均稼働件数 ／ 年度の平均稼働件数
※稼働件数 ： 当該月に工期が含まれる工事の件数

平準化率（稼働金額） β ： 年度の４～６月期の平均稼働金額 ／ 年度の平均稼働金額
※稼働金額 ： 契約金額を工期月数で除した金額を足し合わせたもの
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（１）愛知県における公共事業工事の平準化状況
愛知県愛知県全体

名古屋市

α=0.61 β=0.69

α=0.67 β=0.76

α=0.69 β=0.71

愛知県の市町村 α=0.57 β=0.68

自己評価における令和３年度の平準化の状況

※CORINS登録データ（500万円以上の工事）より該当工事を抽出し集計
※全体は、県・政令市・市町村
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平準化率（稼働件数） α ： 年度の４～６月期の平均稼働件数 ／ 年度の平均稼働件数
※稼働件数 ： 当該月に工期が含まれる工事の件数

平準化率（稼働金額） β ： 年度の４～６月期の平均稼働金額 ／ 年度の平均稼働金額
※稼働金額 ： 契約金額を工期月数で除した金額を足し合わせたもの
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（１）三重県における公共事業工事の平準化状況

三重県全体

三重県の市町村

α=0.61 β=0.71

α=0.53 β=0.64

自己評価における令和３年度の平準化の状況

三重県 α=0.73 β=0.79

※CORINS登録データ（500万円以上の工事）より該当工事を抽出し集計
※全体は、県・市町村
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平準化率（稼働件数） α ： 年度の４～６月期の平均稼働件数 ／ 年度の平均稼働件数
※稼働件数 ： 当該月に工期が含まれる工事の件数

平準化率（稼働金額） β ： 年度の４～６月期の平均稼働金額 ／ 年度の平均稼働金額
※稼働金額 ： 契約金額を工期月数で除した金額を足し合わせたもの



工事稼働件数における発注機関別の割合

自己評価における令和３年度の平準化の状況

（２）中部ブロックにおける公共事業工事のシェア

工事稼働金額における発注機関別の割合

中部地整
〔13,700件〕

7%その他
〔5,600件〕

3%

県
〔75,300件〕

36%

政令市
〔27,600件〕

13%

市町村
〔83,600件〕

40%
令和３年度
中部ブロック
〔208,100件〕

中部地整
〔320,600百万円〕

17%

国（その他）
〔20,100百万円〕

1%

県
〔570,800百万円〕

30%

政令市
〔239,700百万円〕

12%

市町村
〔528,700百万円〕

27%

令和３年度
中部ブロック
〔1,926,800百万円〕

24

中部ブロック発注者協議会

※CORINS登録データ（500万円以上の工事）より該当工事を抽出し集計
※『国（その他）』は、中部地整以外の農水省・防衛省など国の機関

※『その他』は、NEXCO・JR・公益法人 ・独立行政法人などの機関

国（その他）
〔2,300件〕

1%

その他
〔246,900百万円〕

13%



工事稼働件数における発注機関別の割合

自己評価における令和３年度の平準化の状況

（２）岐阜県における公共事業工事のシェア

工事稼働金額における発注機関別の割合

※CORINS登録データ（500万円以上の工事）より該当工事を抽出し集計
※『国（その他）』は、中部地整以外の農水省・防衛省など国の機関

※『その他』は、NEXCO・JR・公益法人 ・独立行政法人などの機関

中部地整
〔87,400百万円〕

23%

国（その他）
〔3,300百万円〕

1%

県
〔133,600百万円〕

35%

市町村
〔101,700百万円〕

27%

令和３年度
岐阜県

〔382,300百万円〕

中部地整
〔3,400件〕

8%

国（その他）
〔600件〕

1%

県
〔20,100件〕

43%

市町村
〔18,700件〕

43%
令和３年度
岐阜県
〔44,000件〕

その他
〔1,200件〕

3%

その他
〔56,400百万円〕

15%

25
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工事稼働件数における発注機関別の割合

自己評価における令和３年度の平準化の状況

（２）静岡県における公共事業工事のシェア

工事稼働金額における発注機関別の割合

※CORINS登録データ（500万円以上の工事）より該当工事を抽出し集計
※『国（その他）』は、中部地整以外の農水省・防衛省など国の機関

※『その他』は、NEXCO・JR・公益法人 ・独立行政法人などの機関

中部地整
〔74,300百万円〕

19%

県
〔135,500百万円〕

34%
政令市

〔88,700百万円〕
22%

市町村
〔98,300百万円〕

25%

令和３年度
静岡県

〔397,800百万円〕

中部地整
〔3,400件〕

6%

県
〔22,100件〕

41%

政令市
〔11,200件〕

21%

市町村
〔16,500件〕

31%

令和３年度
静岡県
〔53,300件〕
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工事稼働件数における発注機関別の割合

自己評価における令和３年度の平準化の状況

（２）愛知県における公共事業工事のシェア

工事稼働金額における発注機関別の割合

※CORINS登録データ（500万円以上の工事）より該当工事を抽出し集計
※『国（その他）』は、中部地整以外の農水省・防衛省など国の機関

※『その他』は、NEXCO・JR・公益法人 ・独立行政法人などの機関

中部地整
〔96,200百万円〕

12%

国（その他）
〔10,000百万円〕

1%

県
〔216,500百万円〕

27%

政令市
〔151,000百万円〕

19%

市町村
〔243,500百万円〕

30%

その他
〔95,600百万円〕

12%

令和３年度
愛知県

〔812,800百万円〕

中部地整
〔3,300件〕

4%

県
〔23,300件〕

29%

政令市
〔16,400件〕

20%

市町村
〔35,100件〕

44%

その他
〔2,000件〕

2%

令和３年度
愛知県
〔80,500件〕
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工事稼働件数における発注機関別の割合

自己評価における令和３年度の平準化の状況

（２）三重県における公共事業工事のシェア

工事稼働金額における発注機関別の割合

※CORINS登録データ（500万円以上の工事）より該当工事を抽出し集計
※『国（その他）』は、中部地整以外の農水省・防衛省など国の機関

※『その他』は、NEXCO・JR・公益法人 ・独立行政法人などの機関

中部地整
〔57,800百万円〕

23%

県
〔85,200百万円〕

33%

市町村
〔85,300百万円〕

33%

その他
〔25,500百万円〕

10%

令和３年度
三重県

〔254,700百万円〕

中部地整
〔2,400件〕

9%

県
〔9,700件〕

37%

市町村
〔13,200件〕

51%

その他
〔600件〕

2%

令和３年度
三重県
〔26,000件〕
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【工事④】 適正な工期の設定　※必ず実施すべき事項
中部ブロック

Ｒ１
基準値

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
目標値

目標値 － 47% 60% 73% 87% 100%
実績値 － 47% 59% 73% 87% 100%

○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、前年度から１２％改善（４７％→５９％）しており、工期の設定基準を整備している
組織が増加している状況である。

○ 令和３年度の実績値は目標値と同等。

【工事④】 適正な工期設定

◇ 工期の適正な設定に向けた取組

■ ｂ 未整備

■ ａ 整備

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

※工期の設定基準を整備している割合

※表は組織数の割合
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中部ブロック
Ｒ１

基準値
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

目標値
母数

（工事件数）
目標値 0.43 0.66 0.67 0.68 0.69 0.70
実績値 0.43 0.66 0.84 0.87 0.94 1.00 11,371件

(市町村含む)実績値 0.35 29,170件
中部地整 1.00 1.00 815件

県域単位
Ｒ１

基準値
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

目標値
母数

（工事件数）
岐阜県 目標値 0.67 0.82 0.70 0.70 0.70 0.70
（県）実績値 0.67 0.82 1.00 1.00 1.00 1.00 1,034件

（県市町村）実績値 0.21 5,842件
（市町村）実績値 0.04 4,808件

静岡県 目標値 0.03 0.61 0.63 0.65 0.68 0.70
（県政令市）実績値 0.03 0.61 0.85 0.90 0.95 1.00 2,897件

（県市町）実績値 0.41 6,244件
（市町）実績値 0.02 3,347件

愛知県 目標値 0.65 0.65 0.66 0.68 0.69 0.70
（県政令市）実績値 0.65 0.65 0.78 0.83 0.92 1.00 5,030件
（県市町村）実績値 0.15 11,617件

（市町村）実績値 0.03 6,587件
三重県 目標値 0.22 0.52 0.57 0.61 0.66 0.70
（県）実績値 0.22 0.52 1.00 1.00 1.00 1.00 746件

（県市町）実績値 0.20 3,803件
（市町）実績値 0.01 3,057件

○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、４週８休以上の実施は前年度から１％改善（４２％→４３％）。
○ 令和３年度の中部ブロックの実績値は目標値を上回る。岐阜県、三重県においては、1.0を達成している。
しかし、市町村では取組が進まない。

【工事⑤】 週休２日工事の実施状況

◇ 建設業における担い手の確保のため、週休２日工事の推進を図る取組

■ ｃ 未実施
■ ｂ 4週8休工事の実施
■ ａ 完全週休2日工事の実施

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

◎全国統一的指標

週休２日対象工事の実施状況 ＝ 週休２日対象工事件数（公告等）／ 全工事件数（公告等）

・週休２日対象工事件数：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等により、現場
閉所・交替制を問わずに4週8休以上の
確保を促進するための工事のうち、対象期間中に公告等の発注手続きを行った件数。
・対象期間：当該年度（４月１日～３月３１日）とする。
・地域ブロック単位：地域ブロック管内の国等、都道府県、政令市発注の対象工事を足し合わせて算出
・県 域 単 位 ：各都道府県管内の都道府県、政令市発注の対象工事を足し合わせて算出

※表は工事件数の割合
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○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、適切に設計変更している割合は横ばい。適切な設計変更のガイドラインや指針を
整備して設計変更を実施している割合は３％改善（７８％→８１％）。

○ 令和３年度の中部ブロックの実績値は目標値を下回る。

【工事⑥】 設計変更ガイドライン策定・活用

◇ 各発注者が適切な設計変更を行うためのガイドラインや指針を整備し、設計変更を実施する取組

■ ｃ 設計変更を実施して
いない。

■ ｂ 設計変更ガイドライン
は未策定だが、必要に応じて
設計変更を実施

■ ａ 設計変更ガイドライン
を策定・活用し、これに基づき
設計変更を実施

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

【工事⑥】 設計変更ガイドラインの策定・活用　※必ず実施すべき事項
中部ブロック

Ｒ１
基準値

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
目標値

目標値 68% 78% 84% 89% 95% 100%
実績値 68% 78% 81% 89% 95% 100%

※表は組織数の割合
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○ 少しずつであるが増加しており、１２％が一部導入含め導入している状況である。
○ 令和３年度の中部ブロックの実績値は目標値を下回る。

【工事⑦】 建設ＩＣＴの導入

◇ 建設ＩＣＴ（情報化施工）を推進し、施工効率及び品質の向上を図るとともに、省力化と安全性の 向上を図る取組

中部ブロック発注者協議会

■ ｃ 未導入

■ ｂ 一部導入

■ ａ 導入

※グラフは組織数の割合

【工事⑦】 建設ＩＣＴの導入状況　※実施に努める事項
中部ブロック

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３
（実績値）

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

目標値 9% 10% 33% 55% 78% 100%
実績値 9% 10% 12% 55% 78% 100%

※表は組織数の割合

32



【工事⑧】 受発注者間の工事情報の共有状況

◇ 受発注者間の工事情報を共有状況（ＡＳＰ）することにより、現場における生産性の向上と工事目的物の品質確保を図る
取組

■ ｃ 未実施

■ ｂ 一部実施

■ ａ 実施

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

【工事⑧】 受発注者間の工事情報の共有状況（ＡＳＰ）　※実施に努める事項
中部ブロック

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３
（実績値）

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

目標値 5% 7% 30% 53% 77% 100%
実績値 5% 7% 9% 53% 77% 100%

○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、９％（一部実施を含む）実施している状況である。
○ 令和３年度の中部ブロックの実績値は目標値を下回る。

※表は組織数の割合
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【工事⑨】 総合評価落札方式の導入状況

◇ 総合評価方式を導入することにより、優良な業者及び技術者を選定し、もって工事品質の向上 を図る取組

■ ｃ 未導入

■ ｂ 一部
試行導入

■ ａ 本格導入

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

【工事⑨】 総合評価落札方式の導入状況　※実施に努める事項
中部ブロック

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３
（実績値）

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

目標値 86% 75% 81% 87% 94% 100%
実績値 86% 75% 80% 87% 94% 100%

○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、８１％が導入（試行含む）している状況である。
○ 令和３年度の中部ブロックの実績値は目標値と同等。

※表は組織数の割合
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【業務①】 最新の積算基準の適用状況

◇ 予定価格の適正な設定に向けた取組

■ ｂ 最新の積算基
準を適用
（基準範囲外の
要領は整備無し）

■ ａ 最新の積算基
準を適用、かつ、
基準範囲外の要領
を整備済み

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、積算基準の範囲外の要領まで整備しているのは９５％の状況である。
○ 令和３年度の中部ブロックの実績値は目標値と同等。

【業務①】 最新の積算基準の適用状況　※必ず実施すべき事項
中部ブロック

Ｒ１
基準値

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
目標値

目標値 － 92% 94% 96% 98% 100%
実績値 － 92% 95% 96% 98% 100%

※表は組織数の割合
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中部ブロック
Ｒ１

基準値
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

目標値
母数

（業務件数）
実績値 0.78 1.00 16,538件

中部地整 1.00 1.00 907件

県域単位
Ｒ１

基準値
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

目標値
母数

（業務件数）
岐阜県 目標値 1.00 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00
（県）実績値 1.00 0.60 1.00 1,461件

（県市町村）実績値 0.65 2,854件
（市町村）実績値 0.28 1,403件

静岡県 目標値 0.94 0.95 0.96 0.98 0.99 1.00
（県政令市）実績値 0.94 0.95 0.98 3,564件

（県市町）実績値 0.85 4,538件
（市町）実績値 0.38 974件

愛知県 目標値 0.94 0.87 0.90 0.93 0.97 1.00
（県政令市）実績値 0.94 0.87 0.94 3,904件
（県市町村）実績値 0.73 6,055件

（市町村）実績値 0.12 2,151件
三重県 目標値 0.81 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
（県）実績値 0.81 1.00 1.00 944件

（県市町）実績値 0.94 1,577件
（市町）実績値 0.85 633件

【業務②】 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定

◇ 公共工事に準じ、これに関わる調査及び設計のダンピング対策のため、低入札調査基準価格制度の導入と最新の調査基
準価格への見直しを図る取組

■ ｄ 制度未導入

■ ｂ、ｃ 旧モデル等を適用（準用、一部導入を含
む）
■ ａ 最新モデルを適用（準用を含む）

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

◎全国統一的指標

実施率（件数）＝
（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数）／（年度の発注業務件数）

・「入札契約適正化法等に基づく実施状況調査」データを活用
※年度の発注件数は、随意契約を除く発注件数

・※県域単位：各都道府県管内の都道府県、政令市発注の対象業務を足し合わせて算出

○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、前年度から４％改善（４４％→４８％）。県別においても改善がみられる。
○ 令和３年度の各県（県政令市）の実績値は目標値を上回っているが、市町村の実施率が低い。 ※表は業務件数の割合
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【業務③】 平準化率（稼働件数：業務）

■ ｄ ０．６以上

■ ｃ ０．５～０．６

■ ｂ ０．４～０．５

■ ａ ０．４未満

◇ 業務の履行期限を分散し、効率的な人員配置を行い、経営環境の改善を図る取組。
◇ 平準化率（稼働件数 α ） ： 第４四半期に完成する業務件数／年度の業務稼働件数

稼働件数 ： 当該年度に工期が含まれる業務の件数

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

◎全国統一的指標

地域平準化率（件数）＝第４四半期[1～3月]に完了する業務件数／年度の業務稼働件数

・集計対象工事：測量・地質調査・調査設計・発注者支援業務は、「一般財団法人日本建設情報総合センター」のテクリスに登録された
業務（ 1件当たり100万円以上）、稼働件数は当該年度に稼働した業務（繰越、翌債等次年度にも渡る業務含）
・地域ブロック単位：地域ブロック管内の国（国土交通省以外含む）、都道府県、政令市発注の集計対象業務を足し合わせて算出
・県 域 単 位 ：各都道府県管内の都道府県、政令市発注の集計対象業務を足し合わせて算出
※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経済産業省、財務省、独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる。

中部ブロック
Ｒ１

基準値
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

目標値
母数

（業務件数）
目標値 0.48 0.44 0.43 0.42 0.41 0.40
実績値 0.48 0.44 0.50 14,193件

(市町村含む)実績値 0.52 19,967件
中部地整 0.57 0.85 1,534件

県域単位
Ｒ１

基準値
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

目標値
母数

（業務件数）
岐阜県 目標値 0.41 0.39 0.40 0.40 0.40 0.40
（県）実績値 0.41 0.39 0.40 2,296件

（県市町村）実績値 0.47 3,780件
（市町村）実績値 0.58 1,484件

静岡県 目標値 0.51 0.44 0.43 0.42 0.41 0.40
（県政令市）実績値 0.51 0.44 0.46 4,314件

（県市町）実績値 0.46 5,711件
（市町）実績値 0.45 1,397件

愛知県 目標値 0.43 0.42 0.41 0.41 0.40 0.40
（県政令市）実績値 0.43 0.42 0.48 4,324件
（県市町村）実績値 0.54 6,438件

（市町村）実績値 0.65 2,114件
三重県 目標値 0.46 0.35 0.40 0.40 0.40 0.40
（県）実績値 0.46 0.35 0.44 920件

（県市町）実績値 0.45 1,699件
（市町）実績値 0.46 779件

○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、０．４未満の機関は５％改善。（１９％→２４％で微増）
県別においても改善がみられる。

○ 令和３年度の実績値は目標値を下回っている。
※表は業務件数の割合
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【業務④】 適正な履行期間の設定

◇ 履行期間の適正な設定に向けた取組

■ ｂ 未整備

■ ａ 整備

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、履行期間の設定基準を策定している機関は３２％の状況である
○ 令和３年度の実績値は目標値を下回っている。

※表は組織数の割合
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【業務④】 適正な履行期間の設定　※必ず実施すべき事項
中部ブロック

Ｒ１
基準値

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
目標値

目標値 － 24% 43% 62% 81% 100%
実績値 － 24% 32% 62% 81% 100%



【業務⑤】 設計変更ガイドラインの策定・活用

◇ 各発注者が適切な設計変更を行うためのガイドラインや指針を整備し、設計変更を実施する取組

■ ｃ 設計変更を実
施していない。

■ ｂ 設計変更ガイ
ドラインは未策定
だが、必要に応じ
て設計変更を実
施

■ ａ 設計変更ガイ
ドラインを策定・
活用し、これに基
づき設計変更を
実施

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

【業務⑤】 設計変更ガイドラインの策定・活用　※必ず実施すべき事項
中部ブロック

Ｒ１
基準値

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
目標値

目標値 － 46% 59% 73% 86% 100%
実績値 － 46% 53% 73% 86% 100%

○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、５３％が適切な設計変更のガイドラインや指針を整備して設計変更を実施、
４０％が未策定であるが設計変更を実施している状況である。

○ 令和３年度の実績値は目標値を下回っている。

※表は組織数の割合
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【業務⑥】 総合評価落札方式の導入

◇ 総合評価方式を導入することにより、優良な業者及び技術者を選定し、もって業務品質の向上を図る取組。

■ ｃ 未導入

■ ｂ 一部
試行導入

■ ａ 本格導入

中部ブロック発注者協議会

※グラフは組織数の割合

【業務⑥】 総合評価落札方式の導入状況 ※実施に努める事項
中部ブロック

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３
（実績値）

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

目標値 － 21% 40% 60% 80% 100%
実績値 － 21% 23% 60% 80% 100%

○ 中部ブロックの令和３年度の実績として、２３％が導入（一部試行含む）している状況である。
○ 令和３年度の実績値は目標値を下回っている。

※表は組織数の割合
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中部ブロック発注者協議会

② 個別指標毎の課題への対応



中部ブロック発注者協議会

○ 平準化の取り組みについて

1



○ 技能者の処遇の改善（特に休日の確保等）
○ 年間を通じた安定的な工事の実施による経営安定化

○ 人材や機材の実働日数の向上や効率的な運用
○ 稼働率の向上による機械保有等の促進

（単位：百万円 ）

○ 公共工事では、年度内の時期によって工事の繁閑に大きな差が生じるため、人材や機材の効率的な活用等に支障
⇒ 新・ 担い手３法による改正後の品確法において、発注者の責務として公共工事の施工時期の平準化が規定
改正後の入契法において、公共工事の発注者が施工時期の平準化のための方策を講じることを努力義務化

発注者に期待される効果技能者や受注者（建設業者）に期待される効果

施工時期の平準化の推進

閑散期
（技能者） 仕事が少ない、収入不安定
（建設業者）人材・機材が過剰

繁忙期
（技能者） 休暇取得困難、長時間労働
（建設業者）技術者が不足する懸念

公共工事における工事出来高の状況

○ 入札不調・不落の抑制など、
安定的な施工の確保

○ 中長期的な公共工事の担い手の確保
○ 発注担当職員等の事務作業の負担軽減

施工時期の平準化 中部ブロック発注者協議会
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平準化を目的とした債務負担行為（平準化国債）の活用

インフラ老朽化対策などで配分が増加傾向にあ
る個別補助事業で平準化国債を活用することに
より、自治体のさらなる施工時期の平準化を促進

個別補助事業にも平準化目的の債務負担行
為 が活用可能

個別補助事業でも年度末工期の回避や早期発
注 に取り組むことが可能

工事だけでなく、測量、設計などの業務でも活
用 可能

施工時期の平準化に資する年度をまたぐ適正な工期確保のための国庫債務負担行為を踏まえ
た債務負担行為の適切な設定等について（通知）
（R03.04.21_総務省・国土交通省⇒都道府県（⇒市町村））

施工時期の平準化の推進には、「柔軟な工期設定」や「速やかな繰越」とともに、「債務負担行為
の適切な設定」が重要。
工期が１年未満の工事をはじめ、「債務負担行為の適切な設定」について積極的な取り組みが
必要

R03.04.21_総務省・国土交通省⇒都道府県（⇒市町村））

令和３年度当初予算より

３



通
常

発
注
・
契
約

工事・業務量が年度当初に少なく
年度半ばから年度末にかけて集中

発
注
・契
約

発
注
・契
約

平
準
化
国
債
の
活
用

年度末や年度当初
からの施工を確保

①工期が１年に満たない工事等についても２ヵ年
国債を設定

＜具体ケースの例＞
・ 河川工事や渡河橋梁の補修工事で、出水期を避け十分
な工期を確保したい。
・ 海岸工事で台風期を避けて十分な工期を確保したい。

県費100

国費100

適正工期の確保

県費60 債務負担40

国費60 債務負担40

県費 0 債務負担100

国費 0 債務負担100

国債の設定に
より国庫負担
の見通し確保

国債の設定に
より国庫負担
の見通し確保

年度末における 工
事量の集中を回避

②ゼロ国債を設定

＜具体ケースの例＞
・冬期の施工が困難な積雪寒冷地において適切な工期
を確保したい。
・年度当初からの着手が求められる環境調査等で適切
な工期を確保したい。

○ 国土交通省所管の個別補助事業について、以下のような平準化に資する年度をまたぐ適正な工期確保のための 国
庫債務負担行為の設定が可能※ ※測量、設計等の業務についても可能

①適正な工期を確保するとともに年度末における工事量の集中を回避する観点から、工期が１年以上の公共工事のみならず 工期
が１年に満たない工事についても２ヵ年国債を設定すること

② 年度末や年度当初からの施工を確保する観点等から、契約初年度に支出を要さない国庫債務負担行為
（いわゆる「ゼロ国債」）を設定すること

地方公共団体においては、平準化国債により次年度にわたる国庫負担の見通しを確保しつつ、 自ら
債務負担行為を設定し、施工時期の平準化や切れ目ない事業執行を推進することが可能

「施工時期の平準化に資する年度をまたぐ適正な工期確保のための国庫債務負担行為を踏まえた債務負担行為の適切な設定等について」（令和３年４月２１日付
け、総行行第１３２号・国不入企第５号）により通知

発注前年度 発注年度 発注翌年度

施工時期の平準化－ 中部ブロック発注者協議会
施工時期の平準化に資する年度をまたぐ適正な
工期確保のための国庫債務負担行為（平準化国債）の活用
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平準化の必要性や意義、効果、取組方法について紹介
→財政部局や土木以外の発注部局における理解の促進

１．平準化の概要
２．債務負担行為の活用
３．柔軟な工期設定 （余裕期間制度の活用）

４．速やかな繰越手続
５．積算の前倒し
６．早期執行のための目標設定等
（参考資料）

○ 平準化の好事例を共有することにより、地方公共団体における施工時期の平準化に関する取組を推進するため、
「地方公共団体における平準化の取組事例（さしすせそ事例集）」を作成・ 公表 （最終改定：令和２年４月）

〇 地方公共団体における平準化の促進に向けた取組「さ・ し・ す・ せ・ そ」※の実施事例について紹介

※（さ）債務負担行為の活用
・ 工期１年未満の工事における債務負担行為の活用 ・ ゼロ債務負担行為の積極的な活用・ 交付金事業等での積極的な活用

（し）柔軟な工期設定 （す）速やかな繰越手続 （せ）積算の前倒し （そ）早期執行のための目標設定等
・ 執行率等の設定・ 発注見通しの公表

周知用URL（国土交通省HPより）
https://www.mlit.go.jp/common/001344000.pdf

表紙・ 構成 掲載例

「さ・ し・ す・ せ・ そ」それぞれの取組事例について
都道府県、政令市、市、町村の種類別で掲載

ポイント３

一 部の取組については、工事の年間発注件数に占める
実施割合（件数比）を掲載ポイント２

ポイント１

施工時期の平準化－さしすせそ事例集【第４版】（令和２年４月公表） 中部ブロック発注者協議会
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中部ブロック発注者協議会

○ 週休２日の目標設定

6



現状

〇品確法において、適正な工期設定（公共工事に従事する者の休日、工事の実施に必要な準備期間等を考慮）
が発注者の責務とされるとともに、建設業法において、「著しく短い工期」による契約の締結が禁止されている。

〇「工期に関する基準」を踏まえ、適正な工期の設定に努めることや、週休２日の確保等を考慮。
（令和３年１２月２１日付け総行行第４３５号・国不入企第３４号、令和４年２月１８日付け国不入企第３５号等）

〇令和６年４月から、建設業においても罰則付きの時間外労働規制（労働基準法）が適用。

見直しの内容「労働基準法」（平成30年６月成立）
罰則：雇用主に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金

原則
（１） １日８時間・１週間 40時間

（２） 36協定を結んだ場合、協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３） 災害その他、避けることができない事由により臨時の必要がある場合には、労働時間の延長
が可能（労基法３３条）

３６協定
の限度

・原則、①月45時間 かつ ②年360時間（月平均30時間）

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定
③ 年 720時間（月平均６０時間）

年 720時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも上回ることの
出来ない上限を設定

④a. ２～６ヶ月の平均でいずれも 80時間以内（休日出勤を含む）
④b. 単月 100時間未満（休日出勤を含む）
④c. 原則（月 45時間）を上回る月は年６回を上限

建設業における時間外労働規制の見直し（働き方改革関連法）

週休２日の取組及び適正な工期の確保 中部ブロック発注者協議会
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Ｒ６

（修正目標値）

1.0

Ｒ６

（修正目標値）

1.0

1.0

1.0

1.0

◆全国統一指標 年度別達成目標の設定 ［Ｒ３→Ｒ６］

週休２日対象工事の実施状況 ＝ 週休２日対象工事件数（公告等）／ 全工事件数（公告等）

・週休２日対象工事件数：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等により、現場閉所・交替制を問わずに4週8休以上の
確保を促進するための工事のうち、対象期間中に公告等の発注手続きを行った件数。
・対象期間：当該年度（４月１日～３月３１日）とする。
・地域ブロック単位：地域ブロック管内の国等、都道府県、政令市、市町村発注の対象工事を足し合わせて算出
・県 域 単 位 ：各都道府県管内の都道府県、政令市、市町村発注の対象工事を足し合わせて算出

【工事②】 週休２日対象工事の実施状況　※必ず実施すべき事項
地域ブロック単位

Ｒ１
（基準値）

Ｒ２
（実績値）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（目標値）

中部ブロック 0.43 0.66 0.67 0.68 0.69 0.70

県域単位
Ｒ１

（基準値）
Ｒ２

（実績値）
Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

（目標値）
岐阜県 0.67 0.82 0.7 0.70 0.70 0.70
静岡県 0.03 0.61 0.63 0.65 0.68 0.70
愛知県 0.65 0.65 0.66 0.68 0.69 0.70
三重県 0.22 0.52 0.57 0.61 0.66 0.70

※現在、中部ブロック発注者協議会では、全国統一指標（週休2日）の令和６年度達成目標を「０．７」に設定し、取り組んでいただい
ているところですが、平成6年度に時間外労働の上限規制が適用されることを踏まえ、令和４年度より市町村発注工事を含め、目標を
「１．０」に統一する方向で検討を進めます。
また、Ｒ６目標値の変更と対象工事選定条件の見直しに伴い、令和４年度以降の年度別達成目標が変更となりますので、令和３年度自

己評価結果から再設定します。

Ｒ６

（修正目標値）

1.00

1.00

1.00

1.00

Ｒ６

（修正目標値）

1.00

0.87 0.94

年度別達成目標の設定について 中部ブロック発注者協議会
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・工事金額250万未満の小規模工事
・工期が1ヶ月未満の工事
・工期の大半が工場製作であり、現場作業が1週間程度の工事
・その他、発注者が対象工事に適さないと判断した工事

対象外とする工事

・災害復旧工事、維持工事、除雪工事など緊急性の高い工事
・工事期間に制約のある工事（交通規制、河川における非出水期
施工、学校等休暇中の施工、施設の休館中施工など）
・その他、発注者が対象工事に適さないと判断した工事

交替制とする工事

週休２日の実施対象工事について 中部ブロック発注者協議会
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中部ブロック発注者協議会

○ 建設ICT,工事情報の共有について

10



i-Construction中部ブロック推進本部
【平成28年２月２９日 設置】

本部長 中部地方整備局長

構成員 中部地整、管内の４県・３政令市 他 発注機関３団体
(一社)日本建設魚連合会中部支部、各県の建設業協会、
(一社)建設コンサルタンツ協会中部支部、他 ７業団体
※ オブザーバー参加：長野県

ふじのくにICT活用工事支援協議会
【静岡県】

清流の国ぎふICTモデル工事支援協議会
【岐阜県】

三重県ICT活用工事支援協議会
【三重県】

愛知県i-Construction推進協議会
【愛知県】

発注者
協議会

【H2８．４．１設置】
センター長：
建設情報・施工高度化技術調整官
⚫ 推進本部事務局
⚫ ICT活用ガイドブック公開
⚫ i-Con質問箱を設置
⚫ 中部地整職員を講師派遣

中部地方整備局においても、調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全ての建設生産プロセスで
3次元データを活用する i-Constructionを推進
ＩＣＴ施工の先駆者として豊富な経験を持つ「ＩＣＴアドバイザー」による支援体制を確立し、普及・拡大を図る
i-Construction中部ブロック推進本部を中心に、i-Construction中部サポートセンターが各自治体の自主

的で積極的な取り組みを支援

中部i-Construction研究会
ＩＣＴアドバイザー

【中部地整：平成２９年～】

中部地整のi-Construction推進体制 中部ブロック発注者協議会
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［受注者］

・測量会社
・建設コンサル

・建設会社

［発注者］

・自治体
・特殊法人

など

発注者である自治体や特殊法人等及び、受注者である地元建設会社等が、ＩＣＴ技術の先駆者である「 ICTアドバ
イザー」から、自主的に技術修得や能力向上へのアドバイスが受けられる仕組みをつくり、中部地方における更な
る建設生産性の向上（i-Construction）を図る

多様化部会

部会幹事

ＦＡＱ部会 支援部会 普及部会

ＩＣＴアドバイザー登録要領（毎年改定）
■ 令和４年４月１日
● ＩＣＴアドバイザー８５名を登録
（民間アドバイザーの公募）

■行政アドバイザー
・地公体などの団体および
職員をＩＣＴアドバイザーに
登録しＯＪＴによる裾野の
拡大を図る

■民間アドバイザー
・公募による、ＩＣＴ活用実績
および研修講師実施など
の活動実績を評価し登録

ICTアドバイザー

i-Construction中部ブロック推進本
部

■学識アドバイザー
・i-Construction中部
サポートセンターが登録

運営

○ 中部i-Construction研究会の運営をICTアドバイ
ザーが中心となって実施
○ 中部地方におけるICTの裾野の拡大をめざして、技
術支援、ノウハウなどの情報提供、各種研修・講習会・現
場見学会等の実施を通じた普及活動などを行う。

支援・研修・ＯＪＴ

支援要請
講師依頼

技術支援・導入普及

技術相談研
修参加

中部i-Construction研究会
事務局として
運営協力・
情報共有

ＩＣＴアドバイザーによるi-Constructionの推進 中部ブロック発注者協議会
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【ICT土工・床掘工・小規模土工・法面工】
○ 中小建設業が施工する現場は比較的小規模な現場が多いため、小規模な現場に対応したICT施工の導入が求められている
○ 都市部や市街地などの狭小現場でも小型のマシンガイダンス（MG）技術搭載バックホウを使うことでICT施工を可能とするＩＣＴ
実施要領等を策定

○ ICT施工により、丁張作業を行うことなく作業が行えるため、土工作業全体の迅速化、現場の補助員削減による安全性の向上等
が期待できる

○ ICT土工・床掘工・小規模土工・法面工における出来形管理は、衛星測位（RTKGNSS）やトータルステーション（TS）等を活
用した断面管理を標準とし、市販のモバイル端末を活用した面管理も活用可能とする

〇機械施工に小型MGバックホウを活用
〇現場状況により施工方法を選択

〇出来形・出来高計測はRTKGNSSやTS等による
断面管理を標準
〇面管理を行う場合はTLSなどの従来面管理手法に加え、
モバイル端末を活用可能

断面管理

RTKGNSSやTS等による出来形管理

面管理

モバイル端末

自動追尾型TS等を活用した
小型MGバックホウ

GNSSを活用した小型MGバックホウ

適用範囲

■ICT土工

ICTﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）
山積1.4m3

ICTﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）
山積0.8m3

ICT(MG)ﾊﾞｯｸﾎｳ
(ｸﾛｰﾗ型）山積0.45m3

土量(m3)

5万

１万

0.1万

■ICT床堀工

0

ICT(MG)
ﾊﾞｯｸﾎｳ
(ｸﾛｰﾗ型)
山積
0.45m3

ICT
ﾊﾞｯｸﾎｳ
(ｸﾛｰﾗ型)
山積
0.8m3

平均施工幅(m)

土量(m3)

2m
未
満

1m
未満

■ICT小規模土工

土量
(m3)

平均施工幅(m)1m
未満

２m
未満

100

200

ICT(MG)ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）山積0.28m3
ICT(MG)ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）山積0.13m3

施工フロー （土工）

0 0

幅
・
深
さ
等
測
定

締

固

め

機
材
搬
入

掘
削
作
業

機
材
搬
出

埋
戻
し
作
業

フローで囲みがないもの
は
従来手法を想定

■ICT法面
工

ICTﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）
山積0.8m3

ICT(MG)ﾊﾞｯｸﾎｳ
(ｸﾛｰﾗ型）山積0.45m3

土量
(m3)

0.1
万

0

1,000m3未満の施工に
小型バックホウを適用

平均施工幅2m未満の施工
に拡大

土工量100m3未満や施工幅
1m未満の施工に拡大

1,000m3未満の法面整
形作業において、小型
バックホウを適用

ICT
小規模土
工
にて対応

ＩＣＴ小規模土工・要領の作成（R4.3月） 中部ブロック発注者協議会
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○起工測量から電子納品の一部の段階で3次元データ活用を選択することが可能
であり、１点の加点とする。
※3次元設計データ作成、ICT建設機械の施工、 3次元データの納品での活用は
必須(3次元出来形管理は必須な工種のみ)

○モバイル端末等により出来形計測(面計測)を行った場合は、更に１点の加点
※従来の面計測技術も含まれます。

3次元設計デー
タ

作成

ICT建設機械に
よる施工

(小型MGバックホウ)

【ICT活用工事】

選択可能な項目

○起工測量から電子納品までの全ての段階で3次元データ活用を必須としていたが、一部の段階

で3次元データ活用を選択することが可能

○出来形管理については、普及促進を図るため断面管理とし、面計測を実施する場合は導入が容

易なモバイル端末を活用した出来形管理を追加導入

○起工測量から電子納品までの全ての段階で
3次元データ活用を必須

3次元起工測量 3次元設計データ等
の納品

3次元出来形管理等の施工管理
（断面管理を標準※１）

【小規模現場に対応したＩＣＴの活用】

必須項目

※１床掘工等で出来形管理が必要ない場合は必須項目から除外する

＜参考＞【簡易型ICT活用工事（３次元データの部分的活用】
3次元設計デー

タ
作成

ICT建設機械に
よる施工3次元起工測量 3次元データの納品3次元出来形管理等の施工管理

【小規模現場に対応したＩＣＴの活用】

※面管理、断面管理のいずれも選択可

○起工測量から電子納品の一部の段階で3次元データ活用を選択することが可能で
あり、１点の加点とする。
※ただし、3次元設計データ作成、3次元出来形管理等の施工管理及び3次元
データの納品での活用は必須

＜参考＞【簡易型ICT活用工事（３次元データの部分的活用】

ＩＣＴ小規模土工・要領の作成（R4.3月） 中部ブロック発注者協議会
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○小規模な現場ではマシンコントロールによる施工を行っても機械の稼働率が低
く、コスト面で割高となるケースがあり、小型施工機械のﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ技術などが
開発されている。
○都市部や市街地などの狭小箇所でも、小型のマシンガイダンスバックホウを使
い、安価にICT 施工が行える環境を整備

工事規模・内容によりＩＣＴ機器を使い分け

面的な出来形管理 断面管理

●施工規模の大きい現場(新設工事） ●狭小箇所の現場（都市部・修繕工事など）

• 機能の絞込み
• 小型建機の使用
• 衛星測位できない箇所は
測量器による測位

測位方法
（衛星測位）

測位方法
(測量器）

施工機械
（中型ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ機）
ﾊｰﾌｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ

施工機械
（小型ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ機）
ナビゲーション

期待する効果

・小型建設機械の使用 【初期費用の抑制】
・機能の絞り込み（MG） 【初期費用の抑制】
・測量機による測位 【利用環境の拡大】

【最適化の目標】
・コスト 従来施工と同等
・生産性 従来施工より向上

小規模施工現場への小型ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽﾊﾞｯｸﾎｳ導入 中部ブロック発注者協議会
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GNSS端末
（標定点）

モバイル端末
(LiDER搭載）

GNSS端末+ARマーカー

モバイル端末（LiDER搭載）
+スタビライザ

GNSS端末
（標定点）

側溝計測 側溝計測データ
（メッシュ）

ボックスカルバート計測データ

モバイル端末を用いた出来形計測（A） モバイル端末を用いた出来形計測（B)

スマホなどのモバイル端末を用いた出来形計測技術 中部ブロック発注者協議会
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○ICT施工の中小企業等への普及を加速させるため、従来の建設機械に後付けで装着する機器を
含め必要な機能等を有する建設機械※を認定する制度を令和4年度より開始
○認定を受けた機械は、精度確認試験の資料提出を不要とするなど書類作成の簡素化を可能とし、
その活用を支援
※ICT建設機械には、建設機械に後付けすることにより、ICT施工が可能となる装置（以下、「後付け装置」という）及び、後付け装置を装着した建設機械を含む

■主なＩＣＴ建設機械

ICT振動ローラ ICTﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ

ICT建機認定イメージ

【ICT建機認定イメージ】
ICT後付け機器認定イメージ

ICTブルドーザICTバックホウ

申請

国土交通省

事務局

省内委員
会

公共事業
企画調整
課長

公表

H
P

で
公
表

性
能
・
コ
ス
ト
の
優
れ
た

機
械
を
活
用

活用

型式認定

表示

icon

マ
ー
ク
表
示

製造者及び保有
者はiconマーク及
び登録番号を表示

●●-●●●●

建
機
・
測
器
・
レ
ン
タ
ル
メ
ー
カ
等

が認定項目(案)（型式認定）

※型式認定を受けた機械については精度確認試験の記録・提出の簡素化を可能とする。

■認定フロー

メーカ名 開発メーカ名称
機種名 バックホウ、ブルドーザ、振動ﾛｰﾗ等の機種名
型式 建設機械の型式
仕様 バケット容量、ブレード幅、ローラ幅など
定格出力(KW) 原動機又は原動機の定格出力
測位方式 建設機械の測位方式
測位精度（cｍ） 水平精度、高さ精度、測位サイクル（HZ)
機械質量(kg) 標準装備品一式を装備し実作業可能な状態での質量
販売年月(西暦) 販売開始年月（西暦）
年間出荷台数 販売からの累計出荷台数
標準価格(万円） 標準付属品を装備した国内の標準価格

■認定・届出項目

●●-●●●●

ICT建設機械認定制度の導入 中部ブロック発注者協議会
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○概要・・・ICT床掘（地盤改良工）
○特長・・・地盤改良工の鋤土をMCやMGで施工する。掘削はセメント区割り面の設計データ
を使用する。
○効果・・・掘削面をオペレーターが視認できる。掘削手戻りが無くなる。手下作業員の減員
や、余裕時間を活用できる。

邪魔な
測点丁張

従来施工では、丁張りが必要となるが、施工時には支障となる。
糸下がりの基準高管理にも手下作業員が必要となる。

夕方から夜間にかけての掘削時の糸下がりによる基準高管理
は、見にくくなり作業効率が落ちる。

セメント区画割りの際（きわ）部分の掘削領域と高さがオ
ペレーターにとって明確。掘り残しや過掘りが減少。

Point 夜間作業をMCBHを使用する事で精度を確保

地盤改良工の床掘にICTを活用 中部ブロック発注者協議会ICTアドバイザー （株）内田建設

18



○概要・・・グラウンド改修工事における地下排水の床掘作業
○特長・・・BH(0.28m3級)に床掘幅よりも少し幅の狭いバケットを装着することで効率的な
「ICT床掘」を実施
○効果・・・グラウンド全体に張り巡らされた全長1㎞超に渡る地下排水の施工を、丁張無しで
行い、施工管理の省力化と共に、他作業の施工性を保ちながら、大幅な効率化が図れた。

0.28m3級BH(幅狭ﾊﾞｹｯﾄ装着)

グラウンド全景

床掘用3次元設計データ
Point 小型MCBHに幅狭バケットを装着する事で効率化を達成

排水工の床掘にICTを活用 中部ブロック発注者協議会ICTアドバイザー
ユウテック（株） 有城 和哉

19



○概要：築堤・護岸工事等で橋梁周辺での作業バックホウ作業におけるＩＣＴの活用
○特長：バックホウ3ＤＭＣ（マシンコントロール）を用いた橋梁への接触防止装置の代替とし
ての使用
○効果：捨石・根固め作業等でバッケット位置を制御する事で橋梁の接触による損傷を回避
できる。

該当箇所

宮川大橋

施工箇所

該当箇所

3ＤＭＣを用いてバケット高さを制限することで橋梁への接
触防止装置の代替となる。

Point 重機の自動停止機能を活用する事で安全性を確保

既設構造物との接触防止にICT建機を活用 中部ブロック発注者協議会
ICTアドバイザー
（株）森組 目黒 徳雄
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中部ブロック発注者協議会
ICTアドバイザー
（株）森組 目黒 徳雄

○概要・・・令和２年７月豪雨で崩壊した国道41号線の早期復旧に、ＩＣＴ土工による掘削・盛土・整形を実施。
○特長・・・GNSS-RTK方式によるドローン測量および、GNSSローバー(VRS)を利用。
○効果・・・GNSS測量による位置確認や、３次元設計データに基づいたＭＣ建機による施工によって、24時間の施工が可能となっ

たため早期復旧に結び付いた。

GNSSローバー

ＭＣブルドーザー

GNSS-RTK方式
ドローンによる
3次元起工測量

3次元点群化

3次元設計
データの作成

3次元設計
データ搭載

GNSS-RTK方式
ドローンによる

3次元出来形測量

中部ブロック発注者協議会災害復旧の土工にICTを活用 ICTアドバイザー
㈱新井組 今村 修二
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※全国平均データは、平成31年3月1日に国土交通本省で開催された「ICT導入
協議会（第7回）」資料-1より引用【N=126工事】
※従来施工は、同じ工事内容を実施した場合の各社の想定時間（人・日）
※起工測量
・ICT施工、従来施工とも基準点測量は除く。

※設計データ作成
・ICT施工は、3次元設計データの作成、起工測量との重ね合わせ作業を対象

（追加・修正含む）
・従来施工は、起工測量結果の設計横断面上への図化及び丁張り設置のため

の準備計算作業を対象。

中部地方整備局発注の直轄工事で、令和3年度末までに完成した工事の受注者から提出されたアンケート（N=338）を分析した結
果、全国平均と同等の約33％の削減効果が発現。（平均土量：約14,４00m3）
特に、「起工測量」「ICT建機による施工」「出来形管理」の作業時間（人・日）で、従来施工と比較して作業時間の削減効果が発現。
延べ作業時間の削減は、施工した土量にかかわらず削減効果が発現している。

■土工に係る延べ作業時間 ※全工事（人・日）での比
較

作業時間：人・日

■土量別削減率の分布 ※全工事（人・日）での比較

【N=338工事】

※施工
・ICT施工には、キャリブレーション及びローカライゼーション等を含む。
・従来施工には、丁張り設置を含む。

※出来形管理
・出来形計測及び出来形管理資料作成にかかる作業を対象。

※出来形検査
・実地検査にかかる作業を対象。

※データ納品
・成果品作成及び整理を含む作業を対象。

合計：約88人・日

合計：約132人・日

1工事当たりの延べ作業時間が
約33％削減（中部地整の平均）

（全国平均 約３割）

中部地整の平均
32.8％

【N=338工事】

土量に関わらず作業時間の削減効果が発現

土量：ｍ3

半
減

約3割減

工事全体で
約３3％削減

ＩＣＴ（土工）活用工事の効果検証（作業時間の削減効果） 中部ブロック発注者協議会
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■建設機械周辺の延べ作業時間（人・日）
【定量的評価】 【N=338工事】

建設現場の事故発生要因としては、建設機械との接触等による事故は、墜落に次いで多い。
ICT施工により丁張り設置作業がほぼ無くなり、接触事故の危険性が高い建設機械と作業員が錯綜する作業時間が、約58％減少
し建設機械周辺での手元作業員が不要となるため、安全性の向上に大きく寄与。

○建設業における労働災害発生要因※

※国土交通本省発表『建設産業事故』より引用

【N=338工事】■施工時の作業について 【定性的評価】

○従来施工とICT施工の比較

丁張り設置作業の
省略・軽減

作業人員の削減 施工の安全性向上

従来施工

作業員 丁張無し
作業員無し

ICT施工

約58％減
少

建設機械と作業員が錯綜 建設機械のみが作業

（単位：人・日）

約21％減少

■現場の声
・ 測量時間の短縮、施工開始迄の期間短縮の効果をとても感じた。
また、高低差等のある危険な箇所の測量において、測量技術者の安全確保が
できるメリットを感じた。

墜落
24.7%

建設機械作業

建設機械作業

作業員の
錯綜作業

作業員の
錯綜作業

ＩＣＴ（土工）活用工事の効果検証（安全性の検証） 中部ブロック発注者協議会
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中部ブロック発注者協議会

○総合評価落札方式の導入（業務）
について

24



発注方式の選定 中部ブロック発注者協議会

25

建設コンサルタント業務等における発注方式を選定する際の基本的な考え方

＜調査・設計の内容に照らして技術的な工夫の余地がある場合＞



地方自治体等支援（取組み）

相談窓口の設置・情報共有

協 議 会 事 務 局 に お け る 取 組 み （Ｒ ４）

研修・講習会の実施（実施時期は適宜）研修・講習会の実施（実施時期は適宜）

・改正品確法運用指針等の講習会を各県部会にて開催

・直轄の工事監督・検査担当職員研修、中部地整研修への自治体職員受入

・直轄工事の検査に自治体職員の臨場立会

・地方自治体の講習会・研修への講師派遣

直轄工事検査への臨場立会（立会時期は秋頃から２月まで）直轄工事検査への臨場立会（立会時期は秋頃から２月まで）

人的支援（支援時期は適宜）

・地方自治体の総合評価審査委員会へ委員として職員を派遣

外部からの支援体制の活用外部からの支援体制の活用

・中部ブロックで「公共工事発注者支援機関の評価制度」を設立し活用

・公共工事品質確保の相談窓口を設置

・改正品確法受注者アンケート（窓口）の設置

認定機関として［土木］５機関 ［建築］５機関を認定 （令和4年6月9日現在）
研修・講習の講師派遣、検査等の臨場立会の依頼につきましては、総括窓口の本局技術管理課まで、窓口への相談等につき
ましては、近隣の県代表事務所または本局技術管理課までご連絡をお願いします 26



地方自治体等支援（窓口一覧）

◆相談窓口一覧 （R4.4.1現在）
事務所名等 役職 担当者名 連絡先【電話】

木曽川上流河川事務所 副所長(技) 神本　崇 ０５８－２５１－１３２１
岐阜国道事務所 副所長(技) 岩田　明 ０５８－２７１－９８１１
静岡河川事務所 副所長(技) 桃木　優一 ０５４－２７３－９１００
静岡国道事務所 副所長(技) 浅井　聡 ０５４－２５０－８９００
清水港湾事務所 副所長(技) 和田　尚久 ０５４－３５２－４１４６

庄内川河川事務所 副所長(技) 浅井　慎一 ０５２－９１４－６７１１
名古屋国道事務所 副所長(技) 奥出 克 ０５２－８５３－７３２０
名古屋港湾事務所 副所長(技) 飯田　基 ０５２－６５１－６２６６
三河港湾事務所 副所長(技) 山口　孝昭 ０５３２－３２－３２５１
三重河川国道事務所 副所長(技) 岡村　和久 ０５２－２２９－２２１１
四日市港湾事務所 副所長(技) 細川　浩二 ０５９－３５１－１３５７
天竜川上流河川事務所 副所長(技) 菊池　五輪彦 ０２６５－８１－６４１１
飯田国道事務所 副所長(技) 市川　英敏 ０２６５－５３－７２００
『改正品確法運用指針』に関するご相談は、上記担当者を窓口と致しますが、各事務所に設置の地域総合支援室「担当者」
でも受け付けます。その他事務所

村瀬　昌康 ０５２－９５３－８１９７

静岡営繕事務所

静岡県
（公共建築相談窓口）
技術課長 白金　秀俊 ０５４－２５５－１４２１

公
共
工
事
発
注
者
支
援
本
部

総務部
企画部
港湾空港部

（総括窓口）
技術管理課　課長補佐

岐阜県

愛知県

三重県

長野県

県
代
表
事
務
所

０５２－９５３－８１３１田島　健

営繕部

本　局
（公共建築相談窓口）
技術・評価課　建設専門官
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速やかな繰越手続きについて

工事又は事業を実施する中で、年度内に支出が終わらないやむを得ない事由（繰越事由）が発生した
場合には、繰越明許費の活用（速やかな繰越手続き）により、施工時期の平準化を図ることができます。

①繰越申請件数の推移 ②繰越申請の年度末処理の状況

※平成27年度を100とした場合の指数
⇒ 繰越申請（箇所ベース）はＨ27年度に比べ、2倍以上に増加 ⇒ その事務処理は年度末に集中（1～3月で全体の約8割）している

③速やかな繰越手続きの状況（直近４か年）

＜官署別シェア＞＜箇所数＞

⇒ 第3四半期までの繰越申請は年々増加

※ 処理割合＝第３四半期までの承認箇所数／当該年度の年間承認箇所数

愛知県
24%

岐阜県
25%静岡県

18%

三重県
17%

国官署
16%

1 4 93 69 133
233

174
408

1,268

3,626

4,212

3,353

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

月別申請箇所数（令和3年度、補正含む）

＜箇所数＞

100
128 126 
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246 270 

232

100 106 115 
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199 187 
163
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H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度

全体

補正除き

95 110 383 420113 263
317 230

190
368

292 339

43
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72

394

343

543
511 429

784

1,362 1,575 
1,812 

12%

16%
19%

25%

0%
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10%
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20%
25%
30%

0
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1,500

2,000

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

第3四半期までの申請箇所数の推移（補正分除く）

愛知県 静岡県 岐阜県 三重県 国官署 処理割合

④繰越明許費の計上について

【採用団体】
愛知県
名古屋市
静岡市 等

9月補正又は
12月補正で
計上

年度末補正
で計上

1

yoshida-n85ac
テキストボックス
資料３



繰越申請手続きに関する地方公共団体等への周知

①東海財務局ＨＰへの申請書類や事例集の掲載 ③繰越説明会の開催について
令和2年９月に、東海財務局HPの「財政」ページに、「歳出予

算の繰越し」を新たに開設し、繰越ガイドブック（財務本省へのリン
ク）に加えて、東海財務局オリジナルの事例集や箇所別調書など
の申請書類の様式も掲載。

令和４年6月には、事例集や箇所別調書を申請者目線で更新。

東海財務局オリジナルの事例集
を掲載（令和3年1月18日～）

④事故繰越にかかる提出書類の簡素化

令和3年度より繰越説明会の開催を年2回
（春と秋）とし、開催方法についても、参加者
の移動時間などの負担軽減を図る観点から、
web会議形式にて実施。
また、令和4年6月に開催した繰越説明会の

模様を各地方公共団体等の担当者の振り返り
のためなどにご活用いただくため、youtubeにて
期間限定で限定公開予定（6月末～3月末）。
令和4年度の繰越説明会においては、春はこ

れまでと同様に繰越制度全般の研修を行うとと
もに、秋（10月予定）にはより実践的な「実
務者編」を開催予定。

2

これまで以下のとおり簡素化を実施。
①災害復旧・復興事業に係る事故繰越
（令和元年度～）
②新型コロナウイルス感染拡大による影響

に伴う事故繰越（令和2年度、3年度）
上記以外の事故繰越手続きについても、令

和4年1月に東海財務局HPにて、「事故事由
を確認できる書類」について、事案に応じて真
に必要な書類を最小限添付して頂ければ良い
旨を関係機関に周知するとともに、モデルケー
スを提示。

②メルマガ「くりこし通信」の発行
令和2年7月より、メルマガ「くりこし通信」を

発行し、国官署機関や地方公共団体の担当
者へ繰越制度に関する情報などを毎月提供。
【情報提供内容】
・よくある質問（Ｑ＆Ａ） ・新型コロナ関連
・繰越説明会の開催 ・集中受付日の周知 など
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コリンズデータに基づく現状と目標の乖離件数（都道府県・政令市）

３年度第1四半期稼働件数 平準化率0.8となるケース （直近3か年×0.8） ３年度実績との 乖離

平準化率に関する現状と目標のギャップについて

（右軸）

（件数）（件数）

直近3か年（令和元年度～令和３年度）の月平均稼働件数の平均値に、平準化率の目標値である0.8
を乗じて算出した件数と令和３年度の第1四半期における平均稼働件数を比較したところ、岐阜県以外の団
体は目標と現状にギャップが生じている状況。
一部の自治体においては、ギャップが昨年度より増加しているところも見受けられるので、その要因について自

己分析を進めるとともに、特に、乖離幅の大きい団体については、部局ごとに令和6年度までのロードマップを
作成するなど、きめ細かい対応が急務ではないか。

※折れ線グラフの括弧書きは、昨年度に同様の算出方法で示した乖離幅である。

Ｒ３平準化率 【0.89】 【0.69】 【0.69】 【0.73】 【0.81】 【0.74】 【0.67】

3

愛知県の場合には、令和3年度実績と目指すべき水準との
ギャップが158件あるため、このギャップを令和4年度から令和6
年度までの3年間で解消していく必要があります。
したがって、第1四半期の月平均稼働件数を毎年度50件程

度（158件÷3年間≒53件）増加させなければ、目標に達し
ないレベルである。



第1四半期平均稼働件数にかかる対前年度増減率（都道府県・政令市）

対前年度増減率について、各年度間で変動が激しい地方公共団体については、要因分析が必要であり、特
殊要因等を除いた実力ベースでの検証等により、平準化を着実に推進する必要。

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 静岡市 浜松市 名古屋市

第1四半期平均稼働件数にかかる対前年度増減率の推移

Ｈ２９ 対前年増減 Ｈ３０ 対前年増減 Ｒ元 対前年増減 Ｒ２ 対前年増減 Ｒ３ 対前年増減

毎年度着実に
増加している

年度間でバラ
ツキが激しい

近年は減少傾
向となっている

近年は増加傾
向となっている

近年は増加傾
向となっている
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                                  令 和 ４ 年 ６ 月 ２ ７ 日 

中部ブロック発注者協議会 

   （事務局 中部地方整備局） 

“まんなかホリデー”実施します 

  ～毎月第２土曜日は一斉休工です～ 

 
（１）背景  

社会の基盤を支え、災害時には、地域の守り手として重要な役割を担う建設業が

持続的に発展できるよう、職場環境の向上を図る必要があります。 

しかし、他産業と比較して労働時間が長く、休日数が少ないことが課題となって

います。 

労働者の健康確保やワーク・ライフ・バランスの改善、また将来の担い手を確保

するためにも、休日数を増やし、より働き易い職場環境づくりを行っていくことが

必要です。 

 このため、建設業における働き方改革として休日の取れる職場環境づくりを後押

ししていきます。 

 

（２）添付資料  
 別添１：“まんなかホリデー”ちらし 

 別添２：“まんなかホリデー”スケジュール 

  

（３）配布先 

  中部地方整備局記者クラブ、中部専門記者会 

 
 

 

 

【問い合わせ先】  

国土交通省 中部地方整備局 企画部 

技術管理課長           市川 幸治（いちかわ こうじ） 

建設専門官            田島 健 （たじま  たけし） 

（技術管理課） ＴＥＬ：052-953-8131 ＦＡＸ：052-953-8294 

国や自治体などで構成される「中部ブロック発注者協議会」では、建設業

協会などと協力し、公共工事において、毎月第２土曜日を一斉休工とする

“まんなかホリデー”を実施します。 

建設業における働き方改革の機運醸成を図るため、令和 4 年 7月より、

国・県・政令市が発注する工事から取り組みを始め、10 月より市町村が発注

する工事についても順次取り組みを拡大していきます。 

※“まんなかホリデー”とは中部地区統一の一斉休工のこと 

yoshida-n85ac
テキストボックス
（案）

yoshida-n85ac
テキストボックス
資料４



“まんなかホリデー”
中部地⽅の公共⼯事は毎⽉第２⼟曜⽇を⼀⻫休⼯⽇にしよう

建設業における働き方改革として、休日の取れる職場環境を目指し、取り組み
を支援していきます。
各工事におきましては、工事工程の調整にご理解、ご協力をお願いいたします。
なお緊急工事、災害復旧工事等は対象外とします。
※静岡県内はふじ丸デーとして令和３年度から取り組みを実施中
※三重県内は月２回土日完全週休二日を実施中

なくてはならない建設業を魅力ある職場に！

実施機関 中部ブロック発注者協議会、各業団体
国⼟交通省中部地⽅整備局・中部運輸局 農林⽔産省東海農政局
警察庁中部管区警察局・中部管区警察学校 財務省東海財務局・名古屋税関 国税庁名古屋国税局
厚⽣労働省東海北陸厚⽣局・岐⾩労働局・静岡労働局・愛知労働局・三重労働局
林野庁中部森林管理局 経済産業省中部経済産業局 海上保安庁第四管区海上保安本部
環境省中部地⽅環境事務所 岐⾩県 静岡県 愛知県 三重県 静岡市 浜松市 名古屋市
中⽇本⾼速道路株式会社名古屋⽀社 （独）都市再⽣機構中部⽀社
（国）⽇本原⼦⼒研究開発機構東濃地科学センター （独）⽔資源機構中部⽀社 静岡県道路公社
愛知県道路公社 名古屋⾼速道路公社 名古屋港管理組合 四⽇市港管理組合
⽇本下⽔道事業団東海総合事務所 岐⾩県内市町村 静岡県内市町 愛知県内市町村 三重県内市町
※県内市町村は令和４年１０⽉〜

（⼀）岐⾩県建設業協会、（⼀）静岡県建設業協会、（⼀）愛知県建設業協会、（⼀）三重県建設業協会、
（⼀）⽇本道路建設業協会中部⽀部、（⼀）⽇本橋梁建設業協会、
（⼀）プレストレスト・コンクリート建設業協会中部⽀部、（⼀）愛知県⼟⽊研究会

実施期間：令和４年７月～令和５年３月

建設業者の皆様へ

毎月第２土曜日は
一斉休工日です

令和５年３⽉３１⽇まで
時間帯９:００〜１７:００

中部ブロック発注者協議会

○○○○建設（株）施⼯者

発注者

全ての公共⼯事

全ての公共工事を週休２日に！

※⼯事看板をイメージして作成しています



中部地区統一の一斉休工の実施について（まんなかホリデー） 中部ブロック発注者協議会

◆令和６年度までの普及拡大イメージ

Ｒ４．上半期 Ｒ４．下半期 Ｒ５．上半期 Ｒ５．下半期 Ｒ６．上半期 Ｒ６．下半期

準備・周知期間

一斉休工実施
（１回／月）

一斉休工実施
（２回／月）

一斉休工実施
（４回／月）

時間外労働規制実施
（法適用）

ステップ１

ステップ２

ステップ３

＜ポイント＞
・準備・周知期間に取組みの主旨や目的の十分な周知を行う
・Ｒ６の法適用まで段階的に進めるものとする
・取組みを通じて４週８休の機運醸成、職場環境づくりの後押しを図るものであり、強制的ではない

7月～（国・県・政令
市で先行して実施）

※４週８休でも可



中部ブロック発注者協議会

⑤ 建設業団体からの要望について

資料 ５



1 工程の共同管理 三者会議、工程調整会議、設計変更審査会の設置についてルール化

2 施工業務の効率化 ①工事書類の簡素化、②監督・検査の効率化

3 技能者の処遇改善 建設キャリアアップシステム（CCUS）の普及拡大

4 入札と契約に関する改低入札防止対策の徹底

5 資材価格の高騰 取引価格を反映した適正な請負代金、工期の設定等

○中部地整と各建設業団体との意見交換時出された、発注者協議
会を通じての要望事項の周知

建設業団体からの要望（周知） 中部ブロック発注者協議会
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工事着手前の設計者を含めた「施工条件確認会議」（あるいは「三者会議」）、施工中 の「工程調整会議」「設計変更審査会」の設置を特記
仕様書に明示するとともに、特に「施工条件確認会議」では工程調整、条件変更の有無、条件変更に伴う工期延伸や工期短縮の設計変更
の必要性など協議する内容の標準ルール化が必要

Ａ） 施工条件確認・工程調整・設計変更に関する仕組みの標準化（仕様書への明記、協議内容の明示）

発
注
者

受
注
者

積算 /工事工程
の検討・確認

簡易版の工程表
の提出（約款３条）

入札
（落札）

受
発
注
者

工程表/施工計画書の
作成

落札/契約 着工準備

工程調整会議 工事着手後すぐに、以後、定期的に開催

• 受注者が、発注者が所掌するクリティカルパスを工程表に反映し、工程表 を受
発注者で共有。

• 工事進捗に応じて、適宜、工程表を変更、その要因と変更点を記録し、受 発注
者で共有。その際、受発注者の負担軽減を図るためASPを活用。

施工

⇒契約後14日以内に提出
• 条件明示に応じた実施工程を記

載
• 積算工程表の制約条件を記載

入札公告時の
条件明示の徹
底

条件明示チェックリストの開示

• 工程に影響を及ぼす条件を、
条件明示チェックリストによ る
チェック結果として開示

概略工程表の開示

• 発注者の積算工程とともに、
パーティ数等の前提条件、関
連工事や用地確保などの制約
条件の開示

施工条件の変更

施工条件の変更

工程表/施工計画書の修正

「条件明示」と「工程の共同管理」における
一連の手続としてルール化を提案

• 発注者と受注者が一堂に会して、設計変
更の妥当性や設計変更等に伴う工事中止
等について審議・確認する。

• 受発注者ともに設計変更を判断できる責
任者（権限を有する者）が出席する。

設計変更審査会
受発注者の発議
により都度開催。

反映

提示

情報提供

反映

提示

情報
提供

情報提供

反映

開催
通知

工期延期 /
設計変更

④ 契約後、速やかに開催

施工条件確認会議

• 工程調整、入札公告時から施工条件 の
変更点、条件変更に伴う工期延伸 や工
期短縮の設計変更の必要性等を 受発
注者で確認。その際、条件明示 チェック
リストや概略工程表を活用。

三者会議

• 発注者、受注者、工事に係る詳細設
計等を担当したコンサルタント等が 参
加して、設計図と現場の整合性の 確
認及び設計意図の伝達等を行う。

協議申し入れ 反映

入札公告 工事の始期 工事着手

対応順①

② ③ ⑤

⑥

⑦

⑧

⑨
情報
提供
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１．工程の共同管理 中部ブロック発注者協議会



現場条件の把握
設計思想の把握
新技術の提案等

「三者会議」

発注者 設計者

施工者

発注者

変更設計の透明性を図り
円滑な変更手続

受注者
（施工者）

発注者
受注者

（施工者）

工事着手時 施工中 変更設計

協議・承諾・確認等

「ワンデーレスポンス」

適切な工程管理が可能となり
現場の生産性が向上

課題を早期に把握し
円滑な工事着手や手戻りの防止

三者会議 ﾜﾝﾃﾞｰﾚｽﾎﾟﾝｽ 設計変更審査会

発注者と受注者が
・設計変更の妥当性

・工事の中止等の協議・審議 等を実施

受注者の立場に立った取り組みとするため、特記仕様書に明示し契約内容の一部として実施。

工事発注後の様々な課題を受発注者が一丸となって円滑かつ迅速に解決するため、以下の施策を継続して取り組む

・三者会議 ：発注者、設計者、施工者が一堂に会し、情報を共有し工事の円滑な着手、手戻りを防止

・ワンデーレスポンス ：施工者から質問等に対して、迅速な回答を実施し、施工者の手待ち時間を解消

・設計変更審査会 ：各種ガイドラインの活用を図り、設計変更の透明性を図り、円滑な設計変更の実施

各発注者は受注者からの協議等について、速やかかつ適切な回答に努める。設計変更
の手続の迅速化等を目的として、発注者と受注者双方の関係者が一堂に会し、設計変
更の妥当性の審議及び工事の中止等の協議・審議等を行う会議を、必要に応じて開催する。

【中部地整の取り組み】

3

受注者との情報共有、協議の迅速化 中部ブロック発注者協議会



100%

0%

国（道路・河川）
244現場

79%

21%

国（道路・河川）
164現場

書類作成業務を軽減するため、地方整備局等では書類スリム化ガイドなど書類の簡素化に取り組んでいる。一方、設計図 書の照査確
認資料、施工体制台帳、発注者指示の工事打合せ簿、工事履行報告書など「書類作成マニュアル」に反した作成業務が発生しているので
、マニュアルが現場の実務に運用徹底されるよう指導されたい。
整備局以外の発注機関においては、国土交通省にて一般化されている検査書類限定型工事を早急に導入されたい。
また、受発注者間の書類のデジタル化を進め、オンライン電子納品を推進するとともに、整備局以外の発注機関では情報共有シ
ステム（ＡＳＰ）、電子検査を早急に導入されたい。

書類名 「書類作成マニュアル」に反した作成業務 割合

施工体制台帳
元請の添付資料として必要書類以外の資料
を求められた。

21%

設計図書の
照査確認資料

照査結果に対する根拠資料や対応策の作成
を求められた。

19%

発注者指示の
工事打合せ簿

発注者の指示に関する資料の作成を求めら
れた。

18%

工事履行報告書 実施工程表の添付を求められた。 18%

約40項目の

書類

10項目の書類
施工体制関係、品質管理関係、

出来形管理関係 等

B）検査書類限定型工事の効果

検査でセットする書類が１／４に削減

通常工事 限定型工事

約30項目の書類
⇒セット不要

契約関係図書類、打合せ簿、
安全管理関係 等

23%

77%

地方自治体
376現場

Ｃ） ASP利用の有無

地方自治体での利用率が依然として低い

利用

利用無し

利用

※国（道路・河川）の256現場へのアンケート結果

43%

57%
高速道路会社

120現場

36%
JRTT

73現場

Ｄ） 電子検査の実施状況

高速道路会社では約6割、JRTTでは約4割で実施されていない

実施無し

実施
実施

実施無し実施無し

A） 「書類作成マニュアル」に反した作成業務が発生している書類
※国（道路・河川）の256現場へのアンケート結果上位抜粋

5現場に1現場でマニュアルに反した作成業務が発生している

64%

実施
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２．施工業務の効率化 ①工事書類の簡素化 中部ブロック発注者協議会



国土交通省や高速道路会社をはじめとする発注機関で遠隔臨場の試行が進められており、その効果が確認されている。整備局局以外の
発注機関においては、遠隔臨場の実施要領などルール化を行い、効果が期待される工事では全面的に導入されたい。
また、中間技術検査や完成検査においても検査基準や工事成績など現場からみた課題の検討を進めるため、地方整備局等での試行工
事の取組みを継続されたい。

D) 工事発注当初の現場の通信環境の整備
山岳地帯での現場では、遠隔臨場を実施するための十分な通信環境が確保できていない

C) 計測方法のデジタル化
現状はアナログな方法での計測したものを動画配信しているが、デジタル化した検測方法による遠隔臨場を提案

有効と回答した主な意見

・検査の待ち時間の短縮（予定
通り検査を消化できる）・検査実
施日時の調整がしやすい

・検査対応の省人化、または省
力化

E）中間技術検査・完成検査における遠隔臨場の有効性
2021年度の試行工事では7割以上が有効と答えているが、検査で遠隔臨場を実施していない現場からは、

出来栄えの評価などに不安を感じるとの意見もあり、試行を継続し課題の検討が必要

有効と思わないと回答した主な意見

・説明・コミュニケーションが難しい
・準備に手間がかかる

Ａ) 遠隔臨場の実施状況 B) 遠隔臨場の有効性
国(道路・河川)、高速道路会社ではおよそ4割の現場で実施している 遠隔臨場を実施した現場の7割以上が有効性を感じている
が、機構事業団、地方自治体では1割以下の実施にとどまっている

有効と回答した主な意見
・立会の待ち時間の短縮（予定通り立会を消化できる）
・立会実施日時の調整がしやすい（突発的な立会でも調整しやすい）
・立会対応の省人化、または省力化

【出典】ＮＴＴドコモホームページ2022年3月時点 川俣ダム周辺（栃木県日光市川俣）

受信時最大
938Mbps～250Mbps

受信時最大
225Mbps～37.5Mbps
※一部のエリアにおいて受信時最大速度が37.5Mbpsを下回る場合があります。

川俣ダム

受信時最大
1.7Gbps～1Gbp

2021年度
試行54件
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２．施工業務の効率化 ②監督・検査の効率化 中部ブロック発注者協議会



基準類 令和３年度

令和４年度

第1回
（令和４年夏頃予定）

第2回
（令和４年冬頃予定）

土木工事特記仕様書 ８月改定 意見照会 意見照会

土木工事書類作成
提 出要領 － 意見照会 意見照会

土木工事書類作成
の 手引き 意見交換 意見照会 意見交換

中部地整では工事書類の削減･簡素化に向けた取り組みを進めていますが、取り組みの成果はあがってい
るものの、現場によって対応に差があり、効果が実感できないとの意見も寄せられています。これらを踏まえ、
工事現場業務の効率化推進WG会議を設置し、現場の取り組み状況の検証と改善や特記仕様書、各種要領
の改定を行っています。

＜基準類改訂の改定の流れ＞

【工事現場業務の効率化推進WG会議メンバー】

〇日本建設業連合会 中部支部
〇日本道路建設業協会 中部事務所
〇日本橋梁建設協会 中部支部
〇PC建設業協会 中部支部
〇愛知県建設業協会

【主なWG内容】
〇現場業務の効率化
〇工事検査の負担軽減
〇工事書類の簡素化
〇工事書類標準化

■令和３年度の主な取り組み 〇
土木工事特記仕様書の改定
〇遠隔検査に関する意見交換

■令和４年度の主な取り組み
〇土木工事特記仕様書の改定（アンケート等実施予定）

〇土木工事書類作成提出要領の改定（アンケート等実施予定）
〇工事書類簡素化に向けた受注者との意見交換 （アンケート等実施予定）

【中部地整の取り組み】
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工事現場業務の効率化推進ＷＧ会議の取組について 中部ブロック発注者協議会



→R３.４より本格運用

【中部地整の取り組み】
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書類限定型工事検査を本格運用 中部ブロック発注者協議会



令和４年度より本格運用開始（工事）
①対象工事 原則すべての工事に適用

●対象工事
・令和４年４月１日以降契約手続きを開始する全ての工事に適用。
・通信環境が整わない現場や工種によって不十分、非効率になる現場はこの限りではない。

②費用負担 原則すべて発注者指定型
●費用負担

・すべて発注者指定型として実施し、遠隔臨場実施にかかる費用の全額を技術管理費に積上げ計上。
〈計上費用のイメージ〉

① 撮影機器、モニター機器、 ② 撮影機器の設置費、 ③ 通信費、 ④ その他（ライセンス代、使用料、通信環境の整備等）
〈留意点〉

・従来の立会・確認に要する費用は共通仮設費として率計上。従来の費用から追加で必要な遠隔臨場のための費用を計上する。
・費用の計上は、受注者から見積を徴収し変更対応する。
・費用算出にあたっては、実施に必要な最低限の費用を計上する。

③実施要領 全国版の適用（中部版試行要領の廃止）

LTE

事務所･出張所・詰所等

映像・音声
伝送

代理人等が､カメラ･
音声システムを装備
し⽴会を伝送。

○段階確認・⽴会をライ
ブ映像･音声にて実施。

○現場不一致等の状況変
化もカメラと音声のやり とり
で速やかに対応可能。

現場映像
出来形確認中

矢板高の確認

現場状況の
映像・音声を
伝送し、遠隔
での⽴会が

可能となる。材料確認
○代理人等からの⽴会の映像･音声をASP等
を通じ監督員が、執務室にて⽴会。（⽴会 内容
は通常の⽴会同様）
○監督員が確認したい点があれば、映像･音 声
を通じてリアルタイムに依頼･確認できる。

工事・業務現場

鉄筋組⽴確認

ウエアラブルカメラを使用した立合のイメージ

残尺確認

建設現場における遠隔臨場の実施（ウェアラブルカメラ等を使用する）

目 的
公共工事・業務における施工状況の確認作業に、映像及び音声の配信・記録を用いることにより、施工者、監督職員の業務が効率化し、
契約の適正な履行と円滑な施工確保を図ることを目的とする。

ポイント① 遠隔臨場とは？
動画撮影用のカメラ（ウェアラブルカメラ等）によって

取得した映像及び音声を利用し、遠隔地からWeb会議
システム等を介して「段階確認」、「材料確認」と「立会」
を行うことをいう。

ポイント② 中部のこれまでの取組
中部地方整備局では令和元年度より独自要領を定

めるなどして、ウェアラブルカメラによる遠隔臨場を試

行してきたが、令和４年度から本格運用を開始する。

ポイント③ 事例紹介
以下の事例集（本省HPのURL）を参考とされたい。

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000052.html

（５）遠隔臨場 に実施要領と事例集掲載。

◎業務については試行継続
中部地方整備局では、業務に対する遠隔

臨場（地質ボーリングの検尺等の確認・立
会）を令和３年４月より試行していますが、こ

れについては令和４年度も試行を継続します。

【中部地整の取り組み】
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Ｗｅｂを活用した現場業務の効率化 中部ブロック発注者協議会



※令和４年度以降も、既済部分検査を中心にＷｅｂ検査を実施していく予定。

中部地方整備局

監督官詰所 受注者 工場・設計・現場事務所等 施工現場

＜検査実施方法＞

■Web会議システム（ミーティングプラザ）を
使用
■書類の確認は、ファイル共有機能を使用

■現地確認は、会議に参加登録したモバイル
端末で映像を共有して実施

Webを活用した遠隔での検査

既済部分検査（鋼橋上部工事）と完済検査（PC上部工事及びトンネル工事における新技術の現場実
証）において、本官工事では初めて遠隔によるＷｅｂ検査を実施（R３年度：既済５件、中間技術４件）。

会議室にて、
技術検査官が
検査を実施。

現地確認箇所
の撮影

工事書類、写
真などの提示
と説明

【中部地整の取り組み】
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Ｗｅｂを活用した現場業務の効率化 中部ブロック発注者協議会



○「建設現場における遠隔臨場の試行方針」に基づき、令和３年度までに直轄工事において試行を実施。

○令和４年３月に「建設現場における遠隔臨場に関する実施要領（案）」及び「建設現場における遠隔臨場
に関する監督・検査実施要領（案）」を策定し、令和４年度以降の直轄工事において本格的な運用を開始
した。

②監督員（発注者）の確認状況

現地の測定状況をモニターに映す
10

概要 実施状況

①

②

立会状況

①ウェアラブルカメラ装着状況

①臨場（受注者）の状況

②詰所でのリアルタイム確認

従来、発注者職員が現場に向かい臨場で確認
していた事項を、遠隔（リモート）で確認可能。
→人との接触を最小限に抑えることが可能に！

【効果】

実施要領等の掲載：https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000052.html

【中部地整の取り組み】

監督検査の高度化・効率化（遠隔臨場の取組み） 中部ブロック発注者協議会



2023年度からの民間工事も含めた「あらゆる工事でのＣＣＵＳ完全実施」（国土交通省2020年3月決定）が目前に迫っ てきていること
から、国土交通省においては、引き続き自治体及び都道府県建設業協会が参加するブロック別連絡会議等を通じて一層の普及促進に取り
組むとともに、直轄工事の大半をＣＣＵＳ義務化モデル工事の対象とするなどＣＣＵＳの普及拡大を強力に推進されたい。さらに、整備局以
外の発注機関においては、国土交通省の技術的支援の下、ＣＣＵＳ義務化モデル工事の導入を含め、ＣＣＵＳの活用促進対策を積極的に
推進されたい。

Ａ） CCUSブロック別連絡会議 Ｃ） 都道府県におけるCCUSモデル工事等（国土交通省資料より）

2021年度 2022年度

第1回連絡会議 10月～11月
全国8ブロックで開催

現場見学会 10月～12月
北陸、中部、近畿、四国で開催

第2回連絡会議 6月頃を目途に開催予定

2工事 2工事

5工事

2工事 2工事
3工事

0工事

3工事

7工事

0工事 0工事 0工事 0工事

6工事

9工事

0工事 0工事

4工事

1工事

0

2

4

6

8

10

北海道 関東地整 中部地整 中国地整 九州地整

Ｂ） 直轄CCUSモデル工事件数（一般土木工事（Cランク））（国土交通省資料より）

2020年度 2021年度

18
16工事

16

14

12

東北地整 北陸地整 近畿地整 四国地整 沖縄総合 開発
11

３．技能者の処遇改善 中部ブロック発注者協議会（建設キャリアップシステムの普及拡大等）



建設キャリアアップシステム（CCUS）の概要

◎ 現場を支える技能者が、技能・経験に応じて適切に処遇され、働き続けられる環境づくり（働き方改革）
◎ 技能者の雇用、育成に取り組む企業の成長（生産性向上）

→建設業が「地域の守り手」として将来にわたり持続的な役割を担っていくために必要

12

中部ブロック発注者協議会



13

建設キャリアアップシステムによる技能者の処遇改善 中部ブロック発注者協議会

システムへの登録と利用促進、処遇改善への行程



番号 工 事 名（CCUS義務化モデル工事） 事務所

１ 令和2年度 153号新伊勢神トンネル工事 名古屋国道

2 令和3年度小渋ダム土砂バイパストンネル災害復旧工事 天竜川ダム統管

3 令和3年度 設楽ダム瀬戶設楽線4号トンネル工事 設楽ダム

4 令和3年度 42号熊野第1トンネル工事 紀勢国道

5 令和3年度 設楽ダム右岸工事用道路工事 設楽ダム

6 令和3年度 新丸山ダム国道418号7号橋潮見下部工事 新丸山ダム

7 令和3年度 中部縦貫坊方トンネル工事 高山国道

8 令和3年度 1号藤枝BP潮トンネル工事 静岡国道

9 令和3年度 三遠道路新城地区道路建設工事 浜松河川国道

10 令和3年度 247号西知多道路荒尾OFFランプ橋下部工事 愛知国道

11 令和3年度 247号西知多道路東海JCT・EFランプ橋下部工事 愛知国道

12 令和3年度 東海環状田切川橋下部工事 北勢国道

番号 工 事 名（活用推奨モデル工事） 事務所

13 令和2年度 三遠道路4号トンネル工事 浜松河川国道

14 令和2年度 設楽ダム瀬戶設楽線5号橋下部工事 設楽ダム

15 令和2年度 155号豊田南BP天王地区道路建設工事 名四国道

16 令和2年度 由⽐深礎杭SB25工事 富士砂防

17 令和2年度 由⽐深礎杭SB5工事 富士砂防

18 令和3年度 155号豊田南BP宮口橋下部工事 名四国道

19 令和3年度 139号富士改良下り本線ランプ橋下部工事 静岡国道

20 令和3年度 設楽ダム国道257号3号橋下部工事 設楽ダム

21 令和3年度 156号岐阜東BP岩田地区橋台工事 岐阜国道

22 令和3年度 1号丸子地区防災工事 静岡国道

CCUS活用推奨モデル工事

・・・義務化モデル工事 ・・・活用推奨モデル工事

県

令和２年度

義務
化 モ
デル

活用推
奨 モデ
ル

合計

愛知県 1 2 3
岐阜県 0 0 0
三重県 0 0 0
静岡県 0 3 3
長野県 0 0 0
合計 1 5 6

＜県別実施状況＞

県

令和３年度

義務
化 モ
デル

活用推
奨 モデ
ル

合計

愛知県 5 2 7
岐阜県 2 1 3
三重県 2 0 2
静岡県 1 2 3
長野県 1 0 1
合計 11 5 16

※令和4年3月時点の工事の状況（営繕工事・港湾空港工事を除く） 14

CCUS活用モデル工事の取り組み状況 中部ブロック発注者協議会

CCUS義務化モデル工事



２．対象工事 ：

①一般土木工事の本官発注分については、原則として全ての工事においてモデル工事を実施

② これ以外の直轄工事（分任官発注分を含む。）については、建設業界の要望や理解の状況を十分踏まえた上で、対象とする工事や件

数、発注方式を積極的に検討し、モデル工事を実施

１．概要
建設キャリアアップシステム（CCUS）の活用を成果として特記仕様書及び入札説明書に明記（契約事項）するととも

に、その達成状況に応じて工事成績評定において評価するモデル工事を試行。

① CCUSの現場登録を行うとともに、カードリーダーを設置すること

② 工事期間中の平均事業者登録率９０％、平均技能者登録率８０％を達成するよう努めること

③ 工事期間中の平均就業履歴蓄積率（カードタッチ率）５０％を達成するよう努めること

特記仕様書に定めた時期に、以下についてそれぞれ確認。なお確認方法は、発注者より受注者に報告を求める。

• 事業者登録率 ／ 技能者登録率 ／ 就業履歴蓄積率（カードタッチ率）

特記仕様書に記載された①～③の達成状況により工事成績評定で加点／減点（義務化モデル工事）、加点（活用推奨モデル工事）

※目標達成：１点加点（平均技能者登録率９０％以上の場合は２点加点）

※目標を著しく下回った場合（平均事業者登録率７０％未満又は平均技能者登録率６０％未満又は平均就業履歴蓄積率３０％未満）：１点減
点（減額措置は義務化モデル工事のみ対象）

３．試行内容

（１）特記仕様書に条件明治

（２）施工段階

(３)工事成績評定（工事完成検査/成績評定時）

【中部地整の取り組み】
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CCUSを活用するモデル工事（試行）について（令和４年度）中部ブロック発注者協議会



品確法に基づき、公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保を図るため、整備局以外の発注機関においては、実効性のある
低入札防止対策を徹底されたい。

A） 落札率85%未満かつ低入札価格調査基準未満での落札の発生率 C） ダンピング競争の恐れがある新たな入札契約方式

NEXCO中日本：施工省力化技術導入総合評価方式
→契約制限価格・低入札調査基準の設定がないため、ダンピング競争の

恐れがある

首都高：技術提案価格交渉方式（高度技術タイプ）
→低入札価格調査基準の設定がないため、ダンピング競争の恐れがある

A社

B社

技術提案

見積価格

技術提案

見積価格

技術評価点と
見積価格による
評価値で決定

提出

見積価格

技術評価点
評価値＝

見積価格に制限がなく、
より安価な見積を提出した入札参加者の

評価値が高くなる

B） 国土交通省直轄工事における低入札防止対策の取組み

国土交通省直轄工事では施工体制確認型総合評価を採用

※国土交通省資料より

2 1
社次
に 審
選査
抜で

NEXCO西日本：技術選抜見積方式

 2社選抜後、技術評価点と見積価格により総合的に評価され、落札者を決定
→見積価格に制限がないため、ダンピング競争の恐れがある

2次審査

特にJRTT、政令指定都市における
実効性ある低入札防止対策の徹底をお願いしたい

2018年度～2020年度に日建連会員企業が落札した3億円以上の土木工事より集計

NEXCO東日本：総合評価落札方式（高度技術提案型）

 技術評価点が最も高い入札参加者の見積が採用され、契約制限価格を決
定

 契約制限価格をもとに低入札調査基準価格が設定されるが、低入札基準
価格を下回った場合でも低入札調査を通過すれば落札が可能
→ダンピング競争の恐れがある

入札価格に制限がなく、 評価値＝
技術評価点

より低い入札価格の入札参加者の 入札価格
評価値が高くなる

発注機関 日建連会員受注
落札率85%未満かつ
調査基準価格未満

低入札発生率 最低落札率

国（道路・河川） 303件 0件 0% －

高速道路会社 146件 15件 10% 73%

JRTT 22件 3件 14% 57%

都道府県 286件 9件 3% 69%

政令指定都市 63件 20件 32% 50%

16

４．入札と契約に関する改善（低入札防止対策） 中部ブロック発注者協議会



ダンピング受注は、工事の手抜き、下請け業者へのしわ寄せ、労働条件の悪化、安全対策の
不徹底等につながりやすく、公共工事の品質確保に支障となるおそれがあるとともに、担い手
の育成・ 確保に必要な適正な利潤を確保することが困難となる等の問題

発注者において内在する課題 制度の実効性確保

〇公共工事品確法基本方針

第１ 公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項
（中略）・ ・ ・ ダンピング受注を防止するための適切な措
置を講じていないこと等により、公共工事の品質確保が
困難となるおそれがある低価格での契約の締結を許容し
ている発注者の存在も指摘されており、・ ・ ・

適切な低入札価格調査基準又は
最低制限価格を設定

調査基準価格を下回った金額で入
札した者に対しての適切な調査の
実施

一 定の価格を下回る入札を失格と
する「価格による失格基準」の積極
的な導入・ 活用

ダンピング受注を防止するための
適切な措置が講じられていない

発注関係事務を適切に実施するこ
とができない脆弱な体制

不良・ 不適格業者が排除されてないおそれ
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ダンピング受注の防止・更なる強化の徹底 中部ブロック発注者協議会



①価格による失格基準

〇 低入札価格調査の実効性を確保するために、自治体の実情に応じて、以下のいずれかの制
度を導入し、組み合わせて活用することなどにより、不適格な業者を排除することが必要

①価格による失格基準

②特別重点調査制度（低入札価格調査より厳格な調査の実施）

③施工体制確認型総合評価制度

直接工事費 共通仮設費

90% 80%

現場管理費 一 般管理費

80% 30%

②特別重点調査制度 ③施工体制確認型総合評価制度

予定価格

調査

対象

調査対象外調査対象外

中央公契連
モデル

調査

対象

乖離が大きいのに
排除が徹底されな
いとダンピング対策
の実効性が弱まる

調査基準価格

失格基準価格

失格

＜直轄工事の例＞
○予定価格が１億円以上の工事を対象
○各費用のいずれかが、予定価格の積算内訳に次に掲げる率
を乗じて得た金額に満たない場合

制度を導入しておくことが
ダンピング受注への抑止力
という観点からも有効
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低入札調査基準価格を下回る受注における制度の実効性確保の徹底 中部ブロック発注者協議会



【範囲】

予定価格の 7.0/10

～9.0/10

【計算式】

直接工事費×0.95

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.80

・一般管理費等 ×0.55

上記の合計額 ×1.08

H25.5.16～

（注）計算式により算出した額が上記の「範囲」を上回った（下回った）場合には、上限（下限）値で設定。

【範囲】

予定価格の 7.0/10

～9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.95

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等 ×0.55

上記の合計額 ×1.08

H28.4.1～

【範囲】

予定価格の 7.0/10～

9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.97

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等 ×0.55

上記の合計額 ×1.08

H29.4.1～

【範囲】

予定価格の 7.5/10～

9.2/10

【計算式】

・直接工事費×0.97

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等 ×0.55

上記の合計額 ×1.08

H31.4.1～

中央公契連モデル

算定式の意味
材料費、労務費等

運搬費、準備費等 現場労働者

に係る費用

会社運営に係る費用

【範囲】

予定価格の 7.5/10

～9.2/10

【計算式】

・直接工事費×0.97

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等 ×0.68

上記の合計額 ×1.08

R4.4.1～
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中央公契連モデルの算定式の意味 中部ブロック発注者協議会

算定式は、直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費等のうち、適正に工事を履行 する
上で最低限必要な費用（義務的経費）の峻別により設定されたもの

この基準額を下回る場合は、通常であれば適正に工事を履行することができないおそれがある
ことから、具体的な判断基準を定め、これを公表するとともに適切に運用すること。



○受注者が契約の締結と同時に付する必要のある保証の額の引上げ

○受注者が請求できる前払金の額の縮減

○監理技術者に加え、受注者は同等の要件を満たす技術者等を
現場に追加配置

手抜き防止
（品質確保の徹底）

Construction  
Quality

～工事品質～

しわ寄せ排除

Cost
～下請費用～

不履行への
対応強化

（発注者の備えの強化）

Contract
～契約の履行～

○調査基準価格を下回る受注に伴って、手抜き工事、下請しわ寄せ、契約不履行につながらないよう、工事品質・
下請代金・契約履行（３Ｃ）徹底のため５つの措置を推進（ダンピング受注３Ｃ徹底のための『かきくけこ』の推進）

※今後、履行確保措置の実施について、自治体へ取組の強化を要請し、入契調査等を通じてフォローアップ

技術者の増員

監督・ 検査の強化

下請業者への
公正・ 透明（クリア）な

支払の確認

工事請負契約に係る
指名停止措置の強化

○下請代金の不払いや支払い期間が不適切でないか等元請下請
双方に調査の上確認。（指導が必要と考えられる場合は、 許可
行政庁へ立入り検査等を要請）

契約保証額の引上げ等

Construction  
Quality

～工事品質～

Cost
～下請代金～

Contract
～契約の履行～

○施工体制や監理技術者の専任制の把握確認について要領に基づく
点検の徹底に加え、施工状況を踏まえて随時点検を実施

（か） ○モニターカメラ等の設置による施工状況の把握、不可視部分の 出来形
管理のためのビデオ撮影の義務づけ、施工計画書の内容の ヒアリン
グの実施など、発注者の監督・検査等を強化

（き）

（く）

（け）

（こ） ○粗雑工事を生じた場合の工事請負契約に係る指名停止措置の強化
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低入札調査基準価格を下回る受注における履行確保措置の徹底 中部ブロック発注者協議会



◇ 取引価格を反映した適正な請負代金の設定や納期の実態を踏まえた適正な工期の確保に加え、本年実施したモ
ニタリング調査の結果も踏まえ、スライド条項の適切な設定・運用や必要な契約変更の実施について要請

「労務費、原材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保について」

公共・民間それぞれの標準約款に記載され
ている請負代金や工期の変更に関する規定
（スライド条項等）を適切に設定すること

契約締結時

それらの規定を適切に
運用すること

受注者や下請から協議の申出があった場合は
適切に応じること等により、状況に応じた必要な
契約変更を実施するなど、適切な対応を図るこ
と

契約締結後

◇ 各関係者における取組の推進に向け、通知先に応じてそれぞれ以下を周知
・ 下請企業等との取引において円滑な価格転嫁を進めるため、発注者との契約においても適切な対応を図ること
・ 資材業者等に対しても同様の配慮を行うこと

・ 建設工事の受注者は、発注者が事業を推進する上での重要なパートナーであり、また、受発注者間の価格の転嫁が元
下間・資材業者等への転嫁に当たっても重要となることから、適切な対応を図るべきこと

◇ 価格転嫁に関する相談等を「建設業フォローアップ相談ダイヤル」にて受け付けている旨周知

・ 資材単価の改定を月ごとなど適時に行うこと、状況等を踏まえて単価設定のための調査の時期の前倒し・頻度の増加等

の対応をとること、可能な限り最新の時点の単価を用いて積算すること等により、原材料費の最新の取引価格を請負代金
へ適切に反映すること

公共
発注者

（令和４年４月２６日２０２２０４２６製局第１号・国不建第５６号、経産省製造産業局長・国交省不動産・建設経済局長→ 日本アスファルト合材協会、建設業者団体、公共発注
者、民間発注者）

「ストレートアスファルト等の原材料費の上昇分のアスファルト合材価格への適切な転嫁について」

◇ アスファルト合材の取引に関係する事業者に対し、アスファルト合材について、原材料費の上昇分を適切に価格へ
転嫁できるよう、当事者間で十分に協議の上適正な取引価格を設定するなど、適切な対応を図ることを働きかけ
◇ 公共・民間発注者に対しても、同様に、適正な請負代金の設定や必要な契約変更の実施について要請

適切な価格転嫁、取引の適正化に向けて、官民協働で取組を推進

（令和４年４月２６日国不建第５２号～第５５号、国交省不動産・建設経済局長→ 建設業者団体、公共発注者、民間発注者）

民間
発注者

建設業者
団体

（両省の連携により発出）
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適切な価格転嫁に向けた発注者等への周知徹底について 中部ブロック発注者協議会



●資材価格調査
４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ １０⽉ １１⽉ １２⽉ １⽉ ２⽉ ３⽉ ４⽉ 備 考

価格変動の⼤きい資材
⽣コン、鋼材、As他
（物価版掲載品）

地区別資材
【3,725品⽬】

価格変動の⼩さい資材
⼆次製品等その他資材

【3,575品⽬】

年間同一単価

毎月単価更新（市況の反映）

半期での単価更新 半期での単価更新

追加調査実施

調査時期の前倒し

資材価格調査について 中部ブロック発注者協議会
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中部ブロック発注者協議会

（３） 各機関の取り組みについて

令和４年６月

資料 ６



Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

中部地方整備局の取組み

令和４年６月

中部ブロック発注者協議会

1



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT１．地方自治体等支援（取組み）

相談窓口の設置・情報共有

協 議 会 事 務 局 に お け る 取 組 み （Ｒ ４）

研修・講習会の実施（実施時期は適宜）研修・講習会の実施（実施時期は適宜）

・改正品確法運用指針等の講習会を各県部会にて開催

・直轄の工事監督・検査担当職員研修、中部地整研修への自治体職員受入

・直轄工事の検査に自治体職員の臨場立会

・地方自治体の講習会・研修への講師派遣

直轄工事検査への臨場立会（立会時期は秋頃から２月まで）直轄工事検査への臨場立会（立会時期は秋頃から２月まで）

人的支援（支援時期は適宜）

・地方自治体の総合評価審査委員会へ委員として職員を派遣

外部からの支援体制の活用外部からの支援体制の活用

・中部ブロックで「公共工事発注者支援機関の評価制度」を設立し活用

・公共工事品質確保の相談窓口を設置

・改正品確法受注者アンケート（窓口）の設置

認定機関として［土木］５機関 ［建築］５機関を認定 （令和4年6月9日現在）

2
研修・講習の講師派遣、検査等の臨場立会の依頼につきましては、総括窓口の本局技術管理課まで、窓口への相談等につ
きましては、近隣の県代表事務所または本局技術管理課までご連絡をお願いします



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

3

１．地方自治体等支援（窓口一覧）

◆相談窓⼝⼀覧 （R4.4.1現在）
事務所名等 役職 担当者名 連絡先【電話】

⽊曽川上流河川事務所 副所⻑(技) 神本　崇 ０５８－２５１－１３２１
岐⾩国道事務所 副所⻑(技) 岩⽥　明 ０５８－２７１－９８１１
静岡河川事務所 副所⻑(技) 桃⽊　優⼀ ０５４－２７３－９１００
静岡国道事務所 副所⻑(技) 浅井　聡 ０５４－２５０－８９００
清⽔港湾事務所 副所⻑(技) 和⽥　尚久 ０５４－３５２－４１４６

庄内川河川事務所 副所⻑(技) 浅井　慎⼀ ０５２－９１４－６７１１
名古屋国道事務所 副所⻑(技) 奥出 克 ０５２－８５３－７３２０
名古屋港湾事務所 副所⻑(技) 飯⽥　基 ０５２－６５１－６２６６
三河港湾事務所 副所⻑(技) ⼭⼝　孝昭 ０５３２－３２－３２５１
三重河川国道事務所 副所⻑(技) 岡村　和久 ０５２－２２９－２２１１
四⽇市港湾事務所 副所⻑(技) 細川　浩⼆ ０５９－３５１－１３５７
天⻯川上流河川事務所 副所⻑(技) 菊池　五輪彦 ０２６５－８１－６４１１
飯⽥国道事務所 副所⻑(技) 市川　英敏 ０２６５－５３－７２００
『改正品確法運⽤指針』に関するご相談は、上記担当者を窓⼝と致しますが、各事務所に設置の地域総合⽀援室「担当者」
でも受け付けます。その他事務所

村瀬　昌康 ０５２－９５３－８１９７

静岡営繕事務所

静岡県
（公共建築相談窓⼝）
技術課⻑ ⽩⾦　秀俊 ０５４－２５５－１４２１

公
共
⼯
事
発
注
者
⽀
援
本
部

総務部
企画部
港湾空港部

（総括窓⼝）
技術管理課　課⻑補佐

岐⾩県

愛知県

三重県

⻑野県

県
代
表
事
務
所

０５２－９５３－８１３１⽥島　健

営繕部

本　局
（公共建築相談窓⼝）
技術・評価課　建設専⾨官



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

 建設業の新３K（給与・休暇・希望）を実現するため、国⼟交通省直轄⼯事において各種モデル⼯事（総合
評価や成績評定での加減点）などの取組を実施。

 中⻑期的な建設業の担い⼿を確保し、地域の安全・安⼼や経済を⽀える。

２．担い手確保に向けた取組み

4

給与
「労務費⾒積り尊重宣⾔」

促進モデル⼯事★

• ⽇建連による「労務費⾒積り尊重宣
⾔」を踏まえ、下請企業からの労務費
⾒積を尊重する企業を、総合評価や
成績評定において優位に評価。

• R2.1⽉より⼤規模⼯事を対象に、関
東地整で先⾏的にモデル⼯事を発注。

• R2年度は全国でモデル⼯事を発注。
 促進モデル⼯事︓24件

※R3年度は集計中

CCUS義務化モデル⼯事等★

• 新たに、⼀般⼟⽊において、CCUS活
⽤の⽬標の達成状況に応じて成績評
定を加減点するモデル⼯事を発注。

＜R2年度の公告件数＞
 義務化モデル⼯事︓26件
 活⽤推奨モデル⼯事︓43件

※R3年度は集計中

希望
i-Constructionの推進★

• 建設現場の⽣産性を向上するため、必
要経費の計上とともに総合評価や成績
評定を加減点する「ICT施⼯」を発注。

＜これまでの実績＞
 584件(H28年度)

→918件(H29年度)
→1,104件(H30年度)
→1,890件(R1年度)
→2,396件(R2年度)

※R3年度は集計中

中⻑期的な発注⾒通しの公表
• 改正品確法を踏まえ、R2年度より中⻑

期的な⼯事発注⾒通しを作成・公表。

誇り・魅⼒・やりがいの醸成
• 建設業のリブランディングに向けた提⾔を

R2.1にとりまとめ。

休暇
週休2⽇対象⼯事★

• 週休2⽇の確保状況に応じて、労務
費等を補正するとともに、成績評定を
加減点する「週休2⽇対象⼯事」を
発注。

＜これまでの実績＞
 165件(H28年度)

→1,106件(H29年度)
→3,129件(H30年度)
→4,835件(R1年度)
→6,853件(R2年度)
※R3年度は集計中

適正な⼯期設定指針
• 適正な⼯期を設定するための具体

的・定量的な指針をR2.3に策定・公
表。

＜主な内容＞
施⼯実⽇数のほか、準備・後⽚付

け期間、休⽇、天候等を考慮
余裕期間制度の原則活⽤
受発注者間の⼯事⼯程の共有
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２．担い手確保に向けた取組み

5

 建設業の重要性を認識し、担い⼿確保に資するよう災害現場に従事する⽅に焦点を当てた広報戦略を展開

・熱海⼟砂災害での対応を事例にとり、災害現場に従事する作業員に
焦点を当てた取り組み動画を作成。

・各県の建設業協会等へ⽔平展開

動画作成（⽇建連作成）

⼀過性とならないように

繰り返し広報のため
・⽇建連のHPに「建設業に従事する作業員」を紹介するコンテンツとし
て、各建設 業協会作成動画（⼜は写真）を集めたライブラリーを作
成する

・中部地⽅整備局HP（リクルートサイト）に「建設業に従事する作業
員」を紹介する コンテンツを作成し⽇建連HPのリンク付けを⾏う

・YouTubeへの投稿を⽬指す
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３．施工時期等の平準化の取組み（国としての取組み）

①国庫債務負担行為の積極的活用

適正な工期を確保するための国庫債務負担行為（2か年国債（注1） 及び

ゼロ国債（注2））を上積みし、閑散期の工事稼働を改善

〈2ヶ年国債＋当初予算におけるゼロ国債〉

令和２年度：約3,200億円 （平成31年度：約3,200億円）

※平成29年度から当初予算におけるゼロ国債を設定（業務についても平成31年度から新たに設定）

※令和２年度の内訳は、2ヶ年国債 約2,000億円、ゼロ国債 約1,200億円（業務含む）

③地方公共団体等への働きかけ

地域発注者協議会等を通じて、自治体ごとの平準化の進捗や取組状況の見える化
を図るとともに、取組の進んでいない自治体に対して直接ヒアリングなども行いながら、
継続的にフォローアップを実施。

注１：国庫債務負担行為とは、工事等の実施が複数年度に亘る場合、あらかじめ国会の議決を経て後年度に亘って債務を負担（契約）
することが出来る制度であり、２か年度に亘るものを２か年国債という。

注２：国庫債務負担行為のうち、初年度の国費の支出がゼロのもので、年度内に契約を行うが国費の支出は翌年度のもの。

②地域単位での発注見通しの統合・公表の更なる拡大
全ブロックで実施している国、地方公共団体等の発注見通しを統合し、

とりまとめ版を公表する取組の参加団体を拡大
※参加状況の推移：平成29年3月時点：約500団体（約25%）→令和元年11月時点：1946団体（約97%）
国、特殊法人等：205/213、都道府県：47/47、政令指定都市：20/20、市町村：1674/1722（令和元年11月時点）

発注見通しの統合・公表のページ（イメージ）

国土交通省直轄工事 稼働件数・金額の推移（全国）

発注者は積極的に計画的な発注や施工時期の平準化のための取組を実施する。
具体的には、中長期的な工事の発注見通しについて、地域ブロック単位等で統合

して公表する。また、繰越明許費・債務負担行為の活用や入札公告の前倒しなどの
取組により施工時期の平準化に取組む

6
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現在、入札情報サービス（ＰＰＩ）において、工事単位の発注見通しを掲載

事業計画通知に記載している事業（プロジェクト）の情報を
中長期的な見通しとして追加

対象事業 ： 直轄事業のうち、河川・道路・公園事業

令和２年１０月より追加して公表

7

３．施工時期等の平準化の取組み（中部地整としての取組み）
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４．週休２日確保に向けた取組み状況（直轄全体）

8
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※国⼟交通本省資料より抜粋

➤ 改正労働基準法（平成３０年６月成立）による時間外労働規制が令和６年４月から建設業に適用されることを

踏まえ、直轄工事において週休２日工事、週休２日交替制モデル工事を順次拡大。

➤ 中部地方整備局では、本官工事においては平成２９年度より発注者指定で完全週休２日、分任官工事においては

令和３年度より発注者指定で週休２日の取り組みをおこなっている。

週休２⽇⼯事の
取組⽅針（全国）

本官工事

分任官工事

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度より時間外労働規制適用

５０％⽬標
7０％⽬標

週休２⽇⼯事の
取組⽅針（中部）

週休２⽇⼯事の
取組⽅針（全国）

週休２⽇⼯事の
取組⽅針（中部）

受注者希望

発注者指定 週休２⽇（４週８休）

発注者指定 完全週休２⽇（⼟⽇祝⽇閉所）

発注者指定 完全週休２⽇（⼟⽇祝⽇閉所）
(Ｈ２９年７⽉〜）

発注者指定 週休２⽇（４週８休）

受注者希望 週休２⽇

発注者指定 週休２⽇（４週８休）
(Ｒ３年１０⽉〜）受注者希望 週休２⽇

(Ｈ２９年７⽉〜）

３億円以上

３億円未満

４．週休２日確保に向けた取組み状況（直轄全体）
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週休２⽇⼯事として発注：92%（計1090⼯事）

対象外 発注者指定

令和２年度（全1180⼯事）

※R4.3末時点の集計情報

交替制モデル

➤ 発注者の取組として、令和３年度（１０月以降）より、分任官を発注者指定の工事発注

➤ 令和３年度は令和２年度に比べ発注者指定が増加。

➤ 令和４年度からは、災害復旧工事等を除き、すべての工事で発注者指定

受注者希望

77％12％8％ 3％

37％52％4％ 7％

令和3年度（全852⼯事） 週休２⽇⼯事として発注：96%（計815⼯事）

対象外 発注者指定 交替制モデル受注者希望

Ｒ２に⽐べ発注者指定が増加 ※受注者希望型がなくならないのは取り組みがＲ３年１０⽉のため

４．週休２日確保に向けた取組み状況（直轄全体）

10
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４．週休２日確保に向けた取組み状況（中部地整）

11
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1%

23%

3%

6%

8%

59%

＝週休２日取得を進める工事現場環境が改善が必要＝
➤ 令和２年度は発注者指定型で１割、受注者希望型で３割 が未達成
➤ 達成できない工事は、工程管理が難しいが多い

発注者指定型の実施状況 受注者希望型の実施状況

週休2⽇実施意思なし

4週6休未満で⼯事完成

4週6休で⼯事完成

4週7休で⼯事完成

週休2⽇達成を⽬指し
施⼯中

週休2⽇（相当）で
⼯事完成（4週8休）

※R43.末時点の集計情報

10%

38%
52%

計146⼯事 計905⼯事

4週8休未満で⼯事完成

週休2⽇達成を⽬指し
施⼯中

週休2⽇で⼯事完成
（4週8休）

４．週休２日確保に向けた取組み状況（令和２年度）
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５．適正な工期設定の取組み

工期の設定に当たっては、工事の内容、規模、方法、施工体制、地域の実情等を踏まえた施
工に必要な日数のほか、工事に従事する者の休日、工事の実施に必要な準備・後片付け期間、
天候その他のやむを得ない事由により工事の実施が困難であると見込まれる日数等を考慮する。
また、週休２日の日数についても、その分の日数を適正に考慮する。

準備期間 後片付け期間

工種区分 従前の設定 最低必要日数 従前の設定 最低必要日数

鋼橋架設工事 30～150 日 90 日 15～20 日

20日

ＰＣ橋工事 30～90 日 70 日 15～20 日

橋梁保全工事 30～50 日 60 日 15～20 日

舗装工事（新設工事） 30～50 日 50 日 15～20 日

舗装工事（修繕工事） 30～40 日 60 日 15～20 日

道路維持工事 30～50 日 50 日 15～20 日

河川維持工事 30～50 日 30 日 15～30 日

電線共同溝工事 30～50 日 90 日 15～20 日

準備・後⽚付け期間の⾒直し

○ 工事規模や地域の状況に応じて、準備・後片付けに最低限必要な日数を設定

■直轄工事における適正な工期の設定に向けた取組

13
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５．適正な工期設定の取組み

余裕期間制度の活⽤

○実工期を柔軟に設定できるよう6ヶ月を超えない範囲で余裕期間を設定する制度

余裕期間

実工期

発注時

契約時

実工期

発注時

余裕期間

全体工期＝余裕期間＋実工期

実施工事期間

契約時

実工期

①「発注指定方式」 ： 余裕期間内で工期の始期を発注者があらかじめ指定する方式

②「任意着手方式」 ： 受注者が工事開始日を余裕期間内で選択できる方式

余裕期間

余裕期間

工期の始期を指定

範囲内で受注者が契約時に選定
実工期期間は変更出来ない

③「フレックス方式」 ： 受注者が工事始期と終期日を全体工期内で選択できる方式

※）全体工期内で受注者が実工期を選択

工期の始期を選定

工期の始期を選定 工期の終期を選定

受注者が工期を選定

※１ 余裕期間 ： 技術者の配置必要なし、現場着手してはいけない期間（資機材の準備は可、現場搬入不可）
※２ 実工期・実施工事期間 ： 技術者の配置必要、準備・後片付け期間を含む。

■直轄工事における適正な工期の設定に向けた取組
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５．適正な工期設定の取組み

■直轄工事における適正な工期の設定に向けた取組

⼯期設定⽀援システムの活⽤

○ 工期設定に際し、歩掛かりごとの標準的な作業日数や、標準的な作業手順を
自動で算出する工期設定支援システムを導入

工期設定支援システムの主な機能

① 歩掛毎の標準的な作業日
数を自動算出

② 雨休率、準備・後片付け
期間の設定

③ 工種単位で標準的な作業
手順による

工程を自動作成

④ 工事抑制期間の設定

⑤ 過去の同種工事と工期日
数の妥当性の
チェック

15



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

５．適正な工期設定の取組み

⼯事⼯程の受発注者間での共有

○ 施工当初段階において、工事工程のクリティカルパスと関連する未解決課題の対応者・対応時期に
ついて共有することを受発注者間でルール化

＜工事工程共有の流れ＞

① 発注者が示した設計図書を踏まえ、
受注者が施工計画書を作成

② 施工計画に影響する事項がある場合
は、その内容と受発注者間の責任分
担を明確化

③ 施工途中で受注者の責によらない
工程の遅れが発生した場合は、それ
に伴う必要日数について必ず工期変
更を実施

■直轄工事における適正な工期の設定に向けた取組

16

クリティカルパス

工事工程（イメージ）
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○建設現場の生産性向上（i-Construction）の優れた取組を表彰し、ベストプラクティスとして広く紹介することによ
り、i-Constructionを推進することを目的に、平成29年度に「i-Construction大賞」を創設。

○令和３年度の受賞者として、計22団体（国土交通大臣賞 5団体、優秀賞 17団体）を決定し、授与式を開催。

■令和３年度 ⼤⾂賞受賞団体の取組
○⼯事・業務部⾨

表彰の種類 団体名 発注
地整等

国⼟交通⼤⾂賞 中電技術コンサルタント株式会社 近畿
優秀賞 株式会社⽟川組 開発局
優秀賞 株式会社本間組 東北⽀店 東北
優秀賞 清⽔・五洋特定建設⼯事共同企業体 関東
優秀賞 アジア航測株式会社 関東
優秀賞 真柄建設株式会社 ⽯川県
優秀賞 朝⽇丸建設株式会社 中部
優秀賞 ユウテック株式会社 三重県
優秀賞 株式会社 第⼀⼟⽊ 近畿
優秀賞 株式会社増岡組 中国
優秀賞 パシフィックコンサルタンツ株式会社 中国
優秀賞 東亜建設⼯業株式会社 四国⽀店 四国
優秀賞 ⼤成・ＩＨＩインフラ・⼋⽅地域維持型建設共同企業体 九州
優秀賞 株式会社ホープ設計 沖縄

○地⽅公共団体等の取組部⾨
表彰の種類 団体名 地域

国⼟交通⼤⾂賞 栃⽊県 関東
優秀賞 札幌市 北海道
優秀賞 ⾙塚市 近畿

○ i-Construction推進コンソーシアム会員の取組部⾨
表彰の種類 団体名 本社

所在地
国⼟交通⼤⾂賞 スキャン・エックス株式会社 東京都
国⼟交通⼤⾂賞 株式会社⼤林組 東京都
国⼟交通⼤⾂賞 株式会社アンドパッド 東京都

優秀賞 株式会社加藤組 広島県
優秀賞 清⽔建設株式会社 東京都

オンライン点群処理プラットフォーム「スキャン・エックス」
【スキャン・エックス株式会社】

ICT建機の施工履歴データとDX統合型
クラウドを使った生産性向上への取組

【株式会社大林組】

ＵＡＶの自律飛行による天然ダムおよび
砂防関係施設の点検・調査

【中電技術コンサルタント株式会社】

スマートフォンを活用した維持管理体制のDX化
【栃木県】

クラウド型建設プロジェクト管理サービス
「ANDPAD」

【株式会社アンドパッド】

■令和３年度表彰式（R4.3.7）
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６．中部地方整備局インフラDX推進(i-Construction大賞)
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○建設現場の生産性向上（i-Construction）の優れた取組を表彰し、ベストプラクティスとして広く紹介することにより、
i-Constructionを推進することを目的に、平成29年度に「i-Construction大賞」を創設。

○令和３年度からは、中部地域におけるインフラ分野のDXの更なる普及を目指し、中部 DX 大賞を創設しました。

■令和３年度 中部DX⼤賞 受賞団体の取組（例）

18

【 T-iDigital Field 】現場管理システム
【大成建設株式会社】

i３次元設計データをＩＣＴ土工以外の様々な場面で活用し、現場の生産性向上
【朝日丸建設株式会社】

中部地方整備局
６．中部地方整備局インフラDX推進(中部DX大賞)
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施設紹介

１階 体験エリア ２階 研修エリア

AR(拡張現実)体験

現地で簡単に図面などの
データ確認ができる体験と
して、埋設物が風景と重ね
合わせて表示される端末
の体験ができます。

3次元設計技術の紹介

３次元の設計ソフトが使え
るＰＣがあり、３次元設計
データを触る体験や活用事
例の紹介をしています。

VR(仮想現実)体験

３次元設計データで作られた空
間へ入る体験ができます。不
具合の有無や完成イメージの
確認、安全対策の検討などの
体験ができます。

遠隔操作技術の紹介

危険な場所など離れ
た安全な場所から、
遠隔で建設機械を操
作する技術を紹介し
ています。

インフラＤＸ研修

３次元の設計ソフトが使えるＰＣや大型モニタ、ス
クリーンのある研修スペースです。高速・大容量通
信設備を用いて、災害復旧では現地に即時に高
度な技術支援することもできます。

現地と離れた会議室を
通信で結び、ウェアラブ
ルカメラを用いた、会議
や検査を想定した体験
ができます。

遠隔臨場体験

中部インフラＤＸセンターの⾒学および講習の案内は、ＨＰに掲載しています。
（https://www.cbr.mlit.go.jp/kikaku/dx/infrastructure_dx.html）
【⾒学】体験にあたっては事前予約が必要です。(問合せ先:中部技術事務所

技術活⽤･⼈材育成課 e-mail:cbr-dxk-cg@milt.go.jp Tel(052)723-5704)
【講習】ＤＸに関する建設コンサルタントや施⼯会社の⽅も受講できます。
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中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

農林水産省
東海農政局１ 重点の取組み

①適切な工期の設定 （H29年度～）

準備期間（40日）、後片付け期間（15日）に係る標準日数を確保、工期末を３月上旬に設定し、適切な
工期を設定。

②国庫債務負担行為の一層の活用 （H27年度～）

工事の現場条件や施工内容などから必要となる工期を設定することを徹底。国庫債務負担行為の一
層の活用。 （平準化国債：令和３年度２件実施、令和４年度２件予定）

③「余裕期間制度」の試行 （H27年度～。令和３年度２件実施、令和４年度１３件予定））

工事の着手前の建設資材や労働者の確保等の準備期間として「余裕期間」を設定し、工事の円滑な
実施を確保。（任意着手方式、フレックス方式にも対応：令和２年１月１４日通知）

【通常工期】

【余裕期間を設定した工期】

契約日
（始期日）

工期末

着手日 工期末契約日

余裕期間の設定

現場稼働期間

（準備・後片付け含む）

現場稼働期間

（準備・後片付け含む）

国庫債務負担行為の活用

余裕期間

技術者等の配置
を要しない

当初予算

２箇年国債

単年度予算を考慮した
厳しい工期

基本年度

現場条件や施工内容を
適切に反映した工期

手続き 工期

翌年度

手続き 工期

（１）適切な工期の設定と工事の円滑な実施
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中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

農林水産省
東海農政局

○工事における週休２日の取得に要する費用の計上（令和２年４月１日通知）
休日を確保できる環境の整備を一層推進する観点から、週休２日の確保に当たって必要となる費用

（共通仮設費及び現場管理費）の計上を平成29年8月から試行。
令和４年４月の改正により、現場閉所の実態に応じて補正係数の一部を見直すとともに、施設機械工

事の据付工も含めた全ての労務を労務補正の対象とすることで、必要となる経費を適切に計上できるよ
う措置。 また、受注者希望方式における積算方式を、発注者指定方式と同様に当初予定価格から４
週８休を前提とした経費で積算。（受注者希望方式を試行、局契約工事において令和２年度より、令和
３年度からは全ての工事）

１ 重点の取組み（続き）

（２）週休２日制工事の実施

（３）施工現場における労働環境の改善

◯誰でも働きやすい現場環境の整備（令和３年３月31日通知）
誰でも働きやすい現場環境の整備(高機能トイレ、更衣室等）を促進する工事を試行。

（H29年度から全工事対象）

◯熱中症対策に資する現場管理費率の補正の試行（令和２年７月15日通知）
近年の夏季における猛暑日などの気候状況を考慮し、工事現場の熱中症対策に係る経費に関して、

工期に占める真夏日(気温30℃以上)の割合を考慮した補正値を現場管理費率に加算。

現場閉所率 ４週８休以上 ４週７休以上
４週８休未満

４週６休以上
４週７休未満

労務費 １．０５ １．０３ １．０１

機械経費（賃料） １．０４ １．０３ １．０１

共通仮設費（率分） １．０５ １．０４ １．０３

現場管理費（率分） １．０７ １．０５ １．０４

現場閉所率 ４週８休以上 ４週７休以上
４週８休未満

４週６休以上
４週７休未満

労務費 １．０５ １．０３ １．０１

機械経費（賃料） １．０４ １．０３ １．０１

共通仮設費（率分） １．０４ １．０３ １．０２

現場管理費（率分） １．０６ １．０４ １．０３
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中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

農林水産省
東海農政局２ その他の取組み

（２）設計変更の運用に係る改善
① 設計変更ガイドライン（円滑な設計変更のために）（平成30年３月13日通知）

設計変更の対象範囲について、具体例を示して説明。H30改定では任意仮設における考え方等を追
加。

② 工事一時中止ガイドラインの制定 （令和２年４月28日通知）
過年度に定めた、工事一時中止ガイドライン(案)の「増し分費用の考え方」を、「工事における工期延

長等に伴う増加費用の積算方法について（令和2年4月1日農村振興局長通知）」に即して見直すととも
に、(案)をとり、工事一時中止ガイドラインとして制定。

（１）予定価格の設定に係る改善
① 施工箇所が点在する工事の積算方法について（平成29年８月21日通知）

同一工事で施工箇所が点在する場合において、工事箇所ごとに共通仮設費及び現場管理費を算出
できる適用範囲について、従来の｢点在範囲５㎞超｣から｢１㎞超｣に見直し。

② 工事の労務単価の前倒し改定 （令和４年２月18日通知）
工事の積算に適用する新たな労務単価（従来単価に比べ、平均2.5%上昇）について、通常４月に改定
する単価を３月から前倒し適用。

（３）工事における精査積算方式の試行 （令和元年12月20日通知）
現場条件に不可視部分（土質、地下水量、地下埋設物等）を含む場合の施工に関する仮設工におい

て、受注者が仮設工に係る設計を行い設計に要した費用を工事と一括して精査し、契約変更を行う精査
積算方式の試行に取り組むよう通知。 （令和３年度３件実施）
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中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

仮設工

(参考)精査積算⽅式の試⾏

実施設計

積算 発注手続 工事

実施設計

積算 発注手続 工事仮設設計

基本設計

基本設計

従来⽅式

精査積算⽅式

仮設計画が省略でき
ることから業務工期と
積算期間が短縮

余裕期間が確保で
き、現場着手前に
仮設計画を検討

受注者の合理的
な仮設工により
工期が短縮

⼯事契約

⼯事契約

【ポイント】

土質や地下水等の施工条件が不確定な仮設計画に時間をかけず、工事契約後に地質調査や仮設計画の検
討を受注者が実施することで、円滑な工事発注や合理的に工事を進めることが可能。

コンサルタントと事業所担当
者が仮設計画に労力と時間を
浪費する傾向

農林水産省
東海農政局
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中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT２ その他の取組み（続き）

農林水産省
東海農政局

（６） 「情報化施工技術を活用した工事の試行について」の一部改正（令和３年３月31日通知）
情報化施工技術の活用を図るため、対象工種に舗装工事を新規に追加するとともに、UAV空中写真

測量でUAVに自己一認識機能がある場合は標定点設置を省略可能とする等について改訂。

（７）設計業務における受発注者間の情報共有システムの活用（令和２年７月15日通知）
平成３１年度から原則全ての工事で活用してきたところであるが、設計業務においても受発注者間の

コミュニケーションの円滑化、受発注者の事務負担の軽減等のため、書類の電子化を徹底。

（４）ワーク・ライフ・バランス等推進企業を評価する取組の試行（令和２年３月30日通知）
ワーク・ライフ・バランス等推進企業を評価する取組について、これまで一部工事を対象としていたが、

総合評価落札方式を実施する全ての工事に適用を拡大。

（５）「情報化施工技術のガイドライン」の一部改正 （令和２年４月１日通知）
情報化施工技術の積極的な活用を図るため、平成29年３月に「情報化施工技術のガイドライン」を策

定し、ほ場整備工事の基盤造成をUAV・TLS出来形管理の対象工事に追加、総合評価落札方式の企業
評価や工事成績評価において加点措置。
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中部ブロック発注者協議会

岐阜県部会の取組状況について
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１．岐阜県部会の取組

２．岐阜県の取組
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中部ブロック発注者協議会

１．岐阜県部会の取組
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岐⾩県

岐阜県公共事業執行共同化協議会 H19.11.1設立

会 長：関市（市長会会長）
副 会 長：輪之内町（町村会会長）
協議会員：県内全市町村、県

協議会

部会

幹事会

事務局

参加市町村

４１/４２

総合評価
審査部会

(設立H19.11.1)
代表：大垣市

人材育成
部会

(設立H19.11.1)
代表：各務原市

工事成績
評定部会

(設立H19.11.1)
代表：高山市

維持管理
部会

(設立H19.11.19)
代表：岐阜市

参加市町村

４２／４２

参加市町村

４２／４２

参加市町村

４２／４２

（R01.06.20 現在）

実施機関（委託先）
(公財)岐阜県建設研究センター

岐阜県公共事業執行共同化協議会 幹事会

幹 事 長：関市（市担当課長（会長指名））

副幹事長：輪之内町（町村担当課長（会長指名））

幹 事：岐阜市、大垣市、関市、多治見市、高山市（各圏域市町村担当課長１名以上）

岐阜県 県土整備部 技術検査課長

岐阜市、 岐阜県（技術検査課）

オブザーバー
中部地方整備局
企画部技術開発調整官

岐阜県公共事業執行共同化協議会における取り組み（１／４）

岐阜県公共事業執行共同化協議会の組織概要 （R4.6.1時点）

参加市町村 42/42

（５圏域毎に開催）

平準化等推進部会
（設立R01.8.19)

代表：岐阜県技術検査課
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平準化等推進部会

【組織】
・代 表：岐阜県技術検査課長
・副代表：岐阜県技術検査課建設技術企画監、各土木事務所副所長
・会 員：市町村の財務及び工務の管理職
・事務局：岐阜県技術検査課

区分 開催日

５圏域合同 令和４年２月１７日

■令和３年度 平準化等推進部会実績

岐⾩県岐阜県公共事業執行共同化協議会における取り組み（２／４）

【設立趣旨】
令和元年６月に品確法、建設業法、入契法（担い手３法）が改正され、施工時期の平準化など発注者の

責務等が明記されたことに伴い、岐阜県及び岐阜県内市町村が、これらの責務等を確実に実施し、働き
方改革、生産性の推進・向上を図るために、必要となる具体的取組みを積極的に推進することを目的とし
て、岐阜県公共事業執行共同化協議会（岐阜県部会）に平準化等推進部会（以下「部会」という。）を新た
に設置する。
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岐⾩県

各自治体が、公共工事の設計、入札、工事管理、検査、維持管理の各段階において、公平性、透明性の確保を図るとと

もに、事務の共同化による効率化を目的として「岐阜県公共事業執行共同化協議会」を設立。次の実務を（公財）岐阜県建
設研究センターがサポート。
①総合評価審査 ：学識経験者の意見聴取を行い、総合評価の審査を行って いる。
②人 材 育 成 ：人材育成に係る研修等を県及び市町村を対象に行っている。
③維 持 管 理 ：公共施設の維持管理計画を策定・推進する検討委員会に関する事務などを行っている。

全市町村（４２市町村）を対象とした協議会。
協議会の支援組織として、岐阜県建設研究センター（発注者支援機関）を活用。
・総合評価方式を用いて発注する自治体の「２７％」が協議会（総合評価審査部会）を活用。

令和３年度の岐阜県公共事業執行共同化協議会の実績

①総合評価審査（岐阜市を除く４１市町村）
・総合評価共同会議を ２４回 開催（会議形式 １２回、メール形式 １２回）
・審査案件 １１市町の１０９案件

②人材育成

・岐阜県建設研究センター主催 ２６講座（全２８回） ５５０人
・岐阜県社会基盤整備協会 等 ９講座（全 ９回） １６７人

合計 ３５講座（全３７回） ７１７人

○岐阜県公共事業執行共同化協議会の概要

○岐阜県公共事業執行共同化協議会の活動状況

岐阜県公共事業執行共同化協議会における取り組み（３／４）

令和４年度も岐阜県公共事業執行共同化協議会での活動及び活用を図る
4



岐⾩県

建設事業に関する調査、研究、研修、設計、積算、現場管理、建設ＩＣＴ等の業務を通じて、県内社会基盤の品質の確保
と県、市町村など自治体の発注者ニーズに応えられる「建設行政総合支援機関」。

公共工事の品質確保・更なる向上を目的として、中部４県の公共工事の発注者が『公共工事の品質確保の促進に関
する法律』の定めに基づき、発注関係事務を適切かつ公正に行うことができる者の選定に関する協力の一環としての公
共工事発注者支援機関に再認定され、次の業務を行っている。

①設計・積算補助（工事発注作業の補助業務）
②技術審査（総合評価方式の審査等）
③監督補助（現場での監督業務の補助）
④検査補助（工事の完成検査補助業務）
⑤用地業務補助（用地取得にかかる調査等補助業務）
⑥公共物管理業務（道路パトロール、河川パトロール等業務）
⑦橋梁点検・施設点検等
⑧長寿命化計画策定

○発注者支援機関（（公財）岐阜県建設研究センター）の概要

○発注者支援業務の内容

県、全市町村を対象に委託契約を締結し、令和３年度の実績は次のとおり。
・市町村「２１２件」＜２０８件＞、 県「７１件」＜５４件＞ ＜＞内は令和２年度

○発注者支援業務の活用状況

令和４年度も必要に応じて発注者支援機関を活用していく

岐阜県公共事業執行共同化協議会における取り組み（４／４）
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中部ブロック発注者協議会

２．岐阜県の取組
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項 目 取 り 組 み

①適正な利潤の確保

市

町

村

へ

の

取

り

組

み

展

開

②生産性向上

③労働環境改善

④人材育成

⑤魅力発信

概 要
 建設業は、地域の社会資本の整備・維持管理の担い⼿であるとともに、災害時の応急復旧や冬期の除雪作業など、地域の安全・安⼼の守り⼿であるが、
若年層の⾼い離職率に加え、就労者の⾼齢化による⼤量の離職が⾒込まれることから、将来の深刻な担い⼿不⾜が懸念されている。

 令和４年度は、ICＴの活⽤を促進するため、引き続き、ICTを活⽤したモデル⼯事やＩＣＴコーディネーターの派遣を⾏うほか、アフターコロナにおけ
る雇⽤情勢を⾒据え、新たに転職希望者等を対象とした建設業界への⼊職⽀援セミナーを開催するなど、取組みを拡充していく。

○適正な予定価格の設定
・実態に即した労務及び資材

単価の設定

○ダンピング受注対策
・低入札価格調査制度
・最低制限価格制度
・失格判断基準制度

○適切な設計変更
・設計変更ガイドライン

・工事の一時中止にかかるガイドライン

○ぎふ建設人材育成・
確保連携協議会

・人材育成・確保に関する
取組みの基本方針決定

・建設関連企業と学生の交
流サロン、ICT体験学習

・研修参加負担金支援
・WEB活用セミナー
・若手・女性技術者との意

見交換会

○ぎふ建設人材育成
リーディング企業認定制度

・制度の認知向上のためのPR
・認定企業の積極的なPR
・制度の質の維持・向上のた
めの認定企業支援セミナー

○施工時期の平準化
・ゼロ県債等を活用した発注時期の平準化
・フレックス工期契約制度の活用

○ＩＣＴを活用したモデル工事
（H29～）
・ICTコーディネーター派遣事業

○工事書類の簡素化
・情報共有システムの活用○総合評価落札方式での

評価
・建設工事
人材育成の取組を加点項目
とした試行を継続

・建設関連業務
人材育成の取組を加点項目
とした試行を継続

○週休２日制モデル工事（H29～）
○建設現場環境改善モデル工事（H29～）

○技術者及び企業の表彰
・優秀建設現場従事者表彰
・優良工事施工者表彰

○建設ICT人材育成センターの
管理・運営、スキルアップ支援

・ICTによる生産性向上研修の充実
・技術力・経営力向上研修の充実
・新人育成に関する研修の充実
・外国人材に関する相談窓口の案内
業務やセミナーの実施

○建設業関連団体（センター含む）
の魅力発信

・人材育成ｾﾝﾀｰHPでの情報発信
・工事現場見学会（工業高校、

教諭、女性、小中学生の親子）
・意見交換会（工業高校教諭と

建設業者、女性技術者等）
・工業高校ＯＢによる就職サポート

○保護者や小中学生等を対象とした
魅力発信、人材育成・確保支援

・小学生、中学３年生・高校生向け情報誌、
新聞への特集記事掲載

・ＰＲ冊子の配布、ＰＲ動画の配信
・中学生向け出前授業
・ＵＩターンの受入れ支援
・転職希望者等を対象とした業界セミナー
・高校生等の資格取得支援

○オール岐阜・企業フェスの開催
・建設産業のＰＲ

○設計業務の品質向上
○建設職人基本法

岐阜県計画の推進

○ウィークリースタンス

○建設職人基本法
岐阜県計画の推進
【再掲】

新規：赤（太字＋下線）、拡充：青（太字）

○建設ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ活用ﾓﾃﾞﾙ工事（R3～）

○社会保険未加入対策

・建設業許可・更新における適切な社会保険
加入の要件化

○法定福利費の適切な支払い

○情報機器を活用した現場遠隔
確認

○若手及び女性技術者の登用・育成を
支援するモデル工事

岐阜県の取り組み（１／６） 岐⾩県

7



岐阜県の取り組み（２／６） 岐⾩県

平成２６年度から任意着手方式として受注者が最大９０日間で工事開始日を選択することができる 「フレックス工期によ
る契約方式」を一部の工事で試行し、令和３年度から本格導入を行っている。
令和３年２月１５日から、発注者指定方式の適用を開始。

２．柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用）

当該年度で完成しないことが明らかな工事については、平準化の観点からも速やかに対応するため、平成２７年度から
繰越明許費の設定時期を１２月補正予算時点から９月補正予算時点に繰り上げて行っている。

３．速やかな繰越手続

年度当初時期の工事量の減少を緩和するため、平成２９年度からゼロ県債を９月補正予算で設定している。
なお、工事発注のほか調査設計業務についても対象としている。

１．債務負担行為の活用

令和３年度 単独事業 交付金、補助事業

ゼロ県債設定額 １０億円 ２０億円

議会提出 件数

令和３年度

９月議会 １０４

１２月議会 ６５５

３月議会 １，６００

合計 ２，３５９
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・発注者指定型で各土木事務所 Ａランク工事の８割以上、Ｂランク工事の２割以上
（Ａランク工事：年間約３６０件、Ｂランク工事：年間約５４０件）

・発注者指定型以外の工事であっても、初回打合せ時に施工者の取り組む意向を確認で

きた場合には、モデル工事とする。

岐阜県の取り組み（３／６） 岐⾩県

Ｈ２９ ： 発注者指定型 ３３件 受注者申入れ ０件 合計 ３３件
Ｈ３０ ： 発注者指定型 ４１件 受注者申入れ ８件 合計 ４９件
Ｒ０１ ： 発注者指定型 ７３件 受注者申入れ ６０件 合計 １３３件
Ｒ０２ ： 発注者指定型 １５４件 受注者申入れ １２７件 合計 ２８１件
Ｒ０３ ： 発注者指定型 ３３６件 受注者申入れ ２４５件 合計 ５８１件

週休２日制モデル工事について

令和４年度の対応

実施状況・入札結果

・平成２９年度～
県土整備部の発注工事

・令和２年度～
都市建築部（公共建築課を除く）、農政部、林政部の発注工事

対象工事
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岐阜県の取り組み（４／６） 岐⾩県

Ｈ２９ ： 発注者指定型 ３０件 受注者申入れ ０件 合計 ３０件
Ｈ３０ ： 発注者指定型 ９４件 受注者申入れ ３件 合計 ９７件
Ｒ０１ ： 発注者指定型 ２０２件 受注者申入れ １９件 合計 ２２１件
Ｒ０２ ： 発注者指定型 ２２２件 受注者申入れ １４件 合計 ２３６件
Ｒ０３ ： 発注者指定型 ３２８件 受注者申入れ ７４件 合計 ４０２件

令和４年度の対応

実施状況・入札結果

・平成２９年度～
県土整備部の発注工事

・令和２年度～
都市建築部（公共建築課を除く）の発注工事

・令和４年度～
農政部、林政部の発注工事（受注者申入れのみ）

対象工事

建設現場環境改善モデル工事について

・発注者指定型で各土木事務所の予定価格５，０００万円以上の工事は「快適トイレ」、「快適休憩所」、
「標準的な現場環境改善」の全項目、 ５，０００万円未満の工事は快適トイレに取り組む。

・発注者指定型以外の工事であっても、初回打合せ時に施工者の取り組む意向を確認できた場合には、
モデル工事とする。
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・発注者指定型で各土木事務所４件以上（全件数４４件）を実施予定（予定価格の縛りは無し）
・発注者指定型以外の工事であっても、初回打ち合せ時に施工者の取り組む意向を確認で

きた場合には、モデル工事とする。

岐阜県の取り組み（５／６） 岐⾩県

Ｈ２９ ： 発注者指定型 ４件 受注者希望型 １２件 その他 ２件 合計 １８件
Ｈ３０ ： 発注者指定型 ９件 受注者希望型 １８件 その他 ５件 合計 ３２件
Ｒ０１ ： 発注者指定型 １１件 受注者希望型 １５件 その他 ６件 合計 ３２件
Ｒ０２ ： 発注者指定型 ２６件 受注者希望型 １３件 その他 ７件 合計 ４６件
Ｒ０３ ： 発注者指定型 ４４件 受注者希望型 ４件 その他 ２３件 合計 ７１件

令和４年度の対応

実施状況・入札結果

・平成２９年度～
県土整備部の発注工事

・令和２年度～
都市建築部の発注工事（農政部、林政部は独自に運用）

・ＩＣＴを活用できる工種の拡大
Ｈ２９：土工1,000㎥以上 、 Ｈ３０：路盤2,000㎡以上 、 Ｒ０１：河川浚渫工
Ｒ０２：法面工(植生工・吹付工)、付帯構造物設置工、床掘工、地盤改良工(浅層・中層)
Ｒ０３：舗装修繕工(切削工)、法面工(吹付法枠工)、地盤改良工(深層)
Ｒ０４：構造物工（橋台・橋脚）

対象工事

ＩＣＴを活用したモデル工事について
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・発注者指定型で各土木事務所２件以上（全件数２２件）を実施予定
（原則予定価格４，０００万円以上の工事）

・発注者指定型以外の工事であっても、初回打ち合わせ時に施工者の取り組む意向を確認できた

場合には、モデル工事とする。

岐阜県の取り組み（６／６） 岐⾩県

Ｒ０３ ： 発注者指定型 １２件

令和４年度の対応

実施状況・入札結果

・令和３年度～
県土整備部の発注工事

・令和４年度～
都市建築部の発注工事

・条件、基準
事業者登録 ： 元請のみ。下請の登録は求めない。
技能者登録 ： １名以上
管理者ID登録 ： 当該現場の登録
ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞ設置 ： 実働日数３０日以上のICカード読取

対象工事

建設キャリアアップシステム活用モデル工事について
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ぎふ建設人材育成・確保連携協議会

会 長 ：企業代表
構成員 ：【産】 企業、建設関連団体（県建設業協会・県測量

設計業協会等）、(公財)岐阜県建設研究セン
ター

【学】 岐阜大学、岐阜高専、県高等学校教育研究会
（工業部会建設系分科会）

【官】 県、国（オブザーバー）等

【設置目的】 県内の建設人材を育成・確保するための対策に
ついて、その取り組み方針を決定

【基本方針】 取り組み方針に沿った事業を推進

【設 立 日】 平成３０年６月１３日

【会 員 数】 １８４社
（令和４年５月末現在）

産
（企業、団体等）

学
（大学、高専、高校）

官
（県等）

◎協議会に参画する各団体が連携・協働し、研修や魅力発信事
業を実施

将来の建設業を担う若者・女性・学生

産学官が一体となって入職者の増加及び若者の定着等を目指す 取り組み方針に基づき効率的かつ効果的に事業を展開

建設業の魅力発信

企業

建設ＩＣＴ
人材育成センター

建設業協会
測量設計業協会

等の団体

県

従業員の育成
企業PR

学校

現場見学会や
意見交換会の実施

各種研修の実施
ICT技術の普及 ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業認定

企業ﾌｪｽの開催

現場見学会、意見交
換会、企業フェス等
への参加

事業の中核拠点

協議会自主事業

建設ICT人材育成センター研修への参加支援
建設関連企業と学生の交流サロン実施
Web活用セミナー開催

協議会

ぎふ建設人材育成・確保連携協議会

岐阜県 担い手の育成・確保のための取り組み（１／９） 岐⾩県
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平成３０年４月に、建設業の人材育成・確保施策の推進拠点として、岐阜県建設研究センター内に設置。
建設現場における生産性向上のための研修や、建設業の魅力発信に関する事業等を行っている。

○建設業担い手育成事業 生産性向上に向けたICT担い手の育成や建設業者の技術力向上のための事業を実施。

○建設業担い手確保事業 建設業の魅力発信や新規入職者の確保、定着を図るための事業を実施。

Ｒ４計画回数 Ｒ３実施回数 Ｒ３受講者数

ICT土工の一括研修 １回 １回 ３９人

ドローン操作研修 ３回 ３回 ６９人

建設ICT PC研修 ２回 ２回 ４０人

建設ICT普及研修 ２回 ３回 １５２人

建設ICT技術研修 １０回 ９回 ２０７人

技術者基礎能力向上研修 ７回 ７回 ２０６人

技術力向上セミナー ５回 ５回 ２１５人

経営力向上セミナー ５回 ５回 ９５人

合 計 ３５回 ３５回 １，０２３人

Ｒ４計画回数 Ｒ３実施回数 Ｒ３受講者数

建設業担い手確保事業等のPR 通年 通年 －

中学生を対象とした建設ＩＣＴ体験学習 （１９回） （１３回） (約９８０人)

小・中学生の親子土木見学ツアー （１回） （中止） －

外国人材に関する相談窓口の案内業務 通年 通年 －

建設業初任者研修 １回 １回
１９人

建設業初任者フォローアップ研修 １回 １回

ＯＪＴ担当者研修 １回 １回 ２３人

合 計 ３回 ３回 ４２人

【受講者の感想】
・社会人としてレベルアップしたと共に、ますます建設業に興
味をもてた。
・今回の講習会を受講してOJTの目的や手順を明確に知るこ
とができた。
（建設業初任者研修、OJT研修）

・説明を聞くだけでなく自分で考えて発表する形式のため、良
い講習だった。
・講義内容が実践的で直に入ってくる。
（技術力向上セミナー）

・建設ICTの一連の流れがよく分かった、活用にむけ取り組ん
でいきたい。
・ドローンが建設業でどう活用できるか、操作体験を通じよく分
かった。
（建設ICT技術研修）

建設ＩＣＴ人材育成センター

岐阜県 担い手の育成・確保のための取り組み（２／９） 岐⾩県
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建設関連企業の技術者と学生の交流を通して、学生が抱える建設業界への不安や疑
問を拾い上げるとともに、それらを解消し、さらに建設関連業の魅力を伝えることで、建
設業界への就職促進や就職後のミスマッチの防止を図る。

○令和４年度予定

開催時期：６月～１月
開催回数：１５回（１２校）
対 象 者：高校１～２年生
実施概要：①企業自己紹介

②グループワーク（建設業の良いイメージ、悪いイメージのまとめ）
③意見交換
④グループワーク（意見交換を経てのイメージの変化）
⑤グループ発表
⑥総括

○令和３年度実績

開催時期：１１月～１２月
開催回数：８回（７校 ／ 岐阜総合学園（11/5）、岐阜農林（11/15,16）、岐阜工業（11/22）、大垣工業（11/24）、

飛騨高山（12/6）、中津川工業（12/8）、関商工（12/15））

【生徒の感想】
・職場環境が悪いイメージがあったが、様々な対策が取られていることが分かった。
・様々な企業の話を聞くことができ、写真を使った説明もあり、分かりやすかった。進路選択に役立った。
・自分たちの手で仲間と協力して１つのものを作り上げることに魅力を感じた。人の役に立つとの話を聞き、やりがいが感じられた。

【企業の感想】
・今の学生達が建設業界にどんなことを思っているのかを知ることができ、求人活動の参考になった。
・学生達が持つ建設業に対するネガティブなイメージを改めることができた。
・自身の体験を伝えることで生徒が不安に感じていることを払拭でき、建設業の良さを伝えることができた。

建設関連企業と学生の交流サロン

岐阜県 担い手の育成・確保のための取り組み（３／９） 岐⾩県
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人材の確保、育成や職場環境の改善等に積極的に取り組む建設業者等を「岐阜県建設人材育成企業」として登録するとともに、実際の取り組みが
特に優秀な企業を「ぎふ建設人材育成リーディング企業」として認定し幅広く広報することで、建設業者等の取り組みを支援し、建設業への人材の入
職、育成及び定着を図る。（令和元年１０月認定の第５回から建設関連業者（建設関係コンサルタント）を新たに対象とした。）

○「岐阜県建設人材育成企業」の登録条件
下記の３つの項目について、会社をあげて積極的に取り組むことを宣言した企業を「岐阜県建設人材育成企業」として登録。
（１）労働環境の整備、処遇の改善
（２）将来の建設産業を担う人材の確保・育成
（３）魅力ある建設現場等の環境づくり

○「ぎふ建設人材育成リーディング企業」の認定条件
認定評価項目の達成状況に応じて、下記の３つのランクに分けて認定。
（１）ゴールドランク ： 評価項目についての達成状況が非常に優秀な企業
（２）シルバーランク ： 評価項目についての達成状況が優秀な企業
（３）ブロンズランク ： 評価項目についての達成状況が優良な企業

○認定企業数

第８回（令和４年度）認定 ： 届出・申請期間…７～８月、認定…１１月（予定）、認定証授与式・・・１２月（予定）

岐阜県 担い手の育成・確保のための取り組み（４／９） 岐⾩県

ぎふ建設人材育成リーディング企業認定制度

平成29年度
第1回認定

（H29.11）
建設業 建設関連業

新規 新規 ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ 新規 ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ 新規 ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ 新規 ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ 新規 新規 ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ
同ﾗﾝｸ
(更新)

新規 ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ 新規 ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ
同ﾗﾝｸ
(更新)

新規 ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ

105 31 13 33 18 24 17 21 8 12 25 46 52 5 3 20 27 30 1 1 ▲ 7 ▲ 7 0 270 252 18
ゴールドランク 10 1 7 0 9 3 7 1 3 7 0 23 18 3 3 1 9 9 0 1 ▲ 1 ▲ 1 0 87 73 14
シルバーランク 34 6 6 9 9 6 10 3 5 3 5 23 14 1 0 6 18 9 0 0 ▲ 2 ▲ 2 0 93 91 2
ブロンズランク 61 24 24 15 17 2 20 20 1 13 12 1 ▲ 4 ▲ 4 0 90 88 2

349 25 78 31 25 12 41 5 49 1 ▲ 51 ▲ 51 0 565 547 18

建設業
建設

関連業
建設業

建設
関連業認定

登録

（R2.11）
建設業 建設業 建設業 建設業 建設業 建設関連業 建設業 建設関連業

累計第2回認定 第3回認定 第4回認定 第5回認定 第6回認定 第7回認定
（H30.4）

区分

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
辞退・取消
失効・消滅

（H30.10） （H31.4） （R元.10） （R2.11）

16



岐阜県 担い手の育成・確保のための取り組み（５／９） 岐⾩県

「ぎふ建設人材育成リーディング企業認定制度」が平成２９年度に始まり、この制度の充実を図るとともに、建設業にお
ける人材の確保・育成や職場環境改善等の支援を目的として、「ぎふ建設人材育成リーディング企業」の認定及び「岐阜
県建設人材育成企業」としての登録がある企業の活用に関する条件を付加した「人材育成型総合評価落札方式」を平成
３０年度から試行を開始。

評価項目 評価内容 評価基準 評価点
（技術提案、
簡易１，２）

評価点
（地域型）

人材育成
の取り組
み

ぎふ建設
人材育成
リーディング
企業への
認定状況

ゴールド認定 ２．０ １．０

シルバー認定 １．５ ０．７５

ブロンズ認定 １．０ ０．５

上記以外 ０．０ ０．０

評価項目 評価内容 評価基準 評価点

県内企業
の活用率

県内企業の
活用状況

県内企業活用金額率 90％以上かつ
登録企業活用金額率が50％以上

１．５

県内企業活用金額率 90％以上かつ
登録企業活用金額率が50％未満

１．０

県内企業活用金額率 50％以上かつ
登録企業活用金額率が50％以上

０．７５

県内企業活用金額率 50％以上かつ
登録企業活用金額率が50％未満

０．５

県内企業活用金額率 50％未満 ０．０

建設業の人材確保・育成や職場環境改善等を支援する総合評価落札方式の試行

令和４年度も積極的に実施予定

実施件数 令和３年度：３４６件

実施状況・入札結果

全入札参加者数（落札者含む）１５８９者
※内訳：ゴールド認定 ５６８者

シルバー認定 ３０３者 68%
ブロンズ認定 ２１４者
その他（加点無し）５０４者 32%

落札者数 ３４６者
※内訳：ゴールド認定 １４１者

シルバー認定 ５７者 70%
ブロンズ認定 ４５者
その他（加点無し）１０３者 30%

入札結果
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岐阜県 担い手の育成・確保のための取り組み（６／９） 岐⾩県

○次世代を担う若手技術者が実績を積む機会の拡大目的とし、令和４年２月１日から試行開始

○「ぎふ建設人材育成リーディング企業」の認定や「岐阜県建設人材育成企業」の活用を評価

人材育成(企業能力評価)型総合評価落札方式モデル工事の試行

■人材育成型との違い

■試行対象
《考え方》
工事難易度が高くなく、配置技術者の施工実績の評価を付加しないことが適当であると認められる工事

・県土整備部発注工事において試行開始
・３年間の試行を踏まえ一般化検討

人材育成型 人材育成（企業能力評価）型

一般競争入 参加資格要件 配置技術者の施工実績 項目削除

総合評価落札方式の加点項目
（簡易型①の場合のみ）

配置技術者能力 項目削除
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岐阜県 担い手の育成・確保のための取り組み（７／９） 岐⾩県

「ぎふ建設人材育成リーディング企業認定制度」では、令和元年度よりコンサルタント会社等
も認定対象となったことから、この制度の充実を図るとともに、建設関連業務における人材の
確保・育成や職場環境改善等の支援を目的として、「ぎふ建設人材育成リーディング企業」の
認定及び「岐阜県建設人材育成企業」としての登録がある企業の活用に関する条件を付加し
た「地域型（人材育成型）総合評価落札方式」を令和２年度から試行を開始。

建設関連業務の人材確保・育成や職場環境改善等を支援する総合評価落札方式の試行

・令和２年度より試行開始

・技術提案を求めず、地域に根差し人材育成
に取り組んでいる企業を評価する。

・県土整備部予算の事業であって、予定価格
が１００万円以上の業務を対象とする。

・試行件数は３０件程度を予定

地域型（人材育成型）

評価項目 評価内容 評価基準 技術評価点

人材育成の
取組み

ぎふ建設人
材育成リー
ディング企業
への認定状

況

ゴールド認定あり ４．０

シルバー認定あり ３．０

ブロンズ認定あり ２．０

登録あり １．０

登録・認定なし ０．０
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平成28年度から県が開催している企業及び学生が集う県内最大規模のプレ就活イベントにおいて、県内建設業者の魅力
を発信する機会を創出する。（令和2年度及び令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の感染予防対策から、従来の対面
方式からＷｅｂを活用したオンライン形式に変更して開催。）

○令和４年度予定

開 催 時 期 ：令和５年２月下旬

開 催 方 法 ：オンラインと対面方式によるハイブリッド開催

参加企業数：４００社（未定）

対 象：県内外の大学生、大学院生、第二新卒、高校生、保護者など

主 催：岐阜県、産学金官連携人材育成・定着プロジェクト推進協議会

○令和３年度実績

開 催 期 間：令和３年１月２０日～３月１８日（５８日間）

開 催 方 法：オンライン形式

参加企業数：３０９社（うち建設関連企業は６５社）

参 加 者 数：ホームページ訪問者数 ６７，０７８人

実 施 内 容：・ホームページに出展企業の情報（動画含む）を掲載

・出展企業の人事担当者に参加いただくバラエティ風の企業研究番組の配信

・就活コラムやＵターン経験者の体験談などの就活に役立つコンテンツの掲載 など

建設の取組：期間中に「学生を対象とした建設業界セミナー」を開催、特設サイトへのＰＲ動画の掲載（リンク設定）

【参加者（学生等）の声】
・岐阜県で就職したいと考えているが、
東京から岐阜への移動が難しいため、
オンラインでの就活ができる環境があ
るのは嬉しい。

・岐阜にもさまざまな企業があること
がわかり、就職したい企業が見つかっ
た。

【出展企業の声】
・オンライン形式で開催したことで、学
生側に時間や場所を問わず参加して
もらうことができたが、反応や訪問者
数などがリアルで把握できないことが
残念に感じる。

・就活市場や時代の変化を捉えた有
意義な取組みだったと感じる。

オール岐阜・企業フェス

岐阜県 担い手の育成・確保のための取り組み（８／９） 岐⾩県
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将来的な建設業の担い手確保を図るため、ＰＲ冊子の配布や出前授業等により、建設業の役割、建設業で活躍する若者や女
性の声、ICT等の最先端の技術等を紹介し、幅広い世代に対してイメージアップを図る。

○令和４年度予定

①小中高校生向けの子ども・学生新聞への掲載 ⑤UIターン・転職者の受入支援

小学生：「マナビのトビラ」 年３回 建設業界への受入支援セミナーの開催

中学３年生及び高校生：「高校ダイアリー」 年３回 建設技術フェア等でのブース出展

②新聞への特集記事の掲載 【新】転職希望者等を対象とした建設業界セミナーの開催

岐阜新聞 年１回、特集紙面（見開き２ページ） ⑥工業高校等を対象とした土木関係の資格取得支援

③ＰＲ冊子「建設業の現在（いま）」の増刷 ２級土木施工管理技士、測量士（補）の資格取得に係る

④中学生向け出前授業の実施 １９回 テキスト購入費を支援

○令和３年度実績

①小中高校生向けの子ども・学生新聞への掲載 ⑤UIターン・転職者の受入支援

小学生：「マナビのトビラ」 年２回 学生を対象とした建設業界セミナーの開催 １回

中学３年生及び高校生：「高校ダイアリー」 年２回 建設技術フェアでのＰＲ １回（２日間）

②新聞への特集記事の掲載 ⑥工業高校等を対象とした土木関係の資格取得支援 ８校

岐阜新聞 年２回、特集紙面（見開き２ページ）

③PR冊子「建設業の現在（いま）」の増刷 １０，０００部

④中学生向け出前授業の実施 １３回

・建設業で働く県内学校ＯＢによる就職サポートの実施 ・小中学生の親子を対象とした現場見学会

・工業系高校生を対象としたインターンシップの実施 ・女性を対象とした現場見学会

・工業系高校生を対象とした現場見学会 ・女性技術者等による意見交換会

・工業高校教諭を対象とした意見交換会・研修会

既存の若年者等を対象とした魅力発信

岐阜県 担い手の育成・確保のための取り組み（９／９） 岐⾩県
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Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

静岡県の取組みについて

令和４年６月

１．静岡県の取組み

２．静岡県部会の取組み

0中部ブロック発注者協議会



Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

静岡県の取組みについて

1中部ブロック発注者協議会



１．静岡県の取組み（平準化） 【 静 岡 県 】【 静 岡 県 】

取 組 内 容

１ 債務負担行為の活用拡大
• １年未満の短期工事における年割債務 （非出水期（11～5月）の工期設定等）

• 維持管理業務を７月からの１３か月契約 （精算事務期間（1か月）を設定）

• ゼロ債務設定に公共関連事業も追加 【平成28年度～】

２ 柔軟な工期の設定
• 「工事着手日選択型工事」の導入 【平成28年度～】

⇒単年度及びゼロ債務に加え、複数年債務も対象 【令和2年度～】

３ 速やかな繰越手続き
• ２月議会から１２月議会に前倒し計上 【平成24年～】

⇒ ９月議会に前倒し計上 【令和2年度～】

2

・部全体で課題の洗い出しと対応を検討
・平成30年10月にリーフレットを作成し、発注・施工時期の平準化の取組について出先機関へ周知徹底
（目標：令和4年度までに平準化率αβ：0.8以上）

「発注等平準化推進ＷＧ」設立（平成29年12月）

平準化の取組

・「工事着手日選択型工事」をすべての工事に拡大 （R３～）

⇒ これまでの専任の主任技術者を要する3,500万円（建築7,000万円）以上の工事に加え、

3,500万円（建築7,000万円）未満の工事も追加

・発注見通しの早期公表、業務委託も公表 （R３～）

⇒ ４月公表開始から前年度の３月中に早めることで、受注希望者の計画的な施工体制確保を図る

・当初予算からの繰越計上を検討

【これまでの取り組み】



１．静岡県の取組み（週休２日推進工事） 【 静 岡 県 】

週休２日推進工事の取組

内 容

対象工事

原則、すべての工事を対象とする。ただし、以下を対象外とする。
① 施工に必要な実日数（実働日数）が１週間程度と見込まれる工事
② 災害復旧工事（改良復旧工事含む）、通年維持工事
③ 発注機関の長が対象工事に適さないと判断する工事（供用開始時期が決められている工事など）

発注方法
《発注者指定型》

当初設計金額が3.5千万円以上の工事を対象
《受注者希望型》

発注者指定型以外の工事を対象

インセンティブ
《工事成績》

週休2日推進工事の達成程度に応じ、評定点計に加点
⇒ 4週8休相当：0.8点、4週7休相当：0.4点、4週6休相当：0.2点

《総合評価》
前年度の週休2日推進工事の実施に応じ、評定基準に加点
⇒ ４週８休相当（複数）：１点、4週８休相当：0.5点

• 平成27年度より導入 ⇒ 4週8休を基本とし、4週7休・4週6休についても柔軟に対応
• 平成31年1月より共通仮設費率及び現場管理費率、令和元年7月より労務費及び機械経費の補正を導入
• 令和２年度より、原則全工事を対象、受注者希望型の追加、インセンティブの付与
• 令和３年度より、市場単価の補正を導入

【これまでの取組】

【令和４年度】

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

発注者指定型 13 32 27 17 36 533 524

受注者希望型 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 1,201 1,023

計 13 32 27 17 36 1,734 1,547

週休２⽇推進⼯事 契約件数

・週休２日推進工事： 実日数「３０日以下」も対象 （実日数が1週間程度の工事は除く。）
・一斉休工日ふじ丸デー： 毎月第２土曜日の月１日→ 第２・第４土曜日の月２日に拡充
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１．静岡県の取組み（ICT活用工事） 【 静 岡 県 】

4

ICT活用工事の取組

令和３年度内訳

⼯ 種 発 注 ⽅ 式 発 注 件 数 実 施 件 数

⼟ ⼯
導⼊型 125件 121件
希望型 116件 16件

舗 装 ⼯
希望型

76件 3件
地 盤
改 良 ⼯ 3件 0件

合 計 320件 140件

平成28年度 「ふじのくにＩＣＴ活⽤⼯事⽀援協議会」設⽴
平成29年度 「ふじのくにi-Construction推進⽀援協議会」に改称
令和元年度 「i-Construction⼤賞」を受賞
令和3年度 事務局を技術調査課から建設政策課に移管

⇒ ⽣産性向上の推進⽀援体制として活動

⽀援協議会

【これまでの取組】

実施状況

R1
• 「⼟⼯」、「舗装⼯」、「浚渫⼯」に加え、⼯種に「地盤改良⼯」を追加
• 普及啓発活動の登録制度「ICTマイレージプログラム」を導⼊

R2 • ⼯種に「切削オーバーレイ⼯」、「スラリー攪拌⼯」を追加

R3

• 舗装⼯の拡⼤に向けた運⽤改善（起⼯測量・出来形管理を選択制に変更、
路⾯切削⼯の積算基準の追加）

• データ収集・活⽤の推進を図るため、従来のICT活⽤⼯事以外の⼯事を対象
に、完成形状を取得する「３次元データ納品⼯事」の試⾏を開始
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”V I RT U A L SHIZUOKA”とは︖

【 ３ 次 元 点 群 デ ー タ の 取 得 状 況 】

３次元点群データで再現した静岡県庁周辺

３次元点群データで
再現した富⼠⼭

“３次元点群データ“により、仮想空間に静岡県をまるごと再現

2020年度 グッドデザイン賞 受賞
令和３年度 先進政策⼤賞 受賞

“VIRTUAL
SHIZUOKA”
イメージ動画

950km2

1,050km2

700km2

4,000km2

” V I RT U A L  S H I Z U O K A” の 活 ⽤ ⽅ 法

インフラプラットフォームの構築
⇒ ３次元点群データと公共施設台帳の連携を図るプラットフォームの

構築に着⼿

３次元測量の推進
⇒ 現地計測を併⽤する試⾏対象を全⼟⽊事務所へ拡⼤

R1︓伊⾖東部地域の取得開始
R3︓ほぼ県⼟全域の取得完了（⼈⼝カバー率100％）
⇒ 取得したデータは、すべてオープンデータ化済

3次元点群データで創るデジタルツイン

＜活⽤のイメージ＞

＜令和４年度の取組＞

３次元データ納品⼯事の推進
⇒ ICT活⽤⼯事以外の⼀般⼟⽊⼯事において、受注者が希望する

場合に完成形状の３次元データを取得・ 納品

その他、災害査定、⾃動運転実証実験 などへ活⽤

Ｒ３

Ｒ３

Ｒ２

Ｒ１

１．静岡県の取組み（VIRTUAL SHIZUOKA）

5



県による普及拡⼤（公助）だけでは限界 建設業者間での活動を促進（共助）背 景

対象⼯事
静岡県交通基盤部・経済産業部が発注する建設⼯事のうち以下の⼯事
• ICT活⽤⼯事として実施する⼯事
• 遠隔臨場を実施する⼯事

活動内容 • ⾃社⼯事での他社の職員に対する臨場や⾒学等による研修・講習
• 他社⼯事への技術的な相談への対応等の指導や⽀援

対象作業

• 起⼯測量や３次元設計データ作成、出来形計測、出来形管理資料作成におけ
る現場作業やデータ処理

• ICT建設機械による施⼯における機材のセットアップや現場作業
• モバイル端末等による映像と⾳声の双⽅向通信を⽤いた⽴会及び

段階確認の機器等のセットアップや現場作業

対象活動の実施報告書を作成・提出 ⼯事成績評定・総合評価の評価において加点制度概要

6

１．静岡県の取組み（ICTマイレージプログラム）

建設業者間でのICTの普及啓発活動の取組の推進 インセンティブの設定⽬ 的

⼯ 種 R１ R２ R3

業 者 数 12社 41社 44社

◆ＩＣＴ普及啓発活動実績ありの業者数



１．静岡県の取組み（ICTの普及・新技術・新工法の取組）

新技術交流イベントin Shizuoka 2022
日時：令和４年１１月８日（火）

１０：００～１６：００
場所：グランシップ（静岡市駿河区）

交流ホール及び展示ホール

■【令和４年度】

7

●建設現場におけるニーズと企業等が保有する技術シーズのマッ
チングを図り、先進技術の現場導⼊を推進し、⽣産性の向上に
つなげる。
●建設技術や建設産業の魅⼒を広く紹介することにより将来の
担い⼿確保につなげる。

■目的

■R３年度の実績
分野 団体数 技術数

①ICT活⽤した省⼒化・省⼈化 19団体 27技術
②設計・施⼯・維持管理の効率化 25団体 31技術
③⼯事現場の安全確保 ３団体 ３技術
④県産ものづくり技術の活⽤促進 ４団体 ４技術
⑤建設現場におけるSDGsの取組 ５団体 ５技術

合計 50団体 70技術

展示技術の内、６技術が現場導入



１．静岡県の取組み（スライド条項リーフレットの作成）

8

昨今の原油価格・物価高騰によりスライド条項の適用に関する相談が増加

◆スライド条項の適⽤に関するリーフレット

スライド条項の制度を分かりやすくまとめたリーフレットを作成し周知（R4.6.2）



Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

静岡県部会の取組みについて

9中部ブロック発注者協議会



２．静岡県部会の取組み 【 静 岡 県 】
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１） 第１回県部会

○令和３年７月２７日開催
○議事

・中部ブロック発注者協議会の取組【中部地整】【東海財務】
・静岡県の取組【静岡県】
・静岡県部会の取組【静岡県】
・発注者支援について
⇒ 指標・目標値（新・全国統一指標）の共有
⇒ 令和３年度の取組について意見交換

２） 第２回県部会 WEB開催

○令和４年３月７日開催
○議事

・中部ブロック発注者協議会の取組【中部地整】【東海財務】
・県部会の取組状況【静岡県】
・新規ロードマップ策定【静岡県】
・“ふじ丸デー”の令和４年度からの取組
⇒ 令和３年度の取組状況・課題について意見交換
⇒ 新たな指標・目標値への見直しの決定（新規ロードマップ）

県部会（R３）の開催実績

第１回県部会



【 静 岡 県 】

11

第１回分科会（令和３年９月）
WEB開催 （計４回）

○中部ブロック発注者協議会の取組【中部地方整備局】

○繰越制度、債務負担行為について【東海財務局】

○静岡県部会の取組、目標値の見直し【静岡県】
⇒県取組の紹介、市町の取組状況・課題について

意見交換
⇒ロードマップ見直しについて意見交換

分科会（R３）の開催実績

第２回分科会（令和３年１・２月）
WEB開催 （計２回）

○令和３年度の取組状況等【静岡県】
○新規ロードマップについて
○施工時期の平準化の促進に向けた取組

⇒ 各市町の取組状況・課題について意見聴取
⇒ 新規ロードマップ案について意見交換
⇒ 平準化率の取組事例を展開

２．静岡県部会の取組み

県

下田土木事務所

熱海土木事務所

沼津土木事務所

富士土木事務所

静岡土木事務所

島田土木事務所

袋井土木事務所

浜松土木事務所

下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、
西伊豆町

熱海市、伊東市

島田市、焼津市、藤枝市、川根本町、牧之原市、
吉田町

磐田市、掛川市、袋井市、菊川市、御前崎市、
森町

沼津市、三島市、御殿場市、裾野市、伊豆市、
伊豆の国市、函南町、清水町、長泉町、小山町

富士宮市、富士市

湖西市

賀茂

分科会

東部

分科会

中部

分科会

西部

分科会

浜松市

静岡市

【構成】

公共工事の品質確保の促進に向けた取組を各市町の実務担
当まで浸透させるため、地区単位で市町を支援し取組の推進
を図る。

【目的】
分科会



静岡県部会の取組 【 静 岡 県 】

12

重点項⽬ 指標 ⽬標 指標 ⽬標

施⼯時期の
平準化

平準率α
4〜6⽉期の⼯事平均稼働件数

年度の⼯事平均稼働件数

【令和４年度】
0.6

地域平準化率α
4〜6⽉期の⼯事平均稼働件数

年度の⼯事平均稼働件数

【令和６年度】
0.8

※県・市町の各平準
化率αを加重平均

週休２⽇推進
⼯事

週休２⽇推進⼯事の実施
週休２⽇対象⼯事を発注（1件以上）

【令和４年度】
全市町で実施

週休２⽇対象⼯事の設定率
週休2⽇対象⼯事発注件数

年度の発注⼯事件数
(週休2⽇に馴染まない⼯事は除く)

【令和６年度】
1.0

※県・市町の各設定率
を加重平均

ダンピング対策
【⼯事・業務】

低⼊札価格調査基準または最低
制限価格の導⼊

両制度のどちらかを導⼊

【令和３年度】
全市町で導⼊

低⼊札価格調査基準または最低制
限価格の設定率

低⼊札⼜は最低制限を設定した⼊札件数
年度の発注件数

(随契等は除く)

【令和６年度】
1.0

※県・市町の各設定率
を加重平均

これまでの指標・目標値 今後の指標・目標値

新・全国統一指標として設定された、新たな指標や令和６年度目標値を踏まえ、

これまで県部会で重点的に進めてきた取組の指標及び目標値を見直した。

新たな指標・目標値

目標値を
上方修正

指標を
「設定率」に

指標を
「設定率」に
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R4.3

R2 R3 R4 R5 R6

⽬標 0.68 0.73 0.78 0.83

実績 0.64

⽬標 0.53 0.60 0.74 0.94

実績 0.34 0.53

⽬標 0.51 0.86 1.00 1.00 1.00

実績 0.37 0.54

⽬標 0.94 0.95 0.96 1.00

実績 0.91 0.94

⽬標 0.85 0.93 0.94 0.99

実績 0.82 0.85

項⽬

低⼊札または
最低制限価格

の設定
（⼯事）

週休２⽇対象⼯事
の設定

② 週休２⽇⼯事

ダンピング対策
低⼊札または
最低制限価格

の設定

適正な⼯期設定

平準化率α

取組指標

③

（業務）

設定率
週休2⽇対象⼯事発注件数／全発注⼯
事件数(週休2⽇に馴染まない⼯事は除

く)

【県・市町の加重平均】

① 平準化

実施率
週休2⽇が確保できる⼯期設定の有無

（実施市町／35市町）

地域平準化率
4~6⽉期の⼯事平均稼働件数
／年度の⼯事平均稼働件数

【県・市町の加重平均】

設定率
低⼊札価格調査基準⼜は最低制限価
格を設定した⼊札件数／年度の発注業

務件数（随契等は除く）

【県・市町の加重平均】

設定率
低⼊札価格調査基準⼜は最低制限価
格を設定した⼊札件数／年度の発注⼯

事件数(随契等は除く)

【県・市町の加重平均】

低⼊札⼜は最低制限の設定率
1.0

低⼊札⼜は最低制限の設定率
1.0

【中部ブロック発注者協議会／県部会】
R6⽬標

【県＋35市町】 ⽬標・実績の集計値

地域平準化率α︓0.8以上

週休２⽇対象⼯事
設定率︓1.0

（週休２⽇⼯事）
適正な⼯期設定＋必要経費の補正

静岡県部会の取組 【 静 岡 県 】

新規ロードマップ

新たな指標や令和６年度目標値を踏まえ、ロードマップを見直した。

市町ごとの年度目標も設定



【 静 岡 県 】
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県部会スケジュール

２．静岡県部会の取組み
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Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

愛知県の取組みについて

令和４年６月

１．愛知県部会の取組み

２．愛知県の取組み

0中部ブロック発注者協議会



Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

愛知県部会の取組みについて

1中部ブロック発注者協議会



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

１．愛知県部会の取組み 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

○ 愛知県公共事業発注者協議会 推進会議の開催状況

■目的 ： 中部ブロック及び愛知県発注者協議会における重点取組項目について、市町村の取組を支援、推進する

ために設置。

■開催概要（オンライン開催） ：

（１）尾張・一宮地区 開催日：令和３年１２月２１日

（２）海部・知多地区 開催日：令和３年１２月２１日

（３）三河地区 開催日：令和３年１２月２２日

議 事

１ 中部地方整備局より情報提供（自己評価指標、取組状況）

２ 東海財務局より情報提供（速やかな繰越手続きについて）

３ 愛知県より情報提供

・品確法について

・令和２年度目標達成状況について

・目標達成に係る愛知県の取組紹介

（総合評価、最新の積算基準、適正工期・履行期間、

設計変更ＧＬ、建設ＩＣＴ、ＡＳＰ）

・令和６年度の目標達成に向けてのロードマップの作成依頼
2



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

１．愛知県部会の取組み 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

【開催概要】
開 催 日 ：令和４年３月９日
開催方式：書面開催

議 事 ：

H28 8/2 運用指針講習会

○ 愛知県公共事業発注者協議会の開催状況

１ 発注者協議会の取組について
２ 目標達成ロードマップについて

【議事１】

中部ブロック発注者協議会取組状況について

・自己評価の目標達成状況を確認

【議事２】

目標達成ロードマップについて

・１３項目（県・名古屋市は１５項目）の

達成目標年度を全市町村で設定

・ロードマップの進捗管理により、令和６年度

の目標達成を目指す

3



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

１．愛知県部会の取組み 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

令和３年度補正予算等の執行について

愛知県の建設部門では、工事の円滑な発注と事業の早期執行を図るため、１１月補正予算に係る
追加事業の入札・契約の運用について、以下のとおり対応する。

（１）指名競争入札の適用拡大

○ 総合評価落札方式のうち技術的な工夫の余地が小さい比較的単純な工事において、指名競争入札の
適用範囲を５千万円未満から２億円未満に拡大

（２）総合評価落札方式に係る運用

○ ２億円以上※の工事についても技術提案
を求めないことができる特例的な運用

※建築関係工事について1.5億円以上

● 工事発注の集中による技術者不足に対応
するため配置予定技術者の要件緩和

（３）地方機関委任工事の拡大

● 地方機関で発注できる工事金額を
1億5000万円未満から2億円未満へ拡大
（発注ロットの大型化、契約手続き期間
の短縮）

（●は補正予算に限らない措置）

■愛知県建設部門における令和３年度１１月補正予算の円滑な執行に向けた対応

4



Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

愛知県の取組みについて

5中部ブロック発注者協議会



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

２．愛知県の取組み 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

6

○ 愛知県における平準化の取組（１／２）

【設置】令和２年２月

【目的】建設局及び都市・交通局の事業について、関係者が情報を共有し、施工時期の平準化に向けて

計画的かつ早期発注を図る

【Ｒ３】令和３年度は 業務執行マネジメント会議を４回開催（発注見通しの公表に合わせて開催）。

○発注計画の作成、地方機関との調整

○発注計画及び執行状況のとりまとめ、確認

○早期執行に向けた取組の検討

○令和４年度の目標設定

■業務執行マネジメントチーム設置

○ 全体工期の範囲内で請負者が工事の始期及び終期を設定することができる余裕期間制度（フレック

ス方式）により、工期の設定や施工の時期の選択を柔軟にし、請負者の円滑な工事施工体制の確保

を図る。

○ 令和２年１２月～ ：建設局、都市・交通局 ⇒Ｒ２年度実績：１３件

○ 令和３年４月～ ：農業水産局、農林基盤局、企業庁

■余裕期間制度（フレックス方式）

6



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

２．愛知県の取組み 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

7

○ 愛知県における平準化の取組（２／２）

○ 年間を通じて工事等の計画的な発注や適正な工期の設定が行えるように、建設部門では

令和２年度当初予算から繰越明許費の計上額を見直し（拡大）。

○ 原則として、公共事業については２５％を、さらに単県事業についても１０％を計上。

■近年の当初予算における繰越明許費【建設部門】 （単位：億円）

■当初予算における繰越明許費の見直し（拡大）

○ 年間に必要となる繰越明許費に基づいた発注見通しを立てることにより、工事等の前倒しを図り、

さらなる「施工時期の平準化」につなげていく。

○ 工事の規模や難易度などを考慮した工期設定が契約段階において可能となることから、「適正な工

期」を確保し、計画的な発注を行うことができる。

○ 施工時期の平準化等により年間の工事量が安定すれば、現場技術者の処遇改善や経営の健全化に寄

与し、ひいては品質確保につながる。

■期待される効果

7

H30 R1 R2 R3 R4

公共 53 59 222 201 201

単独 0 0 48 45 51

合計 53 59 270 246 252

公・単
年度



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

２．愛知県の取組み 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

■建設局、都市・交通局の取組状況
平成28年度から原則として土曜日及び日曜日を休工とする「完全週休２日制工事」を実施。
令和３年度～

・休工日を土日に限らない「週休２日制工事」を導入
・対象工事を原則全ての工事に拡大 取組件数約３倍（Ｒ３／Ｒ２）
・発注者指定型の件数を拡大

令和４年度～
・休工日を土日に限らない「週休2日制工事」の取組実績を総合評価の加点対象に追加

○愛知県における週休２日工事の取組

H28 H29 H30 R1 R2 R3

発注者指定型 18件 20件 24件 25件 28件 203(89)件

受注者希望型 ー 80件 84件 78件 90件 81(34)件

計 18件 100件 108件 103件 118件 284(123)件

■取組件数(R2までは全て完全週休2日制、R3は土日に限らない週休2日制含む()内が完全週休2日制(内数)

8

完全週休2⽇制⼯事 ／ 週休2⽇制⼯事
全ての⼯事（災害復旧⼯事等を除く）

4週6休以上、4週7休以上、4週8休以上の3段階で補正
完全週休2⽇制⼯事 対象期間の全週間数に対する⼟曜⽇及び⽇曜⽇を休⼯とした週間数の割合が90％以上で評価
週休2⽇制⼯事 対象期間の全⽇数に対する休⼯⽇数の割合が2/7以上で評価
完全週休2⽇制⼯事 加点あり
週休2⽇制⼯事 加点あり（Ｒ４〜）

総合評価

形式

⼯事成績

対象⼯事
経費補正

■制度概要



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

２．愛知県の取組み 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

○愛知県におけるＩＣＴ活用工事の取組

■愛知県i-Construction推進協議会

・i-Constructionを推進するため、H30年8月に設立。

・ICT活用工事の拡充に関する検討
・ICTを始めとした新技術活用に関する課題 整理と
課題対応策の検討

・コンクリート工の規格の標準化（プレキャスト活用
等）の検討

■建設局、都市・交通局の取組状況
平成28年度から発注者指定型によりＩＣＴ建設機械を用いて効率的に施工を行う「情報化施工」の取組を開始。

＜取組の促進＞ ※土工量：掘削又は盛土のいずれかの小計

【令和元年度】・「発注者指定型」の規模要件引き下げ。
（土工量※10,000⇒5,000m3以上且つ予定価格8千万⇒5千万円以上)

【令和２年度】・総合評価落札方式の評価項目にＩＣＴ活用工事の取組実績を追加。
・土工量1,000m3以上の工事を「受注者希望1型」とし、受注者はＩＣＴ活用工事の実施に関す
る実施協議を必須。

・ＩＣＴ建機を必須とせず、起工測量等個々のＩＣＴ施工技術活用でも費用計上の対象。

【令和４年度】・土工量1,000m3以上且つ予定価格5千万円以上の工事を「発注者指定簡易型」とし、「ＩＣＴ建
設機械による施工」、「3次元出来型管理等の施工管理」のいずれかを必須。

その他、対象工種の追加有り

取組件数

9

発注者指定型 受注者希望型

⼟⼯ 舗装
河川
浚渫

地盤
改良

港湾
浚渫

⼩計 ⼟⼯ 舗装
河川
浚渫

地盤
改良

⼩計

H28 3 1 − − − 4 − − − − − 4
H29 2 0 − − − 2 − − − − − 2
H30 5 1 − − 1 7 3 1 − − 4 11
R1 11 2 2 − 0 15 3 2 1 − 6 21
R2 15 3 2 1 0 21 23 3 6 1 33 54
R3 22 3 6 0 0 31 51 11 7 0 69 100

合計



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

２．愛知県の取組み 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

○あいち建設情報共有システムの運用開始（令和2年4月）

あいち建設情報共有システム

書類の作成・提出承認・回答

関連資料の共有関連資料の共有

書類の提出・決裁

共有フォルダ

利用者間での連絡

連絡送受信連絡送受信

電子成果品保管管理システム

調査報告 工事完成
図書等

電子成果品の
登録電子納品ﾃﾞｰﾀの確認

電子納品形式データ作成

受注者

電子データの
ダウンロード
（検査支援）

電子データの
ダウンロード

電子納品作成に利用

電子納品形式
データ
電子納品形式
データ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

電子納品ﾃﾞｰﾀの検索・
閲覧

１

発注者

 インターネットを利用し、受発注者間で工事施工中に関する様々な情報を共有し相互利活用。

 令和２年度から建設局及び都市・交通局で本格運用を開始。

 令和３年度から企業庁、令和4年度から農業水産局及び農林基盤局でも本格運用を開始。

 市町村に対しても、本システムのメリット等を説明し、導入を促進。

10



中 部 地 方 整 備 局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

２．愛知県の取組み 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

これから進路を決定する学生と、行政や建設会社、建
設コンサルタントなどの建設分野に携わる技術者とが交
流する場として開催し、建設分野の魅力を発信するととも
に、建設分野のみらいを担う若手人材の育成を行う。

○担い手確保の取組（建設分野の魅力発信）

■現場見学会

〈あいち建設みらいサロン〉 〈出前講座実績〉

〈現場見学会〉

【参加実績】 R3：211名 （R2：20名）

（１）あいち建設みらいサロン

小学校の特別授業の一部として「出前講座」を、小校
～大学生を対象に「現場見学会」を開催し、社会資本の
役割について理解を深める。

（２）出前講座・現場見学会

講座の分野 講座数
道路、河川、砂防、都市計画、災害対策など 15

【参加実績】 R3：998人 （R2：530人）

現場見学会

■豊田工業高等専門学校

■椙山女学園大学

11

学生 社会人 合計

H25～H30 336 242 701

豊田工業高等専門学校 14 12 26

愛知総合工科高等学校 20 10 30

名古屋工業大学 18 12 30

椙山女学園大学 18 10 28

愛知総合工科高等学校 13 7 20

椙山女学園大学（web） 9 6 15

豊橋技術科学大学 11 6 17

愛知総合工科高等学校 18 77 95

東海工業専門学校 15 6 21

豊田工業高等専門学校 11 7 18

椙山女学園大学 8 6 14

R3

参加者数

R2

R1

年度 学校名

講座の分野 現場数
道路、河川、砂防、公園、下水道、建築など 18



「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

三重県部会の取組状況について

令和４年６月

１．三重県部会の取組

２．三重県の取組

0



「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

三重県部会の取組

1



三重県部会の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

１．令和３年度の県部会の状況

●第１回県部会（令和３年９⽉２⽇WEB）
 三重県部会の取組
 中部ブロック発注者協議会の取組
 三重県の取組 他

〇第１回地域分科会(令和３年１０⽉対⾯）
・取組周知・意⾒交換

〇第２回地域分科会(令和４年２⽉書⾯）
・情報提供

●第２回県部会（令和４年３⽉１４⽇WEB）
 三重県部会の取組
 中部ブロック発注者協議会の取組 他

●講習会（令和３年１１⽉１９⽇WEB）
 新・担い⼿3法に係る講習会

＜中部ブロック発注者協議会＞
●第１回発注者協議会
・令和３年７⽉３０⽇書⾯
 年度別達成⽬標値の設定 他

●発注者協議会（実務担当者会議）
・令和４年１⽉２６⽇ＷＥＢ
 新・全国統⼀指標（週休２⽇）の
令和６年度達成⽬標値の変更

 休⼯⽇の⼀⻫実施
 平準化に関する現状の課題と今後
の取組提案

 令和３年度⾃⼰評価 他

●平準化に関する意⾒交換
・令和３年１１〜１２⽉WEB
・あらかじめ選定した市町と意⾒交換 2



三重県部会の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

４．第１回地域分科会（推進会議）の状況

●第１回地域分科会
• 令和３年１０⽉５〜２９⽇の間に１０建設事務所単位で開催。
• 「週休２⽇」、「施⼯時期の平準化」など第１回県部会で定
めた重点取組の現状や課題について意⾒交換。

①週休２⽇制⼯事
 25市町が導⼊、残り4市町は導⼊検討や理解の促進
 働き⽅改⾰の視点から件数拡⼤など推進が必要
 未実施だが、次年度は1件でも取組む予定
 経費補正する際の増額分の予算確保に苦慮

②施⼯時期の平準化
債務負担⾏為の設定
 21市町（R2d）⇒26市町（R3d）に増加
 どんな理由で議会上程しているか⽰してほしい
速やかな繰越⼿続き
 21市町（R2d）⇒20市町（R3d）と横ばい
 繰越は後に送るイメージがある
積算の前倒し
 マンパワーに限界

③ＩＣＴ活⽤⼯事
 29市町で導⼊予定はなく、ＩＣＴへの理解が必要
 建設事務所でのＩＣＴ活⽤⼯事への臨場の声かけ

④ダンピング受注防⽌
 最新の公契連モデル以上かつ適正な範囲でない市町

には、改善に向けて個別に協議を実施

⑤適正な予定価格の設定と適切な設計変更
 県の積算基準や各種要領を準⽤するなどして、適切

な運⽤に努めるよう要請

①週休２⽇制⼯事
 25市町が導⼊、残り4市町は導⼊検討や理解の促進
 働き⽅改⾰の視点から件数拡⼤など推進が必要
 未実施だが、次年度は1件でも取組む予定
 経費補正する際の増額分の予算確保に苦慮

②施⼯時期の平準化
債務負担⾏為の設定
 21市町（R2d）⇒26市町（R3d）に増加
 どんな理由で議会上程しているか⽰してほしい
速やかな繰越⼿続き
 21市町（R2d）⇒20市町（R3d）と横ばい
 繰越は後に送るイメージがある
積算の前倒し
 マンパワーに限界

③ＩＣＴ活⽤⼯事
 29市町で導⼊予定はなく、ＩＣＴへの理解が必要
 建設事務所でのＩＣＴ活⽤⼯事への臨場の声かけ

④ダンピング受注防⽌
 最新の公契連モデル以上かつ適正な範囲でない市町

には、改善に向けて個別に協議を実施

⑤適正な予定価格の設定と適切な設計変更
 県の積算基準や各種要領を準⽤するなどして、適切

な運⽤に努めるよう要請

状況・主な意見

松阪

伊賀

3



三重県部会の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

５．第２回地域分科会（推進会議）の状況

●地域分科会（第２回）
• 令和４年２⽉に書⾯開催

＜内容（情報提供）＞
■中部ブロック発注者協議会（実務担当者会議）の議事事項
• 新・全国統⼀指標（週休２⽇）の令和６年度達成⽬標の変更（市町も対象となる）
• 休⼯⽇の⼀⻫実施（毎⽉第２⼟曜（案））
• 令和３年度の⾃⼰評価の実施（案）

■フォローアップ状況
• 建設ICT、不当要求等防⽌にかかる取組
• ダンピング受注の防⽌、建設キャリアアップシステム活⽤促進
• 取組を進めるうえで課題等のある市町にあっては個別に協議・要請 他

4



三重県部会の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

６．個別協議・要請の概要

地域分科会を通して改善等が必要と考えられる市町と個別に意⾒交換を実施
５つの重点取組項⽬ 概要

（１）週休２⽇制⼯事の
促進

• 未実施の市町は、試⾏⼯事実施を要請
• 試⾏⼯事の導⼊⇒週休2⽇制⼯事発注率への意識改⾰
• 取組指標（週休2⽇対象⼯事の実施状況）のR6d⽬標値1.00達成に向け
て、週休2⽇制⼯事の設定⽅法等を解説

（２）施⼯時期の平準化
の促進

• 平準化率算出のシミュレーション例を紹介・解説
• 債務負担⾏為の設定の例⽰
• 市町内における債務活⽤や繰越⼿続きの課題等を確認

（３）ＩＣＴ活⽤⼯事の
促進

• 建設ＩＣＴの理解促進のための県の現場⾒学会等への声かけ
• 取組指標（建設ＩＣＴの導⼊状況）のR6d⽬標値100％達成に向けた、
要領策定の促進及び⽀援

（４）適正な予定価格の
設定と適切な設計変更

• 積算や設計変更について、県の要領等に準拠し適正に運⽤していくこ
とを要請

• ⾃⼰評価実施における評価⽅法について解説
（５）ダンピング受注の
防⽌

• 最低制限価格の設定にあっては、最新の公契連モデル以上かつ適正な
範囲に改善を要請

• R4.4.1〜低⼊札基準引き上げに係る「公契連モデル」改正の概要説明

その他、休⼯⽇の⼀⻫実施の取組、⾃⼰評価の実施、⼯事情報共有（ASP）についても意⾒交換5



三重県部会の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

７．新・担い手３法に基づく発注関係事務の適切な実施に関する講習会

 令和３年１１⽉１９⽇にWEB形式で開催
 主に市町及び県地域機関の⼊札契約及び⼯事発注の実務担当者を対象
 三重県公共⼯事契約業務連絡協議会と併催

＜受講者数＞
市町、県地域機関等 ９２名

＜題⽬＞
（１）品確法に基づく取組の推進について
（２）監督・検査について
（３）三重県における建設ＩＣＴの取組について
（４）⼊札契約適正化法に基づく取組の推進について

（三重県公共⼯事契約業務連絡協議会）
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三重県部会の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

８．令和４年度の取組予定

●１．三重県部会の予定

○三重県部会（第１回）
・令和４年７⽉

○三重県部会（第２回）
・令和５年２〜３⽉

●２．地域分科会の予定

○地域分科会（第１回）
・令和４年８⽉

○地域分科会（第２回）
・令和５年１〜２⽉

●３．その他

○講習会（各取組の周知等）

令和４年度スケジュール（案）

4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉
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「中部ブロック発注者協議会」三重県

三重県の取組

8



２．三重県の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県

１．第三次三重県建設産業活性化プランに係る取組

 三重県では、将来の担い手を確保し、建設業が社会資本の整備・維持修繕や災害対応
などの役割を今後も果たすために、第三次三重県建設産業活性化プラン（以下、活性
化プラン）を令和２年３月に策定し、建設業の活性化に取り組んでいる。これらの施
策について、県の取組の状況を紹介するとともに、市町に取組を促している。

＜主な取組施策＞

取組１ 担い手確保や労働環境改善の取組

・週休二日制工事の拡大

・建設キャリアアップシステムの活用促進

・社会保険未加入対策について

取組２ 生産性向上への取組

・施工時期の平準化

・ＩＣＴ活用工事の推進

取組５ 適正な利潤の確保や安定経営への取組

・ダンピング受注の防止

・適正な予定価格の設定と適切な設計変更 9



２．三重県の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県

２．週休２日制の取組状況

●週休２日制試行工事の実施状況

建設現場における労働環境の改善、将来の担い手確保のため、平成28年度より試行を開始。

建設業協会とのワーキングにより策定したロードマップに基づいて、試行工事を段階的に拡大。

＜令和３年度の取組＞（R4.3時点）

 月２回土日完全週休２日制工事（発注者指定型）：232件 発注

対象：土木一式工事 ３０百円以上の全て

 月２回土日完全週休２日制工事（受注者希望型）：514件 発注

対象：すべての工事（現場閉所困難を除く）

 発注者指定型・受注者希望型いずれも４週８休の現場閉所を達成した場合、工事成績評定のインセンティブ付
与を継続

＜令和４年度の取組＞

 発注者指定型工事を土木一式の全ての工事、舗装工事、法面工事の一部に拡大

 発注時に週休２日に資する経費を計上（令和３年度までは変更契約にて計上）

●週休２日制検討ワーキングでの意見（抜粋）

 就職を希望する生徒は、土日完全休みの環境で育ってきていることから、

建設業の雇用を維持するためには土日休みの環境を整えていかなければならない。

 河川内工事等、施工期間が限られている工事では週休2日の現場閉所が難しい。 10



3.建設キャリアアップシステム（CCUS）の活用取組

建設キャリアアップシステム（以下、「CCUS」）は、技能者の現場における就業履歴や保有資格などを、技能者
に配布するICカードを通じ、業界統一のルールでシステムに蓄積することにより、技能者の処遇の改善や技能の
研鑽を図ることを目指すシステムです。

公共工事の品質を確保するためには、優れた技能と経験を有する技能者を将来にわたって確保・育成することが
不可欠であることから、CCUSの活用を促し、技能者の処遇改善及び中長期的な技能者の確保・育成に配慮するこ
とが求められています。

三重県では第三次三重県建設産業活性化プラン「取組１労働環境改善の促進」に位置付け、CCUS
の建設現場での活用を促進させるために、令和３年10月から元請企業のCCUS事業者登録を入札参加
要件とした「モデル工事」を実施しています。（ガードリーダーの設置、現場ID登録を求める。）

「建設キャリアアップシステム」とは、技能者の現場における就業履歴や
保有資格などを、技能者に配布するＩＣカードを通じ、業界統⼀のルール
でシステムに蓄積することにより、技能者の処遇の改善や技能の研鑽を図
ることを⽬指すシステムです。

２．三重県の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県

11



三重県の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県

４．施工時期の平準化の実施状況

●債務負担行為の積極的活用

 県土整備部では、事業予算の約50％の債務予算枠を確保し、適切な工期設定、施工時期の平準化に努めてい
る。（継続取組）

●柔軟な工期設定

 国土交通省の余裕期間制度を参考とし、県独自の取組として、規模の小さい工事でも効果が期待できるよう、
実際の工事前に90日間を超えない範囲で余裕期間を設定できることとしている。

（Ｒ２ 40件 → Ｒ3 64件）

平準化簡易算定ツール（例）●早期執行のための目標設定

 工事及び業務の発注見通しの実施に加えて、発注予定を
公表し、早期執行に努めている。

 繰越予算を含め上半期契約率６５％を目標に早期執行に
努めている。

 改正運用指針で規定する中長期の発注見通しとして、県
土整備部及び農林水産部の主要事業について計画を公表。

●発注工事の稼働状況を見える化・施工時期の平準
化を促進

 「平準化率（稼働金額）」を県民力ビジョン行動計画の
副指標とし、目標値を定め進捗をマネジメント。

 契約済みに発注予定を含めた全工事の稼働状況を見える
化するツールを作成し、各建設事務所においてマネージ
メント（平準化率の向上・業務の効率化）として活用。

12



「中部ブロック発注者協議会」三重県２．三重県の取組

●ICT活用工事の効果

ドローン等を活用し起工
測量の日数を削減

ICT建設機械による施工
により建設現場の生産
性向上を実現

【建設現場におけるICT活用事例】

《3次元起工測量》

《ICT建機による施工》

【ICTの活用による生産性の向上】

●ICT活用工事の状況
【令和３年度までの実績】

５．ＩＣＴ活用工事

3件 16件 19件 22件2件

6９件

134件
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0件
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0%

59％
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H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

施工者希望型発注件数

発注者指定型発注件数

活用件数

実施率

［件］

ＩＣＴ活用工事(土工）の発注年度別推移

11.4 

19.1 

6.0 

14.3 

54.6 

72.3 

9.1 

15.5 

6.0 

10.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0 140.0

ICT施工

従来施工

全体で
約３４％削減

184件

●令和４年度の取組

ＩＣＴの全面的活用に向けて、ＩＣＴ擁壁工、

ＩＣＴ基礎工、ＩＣＴ海上地盤改良工（床掘工

・置換工）の３工種を適用拡大していきます。 13



６．ダンピング受注の防止について

２．三重県の取組

ダンピング受注の防止対策

○ 「発注関係事務の運用に関する指針（抜粋）」（令和２年１月30日改正）

ダンピング受注は、工事の手抜き、下請業者へのしわ寄せ、労働条件の悪化、安全対策の不徹底等につながることが懸念され
る。ダンピング受注を防止するため、国や他の発注者の取組状況を参考にしながら、適切に低入札価格調査基準又は最低制限価
格を設定するなどの必要な措置を講じ、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。

H25.5～ H28.4～ H29.4～ H31.4～

【範囲】予定価格の
7/10～9/10
【計算式】
直接工事費×0.95
共通仮設費×0.90
現場管理費×0.80
一般管理費×0.55

【範囲】予定価格の
7/10～9/10
【計算式】
直接工事費×0.95
共通仮設費×0.90
現場管理費×0.90
一般管理費×0.55

【範囲】予定価格の
7/10～9/10
【計算式】
直接工事費×0.97
共通仮設費×0.90
現場管理費×0.90
一般管理費×0.55

【範囲】予定価格の
7.5/10～9.2/10
【計算式】
直接工事費×0.97
共通仮設費×0.90
現場管理費×0.90
一般管理費×0.55

○三重県の取組
H25.6～ H28.4～ H29.4～ H29.6～（R1.6～）

（公契連モデル）
【範囲】予定価格の
7/10～9/10
【計算式】
直接工事費×0.95
共通仮設費×0.90
現場管理費×0.80
一般管理費×0.55

（県独自式）
【範囲】予定価格の
7/10～9/10
【計算式】
直接工事費×0.95
共通仮設費×0.95
現場管理費×0.90
一般管理費×0.65

（県独自式）
【範囲】予定価格の
7/10～9/10
【計算式】
直接工事費×0.97
共通仮設費×0.97
現場管理費×0.90
一般管理費×0.65

（県独自式）
【範囲】予定価格の
7/10～
【計算式】
直接工事費×0.97
共通仮設費×0.97
現場管理費×0.90
一般管理費×0.65

※低入札調査：H29.6～、

　 最低制限：R1.6～

低入札価格調査基準（最低制限価格）の変遷

三重県発注工事では、低入札基準価格又は最低制限価格による応札が多いことから、建設業者が公共工事の品質確保の担い手を中長期
的に育成・確保するために必要な適正な利潤を確保することを目的として、平成２８年４月からその算定式を中央公契連のモデル式以
上となる三重県独自式に見直しました。また、平成２９年６月から低入札調査基準価格、（令和元年６月から最低制限価格）の上限値
である１０分の９を撤廃しました。 また、市町へダンピング受注の防止のため、最新の算定式の導入などの要請を実施しました。

[範囲]予定価格の
7.5～9.2/10
【計算式】
直接工事費×0.97
共通仮設費×0.90
現場管理費×0.90
一般管理費×0.68

（県独自式）

[範囲]予定価格の

7/10～

【計算式】

直接工事費×0.97

共通仮設費×0.97

現場管理費×0.90

一般管理費×0.75

R4.4.1～

R4.7.1～（予定）
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７．適正な予定価格の設定と適切な設計変更

「中部ブロック発注者協議会」三重県２．三重県の取組

●設計変更ガイドラインの運用について
建設工事を対象に、設計変更を行う際の受注者・発注者の共通の目安となる三重県設計変更ガイドライン（案）

を策定し、平成27年４月より運用を開始。

また、運用から１年を経過した平成27年度末に受発注者アンケートを実施し、その結果をもとにガイドラインの

効果検証を行い、平成29年７月に三重県設計変更ガイドラインを改定し運用。

 設計変更ガイドラインの効果・検証

・令和２年度に「三重県設計変更ガイドライン」の受発注者へのアンケートを分析し、必要に応じガイドライン

を改定。

 調査及び設計の適切な設計変更

・令和２年度に、設計変更を行う際の受発注者の共通の目安となる「設計業務等変更ガイドライン」を策定。

 適切な設計変更に向けた取組み

・令和３年度は建設事務所との会議において「三重県設計変更ガイドライン」と「設計業務等変更ガイドライ

ン」による適切な設計変更を徹底するよう周知しました。

※設計変更ガイドライン策定済み市町は、３市町あり、他２６市町は三重県公共工事共通仕様書を準用し、三重
県の設計変更ガイドラインを適用。
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中部ブロック発注者協議会

（４） 今後のスケジュール

令和４年６月

資料 ７
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